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平成26年2月定例会

議案説明資料

予算に関する説明書

(平成26年度当初予算関係・予算関係以外)

地域振興部

*各事業の説明資料の「本年度」の欄は来年度の当初計上額

「前年度」の欄は今年度の当初予算額

「比較」の欄は「本年度J- r前年度」の額

*トータルコストについて

トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あくまで、

費用対効果を判断するための参考標記ですので、職員定数と厳密には一致していません。

また、人役については、表示単位未満四捨五入で表示しており、結果が0.0人役となるもの

については、人件費をOとしています。



平成26年2月定例会議案説明資料目次

[予算関係】
(一般会計)

議案番号

第 l 号

(特別会計)、

議案番号

第 2号

{牛 名

平成26年度鳥取県般会計予算

l 当初予算説明資料

2 組織改正に伴う移管事業覧

3 歳入歳出事項別明細書
4 節の明細

5 債務負担行為に関する調書

件 名

平特成別会2計6年予度算鳥取県用品調達等集中管理事業

1 歳入歳出当初予算事項別明細書
2 当初予算説明資料

3 歳入歳出事項別明細書

[予算関係以外]
(議案)

議案番号 件 名

第40号 鳥取県附属機関条例の一部改正について

第42号 鳥取県私立高等学校等改築事業助成条例及び鳥

取県私立高等学校等大規模修繕等促進事業助成

条例の一部改正について

第56号 財産を減額して貸し付けること(鳥取パスタ

ーミナル用地)について

第65号 新生公立鳥取環境大学運営協議会規約の変更

に関する協議について

第66号 公立大学法人鳥取環境大学の設立団体が協議
して定める事項の変更に関する協議について

地域振興部

課 名 頁

(総括表) 1 

地域振興課暮 2 
とっとり らし支援課 1 6 
交通政策課 29 

4 1 
→文化観光スポーツ局
観光戦略課

育・学術振興課 43 

統計課 58 
男女共同参画推進課 66 

東「部東振興課 ー、
74 

部振興課 78 
→総務部税務課
→県土整備部

→会県会庶計務計土管集局総理中審局務者集査課中出業納務課

情報政策課 課 80 
→総務部情報政策課

92 

9 5 

99 
地域振興課他 1 02 

課 名 頁

(総括表) 1 09 

1 1 0 

(情報政策課 ) 1 1 2 
→総務部情報政策課

1 1 3 

課 名 頁

とっとり暮らし支援課 1 14 
教育・学術振興課 1 1 6 

交通政策課 118 

教育・学術振興課 119 

教育・学術振興課 1 2 Z 



議案第1号

課名

地域振興課

西部総合事務所
日野振興センター
日野原興局

(総務部→地域振興部)
中部総合事務所
地域振興局

西部総合事務所
地域振興局

西部総合事務所
日野振興センター
日野振興局

とっとり暮らし支援課
西部総合事務所
日野振興センター
日野振興局

交通政策課

教育・学術振興課

統計課

男女共同参画推進課

東部振興課
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情報政策課
→総務部情報政策銀

東部振興銀
→総務部税務課

「東部振興課
→県土控備部

JJlI~土総務課
東部振興課
→会計管理者会計局
審査出納線

東部振興課
→会計管理者庶萌集中局
集中業務課

地域振興部計

議案説明資料総括表

地域振興部

本年度 比較

(単位平円]

財源内訳
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説明

[主な事業】

(とっとり暮らし支援課)

・移住2000人達成事業
(交通政策課}

・国内航空便利用促進事業

(一部 → 事業実施，文化観光スポーツ局観光戦略課}

. I新)わかりやすい・乗りやすい公共交通環境整備事業
(新)鉄道を活用した新たな旅の創造事業

・(新)高速鉄道網のあり方検討事業

(教育・学術振興課)

・私立学校教育振興補助金

-私立学校施設盤備費補助金

惚11フリースクール連携推進事業
・未来に役立つ「ものづくり教育」実践事業

(男女共同参画推進観)

とっとり京性力活用パッケージ事業

(東部振興課)

・とっとりジピエ利用促進総合対策事業(いなばのジピエ開発普及事業)

(情報政策課 → 事業実施・総務部情報政策課)

・仰11)鳥取どこでも・モパイル・インターネット事業

72. 696千円

178.514千円

23. 320千円
1. 270千円
2. 559千円

1. 857. 191千同
1. 577千円
9. 089千円
4. 643千円

12.064千円

10. 629千円

9. 710千円



2款総務費

2項企画費

1目 企画総務費

事 業 名

職員人件費

事業内容の説明

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
~1 

国庫支出金

983. 554 599. 082 384. 472 150 

地域振興課(内線 :7170)

(単位:千円)

源 内 訳

起債 その他 一般財源 備考

983. 404 

一般職員143名分(前年度87名)の人件費である。

(雑入)

地域振興部管理運営費 15. 955 15.494 461 10 15. 945 

トータルコスト 47. 685千円(前年度47.270千円) [正職員:4. 1人非常勤:1. 0人)

主な業務内容 昔日・課の予算・庶務業務、各種連絡調整・対応、補助金の支払い

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

地域振興部内及び地域振興課の各種企画調整・対応等に要する経費である。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
4項市町村振興費
l目 自治振興費

地域振興課(内線 :7581)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

[畳託事業収入)

市町村行財政連絡 12.466 12. 483 ム17 1. 022 1 1. 434 
調整費 俗世入)

10 
トータルコスト 88. 308千円 (前年度 90.334千円) [正職員:9目8人非常勤職員:1. 0人]
主な業務内容 市町村との連絡調整、各種調査、表彰の実施、地方交付税・起債等関係業務

工程表の政策目標(指標) 効率的で持続可能な財政運営に向けた各市町村への支援

事業内容の説明

事業の目的・概要

市町村の行財政に関する連絡調整及び各種調査等関係事務、広域行政、市町村関係団体、住民自治

活動に関する事務を行う。

2 主な事業内容
、

( 1 )市町村の行財政に関する連絡調整

(2 )市町村行政関係事務の実施

①国が行う給与、定員、行政改革等の各種調査の実施

②市町村関係者の叙勲・褒章に関する事務

③広域行政(共同事務の協議会・一部事務組合・広域連合・定住自立圏構想等}に関する事務

@公益法人、市町村職員共済組合に関する事務

⑤住民基本台帳法に関する事務、番号制度に関する事務 など

(3 )表彰の実施

頑張る住民自治活動団体等の知事表彰

(4)市町村財政関係事務の実施
①地方交付税の算定、起債の許可に関する事務

②市町村の予算決算に関する事務

③財政健全化法に関する事務

④市町村資金の貸付

⑤財政状況、公共施設等に関する調査の実施 など

3 これまでの取組状況・改善点

毎年度、市町村の行財政に係る意見交換会を全市町村を巡回して実施するとともに、広域行政や

市町村関係団体に関する事務等を行っている。



平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

4項市町村振興費
1目 自治振興費

地域振興課(内線 :7581)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
~:f 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

市町村合併支援交 159，480 159， 480 159， 480 
付金

トータルコスト 160， 254千円 (前年度 160，274千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 交付金の交付

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
合併市町村の新しい去ちづくりに向けた事業に要する経費に対して支援を行う。

2 主な事業内容
J 平成22年3月末日に市町村合併支援交付金条例は失効したが、失効前に交付決定した起債事業に
係る交付金については、当該条例により 10年間で分割交付することとしており、この支払い(債務
負担行為分)をするもの。

【交付金の額】
0平成2.6年度以降の交付総額 358，747千円
0平成26年度の交付額 159，480千円

(内訳表) (単位・千円)

市町村名 金額 内 n令ヨh・ ( )内は整備年度

鳥取市 59， 909 CATV整備(17.18) 

米子市 4， 186 CATV整備(17.18)

倉吉市 3， 969 CATV整備(17)

八頭町 8， 972 図書館整備(17)、防災行政無線(20.21) 

湯梨浜町 33， 221 防災行政無線統合(17) 、情報通信基盤整備(18~20)

大山町 25， 918 情報通信基盤整備(17.18) 

南部町 11， 788 情報通信基盤整備(17.18)、天高庁舎多目的化施設整備(21)

伯者町 1， 745 防災行政無線統合(21)、図書館整備(21)

琴浦町 9， 772 防災行政無線統合(21)

3 これまでの取組状況・改善点
平成13年度に鳥取県市町村合併支援交付金条例を制定し、平成21年度までに 10合併市町に対
し総額41億円程度の交付金(債務負担を含む)を交付した。これにより、ケーブルテレビ整備、防災
行政無線整備、図書館整備、庁舎改修、合併誌作成等、合併に伴う多くの体制整備事業が実施され、

合併後の新しいまちづくりを支援した。

4 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

4項市町村振興費

l目 自治振興費

地域振興課(内線 :7089)

(単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較
M 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

市町村交付金 270， 000 270， 000 270， 000 

トータルコスト 285， 478千円 (前年度 285，888千円) [正職員:2. 0人]

主な業務内容 制度設計、申請内容の審査、交付金の交付

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

奨励的な市町村向け単県補助金を交付金化することにより、市町村の自主性を活かした施策展開を

支援し、自立の促進を図るとともに、県・市町村を通じた事務手続きの省力化を図る。

2 主な事業内容

根拠規程:鳥取県市町村交付金条例

( 1 )交付率

交付金対象事業費の1/2以内

(2 )交付対象

市町村独自で行う(国、県等の補助金を受けていない)事業の一般財源

(3 )配分方法

交付金総額の90%を最低保証額として各市町村に記分

最低保証額は、財政審IJ (標準財政規模、財政カ指数を勘案)、均等割、人口割で構成

最低保証額を超過した部分については、調整交付額(交付金総額10 %)を最低保証額を

超える事業を実施した市町村の当該超過部分であん分して配分

3 これまでの取組状況、改善点

平成24年度に対象事業の拡充、要件緩和を行うための規則改正(鳥取県市町村交付金条例施行規

則)を行ったところ、市町村の事業選択の自由度が高まり、その結果、最低保証額までの事業執行が

可能となった。

また、市町村にとってより使いやすいものとなり、地域住民が主体となった地域活動への支援、市

町村提案事業等、市町村において必要と判断される事業が促進された。



平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
4項市町村振興費
l目 自治振興費

地域振興課(内線:7580) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

慨益事業担入)

市町村振興協会交付金 459， 000 493， 000 ム34，000 459， 000 

トータルコスト 459，774千円 (前年度 493，794千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 申誇内容の審査、交付金の交付

工程表の政策目標(指標)
事業内容の説明

事業の目的・概要
公益財団法人鳥取県市町村振興協会を通じて、市町村に配分することとされている宝くじ収益金を
交付する。

2 主な事業内容
公益財団法人鳥取県市町村振興協会は基金を造成し、次の事業に活用する市町村へ資金を交付する。
-災害時の融資等
-市町村の振興に関する調査研究及び資料等の収集

分権改革推進事業 2，444 2， 444 2，444 l' 

トータルコスト 23， 339千円 (前年度 23，893千円) [正職員:2. 7人]
主な業務内容 県と市町村、市町村聞における連携・共同分野、体制、方法等の検討
工程表の政策目標(指標) 県と市町村の連携・共同事務について、権限移譲や広域行政等も含めた「ハイブ

リッド行政の推進」を図る。

事業内容の説明

事業の目的・概要

県と市町村、市町村聞における連携・共同について、国の動き(第30次地方制度調査会答申等)
及び他都道府県における事例等を踏まえ、連携・共同分野、事務処理体制、実施方法等の検討を行う。

2 主な事業内容
「広域連携のあり方研究会」を設置し、人口減少社会のなかで市町村行財政を維持し、住民サーピ
スを向上するための方策を検討する。

(検討内容)
①持続可能な市町村行財政

現在の業務の提供体制のあり方を点検し、住民サービスを向上し、より低コスト・人員で可能
な提供手法を検討する。

②広域連携のあり方

第30次地方制度調査会答申及び本国会で予定されている地方自治法改正を踏まえ、地方中枢
拠点都市等を核とする市町村の連携、県による補完を含む県・市町村聞の連携のあり方等につい
て検討を行う。

3 これまでの取組状況、改善点
県内4地区(東部、中部、西部、日野)において、県、市町村双方にメリットのある事務を検討し、
消費生活相談、県・市町村の職員研修等、体制の整ったものから共同処理を行っている。

うち日野地区では、平成22年7月に県と日野郡3町で地方自治法に基づく「法定協議会」を設置
し、障がい者雇用、乳幼児発達支援等の業務を共同執行するとともに、県道の除雪等を住民に身近な

町に委託することにより迅速な対応がはかられている。

今後は、各地域におけるこれまでの取組を引き続き推進していくとともに、県全体で柔軟な連携の
仕組み、体制等について検討を行う。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
4項市町村振興費
l目 自治振興費

地域振興課(内線 :7580)

(単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国車支出金 起債 その他 一般財源

権限移譲交付金 76， 051 74， 205 1， 846 76， 051 

トータルコスト 83， 016千円 (前年度 81.355千円) [正職員:Q. 9人]
主な業務内容 権限移譲の検討・協議、交付金の交付

工程表の政策目標(指標) 県と市町村の連携・共同事務について、権限移譲や広域行政等も含めた「ハイブ

リッド行政の推進」を図る。

事業内容の説明

事業の目的・概要

住民に身近な行政はできる限り市町村で行うという地方分権の理念に基づき、市町村が地域の実情

に応じた行政を積極的に展開し、より住民サービスの向上が図られるよう、まちづくりに関する事務

や県民の暮らしに密着する事務等について市町村に権限移譲を行い、移譲した事務を市町村が処理す

るために要する経費を交付する。

2 主な事業内容
県から市町村に移譲する事務を処理するために必要な経費を交付する。

(根拠法令.地方自治法・地方財政法)

( 1 )主な権限移譲項目

①知事
-屋外広告物掲示許可(全市町村)

-有害鳥獣駆除目的の捕獲許可(全市町村)

-火薬消費等の許可(東・中・西部各広域消防局)

-パスポートの申請・交付窓口(倉吉市、境港市、日野郡3町) 等

②教育委員会

-文化財に関する届出の受理(全市町村) 等

(2 )権限移譲交付金

①普通交付金

知事及び教育委員会の権限に係る移譲事務の処理する経費

②特別臨時交付金

移譲事務の処理に当たり特別な事情により生じた経費(浄化槽法事務移譲に伴う台帳精査に係

る現地調査経費、旅券交付事務に係る機器購入経費 等)

3 これまでの取組状況、改善点
( 1 )市町村への権限移譲の状況
権限移譲を希望する市町村へ計69事務492項目(知事:6 5事務479項目、教育委員会・
4事務13項目)を移譲している(平成26年4月1日現在)。
移譲に当たっては、権限移譲交付金の見直し、引継ぎマニュアルの作成や市町村支援体制の整備

等により円滑な移譲に努めている。

(2)平成26年度における主な変更点
地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

(第2次一括法)により、 10ヘクタール以上の風致地区に係る条例の制定権限が都道府県から市
町村に移譲(法定移譲)されたことに伴い、鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する

条例で定める移譲事務から風致地区内における建築等の規制に関する条例に基づく事務を削除す

る。)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

5項選挙費 地域振興課(内線 :7058)

l目 選挙管理委員会費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
日才 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

職員人件費 17， 656 18，079 ム423 17， 656 

事業内容の説明

一般職員2名分(前年度2名)の人件費である。 同

(雑入)

選挙管理委員会費 6，720 6， 634 86 269 10 6， 441 

トータルコスト 17， 555千円(前年度17，756千円) [正職員:1.4人、非常勤職員:1. 1人]

主な業務内容 国及び地方公共団体の選挙に関する事務等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の概要

国及び地方公共団体の選挙に関する事務、政党等の政治団体に関する事務及び政党助成に関す

る事務を行う。また、任期満了以外の事由により急速執行することとなる選挙の準備を行う。

2 主な事業内容

選挙管理委員会の開催年間約 12図

選挙啓発費 1， 802 1， 881 ム79 1， 802 

トータルコスト 10， 315千円(前年度10，619千円) [正職員:1. 1人]

主な業務内容 政治・選挙への意識向上を図るための啓発事業

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の概要

選挙が明るく正しく行われるように、常にあらゆる機会を通じて、政治・選挙の意識の向上を

図るため各種研修会等を実施する。

2 主な事業内容

市町村選管・明推協委員研修会、政治団体関係者研修会等の開催、リーダー養成研修への参加

者の派遣等。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費
5項選挙費
2目県政選挙費

事業名 本年度 前年度 比較

(新)県政選挙費 FFa 
138， 491 。138，491 

~~ 源

国庫支出金 起債

地域振興課(内線 :7058)
(単位・千円)

内 訳

その他 一般財源 備考

間〕PFa 
48 138， 443 

トータルコスト 141， 156千円(前年度 O千円) [正職員:O. 9人、臨時的任用職員:O. 5人7
主な業務内容 各種選挙物品・諸用紙等準備、各種会議準備・資料作成・開催
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の概要
平成27年執行予定の知事選挙及び県議会議員選挙(統一地方選挙)の管理執行の準備をするとと
もに、明るい選挙の推進と投票参加を呼びかける啓発を行う。

2 主な事業内容
( 1 )任期満了日
知事:平成27年4月12日(日)
県議:平成27年4月29日(水)

(2 )事業内容 (単位・千円)
区分 内容 全体予算額 H26分予算額

交付金 465， 374 109， 595 

市町村交付金 投開票所経F費自qぉ動、三車ポ事jス、を看震タ警板ー掲、ー示場 321， 030 107，718 
ー------ーー-ーーーー司押軒ー---_t新E成聞費広告と_I、F ビラ、 -ー・・・ M・--ー』ーーーーー---・・・・・・ーーー---
候補者公営費

ー病す~~院1、2老-讐人ホ一ー一ム一等一で一の一不一在者 一ー
138，954 1， 877 

-ーー・・・・・・ーー』ーーーーーーー-- ー・・・・・・・・・』ーーーーーー司胃------幽ーー--
不在者投票特別経費

投票に係る経費 5， 390 

県分事業費 20， 622 6， 065 

選挙会経費
選挙長・選挙立会人に係る報酬、 7， 587 3， 265 

ー---胃---・・・・・・・・・・・・・ -~究費及r.E宴j事費ーーー ーーーー---・・・・・・・・・-・・--ー』ー・・・・ー-
選挙公報発行費 選挙公報印刷経費 13，035 2， 800 

県分調整費 5， 000 4. 000 

県分事務費 投議票用紙等諸用紙印刷、各種会
開催経費、その他事務費 22， 178 18， 831 

i'iヨ 言十 513，174 138，491 

( 3)その他
債務負担行為額:374，683千円(平成27年度)
※平成27年執行予定の知事選挙及び県議会議員選挙については、管理執行準備が平成26
年度、 27年度にまたがるため、 2ヶ年度にわたって支出するもの。

(廃参止議)院議員選挙費 01 399， 372 ム399，372 

トータルコスト 0千円(前年度 408，904千円)
事業内容の説明

参議院議員選挙に係る選挙事務終了による。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費 西部総合事務所日野振興センタ一日野振興局

(電話:0859-72-2086) 4項市町村振興費
l目 自治振興費〈地方機関計上予算〉 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取県日野地区連携
27 30 ム3 27 

-共同協議会負担金

トータルコスト 6. 218千円 (前年度 6.385千円) [正職員:O. 8人]
主な業務内容 鳥取県日野地区連携・共同協議会の運営に関する調整及び庶務業務

工程表の政策目標(指標) 県と町、町相互による事務の連携・共同処理等を多くの分野で実現させる。

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成22年7月に地方自治法の規定に基づき設置した「鳥取県日野地区連携・共同協議会」の運営
に係る経費のうち、県負担分を負担金として同協議会に支出する。

2 主な事業内容
(1)協議会運営経費(全体) 2 5 8千円
-研修講師等に対する報償費、印刷費等

取県 27千円
[構〔成5団体負担金額】
南町間江府町各77千円〕

(2 )協議会の主な事業
¢チーム事業

チーム
事 業 内 ~ 

(幹事団体)

障害者雇用 障がい者支援事業所に庁舎清掃や樹木の水遣り等を連携して発注。

(日野町) 農福連携等、障がい者の新規雇用につながる分野の研究、検討。

発達支援 発達の遅れが疑われる乳幼児に対し、医師等による診察並びに個別指導等を

(福祉保健局) 共同実施。

共同発注 共同で発注する物品等の購入計画の取りまとめ、入札手続等の実施。

(江府町)

消費者行政 住民の視点を取り入れた消費者被害の未然防止対策や、住民への啓発を目的

(日南町) とした研修会の開催等。

庶務 協議会の運営に関する調整及び庶務業務。

(日野振興局) 職員研修の実施(年5回程度)等

②重点項目

-道路の維持管理及び除雪

-農地利用促進

-監査委員会事務局の共同設置

-日野郡の教育のあり方

<参考>協議会の概要

l 設置年月日 平成22年7月23日(会長江府町長)
2 設置目的 鳥取県並びに日南町、日野町及び江府町が、事務を連携して管理し、及び共同で執

行することなどにより、日野郡の区域における行政サービスの維持、向上や効率的

な行政運営を促進するとともに、日野郡の区域に共通する諸課題の解決に寄与する。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費 (総務部)中部総合事務所地域振興局(電話:0858-23-3294) → 

1項総務管理費 事業実施:(地域振興部)中部総合事務所地域振興局

15自 総合事務所費<地方機関計上予算> (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

中部総合事務所運営
{雑入〉

30， 772 34，712 ム3，940 50 30，722 
費

トータルコスト 123，640千円 (前年度130，040千円) [正職員:12. 0人、非常勤職員:4. 5人]
主な業務内容 所内外の連絡調整、各局庶務・会計事務、広報等

工程表的政露目標(指揮) 中部総合事務所の企図調整機能の充実・強化を図り、良質な住民サービスを提

供する。

事業内容の説明

事業の目的・概要

総合事務所内の機能強化を図り、地域のニーズに対応した効率的・効果的な事務所運営を行う。

2 主な事業内容

-管内市町との連絡調整、総合事務所各局との運営調整

-総合事務所各局の庶務会計業務 -県民の声の受付、情報公開窓口対応

-危機管理、防災体制の整備 -管内市町の産業、観光振興支援

-県政における各種施策や地域活動の情報提供 -所内職員研修、庁風づくり運動

J 

(使用料)

中部総合事務所庁舎 29， 707 23， 883 5， 824 1， 899 27， 799 
管理費 ゆ置入)

9 
トータルコスト 37，446千円 (前年度 31，827千円) [正職員:1. 0人、非常勤職員:1. 5人]
主な業務内容 庁舎管理、庁舎小規模修繕、庁舎使用関係許認可等

工程去の政荒目標(指揮) 来庁者に利用しやすく安全で適切な庁舎整備を行う。

事業内容の説明

事業の概要

中部総合事務所の庁舎管理等の業務を行う。

2 主な事業内容

-庁舎清掃、常駐警備、環境衛生管理、冷暖房機器保守点検等の業務委託 (20，800千円)
-庁舎の保守点検及び小規模修繕業務、冷暖房機器の運転及び監視業務等 (7，566千円)
-庁舎敷地内の除雪業務委託、ハートフル駐車場、急速充電器の管理等(1， 341千円)

11 



平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費 (総務部)中部総合事務所地域振興局(電話:0858-23-3951) → 
1項総務管理費 事業実施:(地域振興部)中部総合事務所地域振興局

15目 総合事務所費<地方機関計上予算> (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
ftt 源内訳

備考
回目f支出金 起債 その他一般財源

中部総合事務所地域 5. 000 
課題解決事業

5. 000 。 5. 000 

トータルコスト 5. 000千円 (前年度 5.000千円) [正職員:O. 0人]
主な業務内容 地域の重点課題や緊急的な課題等に対応するための事業実施

工程表町政揮目jf， (指標)

事業内容の説明
~ 

事業の目的・概要

地域の重点課題や緊急的な課題等に対応し、地域の事情や特性に配慮しながら、時機を逸すると

となく効果的な事業を実施できるよう、中部総合事務所長の裁量により活用できる枠予算を設定す

る。

2 主な事業内容
、

( 1 )重点課題の設定

地域実情、将来的な方向性などを勘案し、必要に応じて域内市町村、関係団体等の意見も聴きなが

ら、地域の重点課題を中部総合事務所長が設定する

(2 )活用・助成対象事業

当該重点課題の解決に資するとともに、即応性・緊急性を要すると中部総合事務所長が認める事業

に活用・助成する。

なお、執行状況は、中部総合事務所長等が県議会に報告する。

<枠予算の使途として想定している事例>

-中部総合事務所が自ら取り組む事業費(直営)

.NPO法人、個人が取り組む事業への助成(補助)

-市町村等が取り組む事業への助成(補助) など
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費 (総務部)西部総合事務所地域振興局(電話:0859-3ト9655) → 
1項総務管理費 事業実施:(地域振興部)西部総合事務所地域振興局(電話:0859-31-9655) 
15目 総合事務所費<地方機関計上予算> (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

〈匝用料〉

西部総合事務所費 75. 512 64. 102 11.410 2. 367 73. 069 
(地域振興局) (結JV

76 
トータルコスト 198. 562千円(前年度190.412千円) [正職員 15. 9人、非常勤職員:7目。人]
主な業務内容 西部総合事務所の管理運営、庁舎維持管理

工程表の政策目標(指標) 住民の満足度の向上、執務環境の改善. 
事業内容の説明

事業の目的・概要

西部地域における県政の総合窓口としての機能を強化するため、庁舎及び執務環境の楚備、組織

体制の強化等を行い、県民満足の高い地域に密着した総合事務所運営を行う。

2 主な事業内容
(1)庁舎管理費 (41.964千円)
-庁舎維持管理委託料、庁舎管理非常勤職員人件費

(新規)新館エレバータ一保守点検委託 (650千円)
中水槽清掃委託 094千円)

(臨時)廃乾電池・廃蛍光管処理委託 (216千円)
低濃度PCB収集運搬委託 (526千円)
低濃度PCB処分委託 (2.901千円)

(増額)冷暖房熱源機器設備保守点検委託、清掃委託等 (7.758千円)
(2 )事務所運営費 (33.548千円)
-事務所運営事務費、受付・秘書・庶務会計非常勤職員人件費

(新規)公用車の洗車及び清掃委託 (570千円)
西部総合事務所地域振興局会計総務課日野分室を西部総合事務所に集約することに伴

う非常勤職員 l名増

(新)西部総合事務

所現地情報集約セ 2. 927 。 2. 927 2. 927 
ンター運営事業

トータルコスト 20. 727千円 (前年度O千円) [正職員:2.3人]
主な業務内容 原子力災害、自然災害、家畜伝染病などの危機管理対応

工程表の政策目標(指標) 行動・実践型の防災・危機管理体制の確立

事業内容の説明

事業の目的・概要

原子力災害においては、オフサイトセンターへの要員派遣やモニタリング等の情報収集など自然災

害と異なった特有の対応をとるとともに、自衛隊などの関係機関との迅速な連携を図る必要がある。

そのため、西部総合事務所の災害対策室に「現地情報集約センター」を設け、情報収集力、関係機

関との情報共有の強化を図る体制を整える。

2 主な事業内容 l 

国土交通省が管理する国道、河川のリアルタイム映像情報(県内238箇所)を西部総合事務所災
害対策室(現地情報集約センター)で受信できるようにするための国土交通省ライブカメラ端末をセ

ンターに設置する。

※その他のセンター機材(ディスプレイ、パソコン端末等)は25年度に整備済み
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費 (総務部)西部総合事務所地域振興局(電話:0859-31-9655) → 
l項総務管理費 事業実施:(地域振興部)西部総合事務所地域振興局(電話:0859-31-9655) 
15目 総合事務所費<地方機関計上予算> (単位:千円)

事業名

西部総合事務所地域

課題解決事業

トータルコスト

主な業務内容

工程表町政責目標(指車)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

1，." 1= "" I u， "'* I 財 源内訳|本年度|前年度|比較 備考
| I ~ fA  I問府支出金|起債|その他|一般財源|

5川 10川ム5，000I I l' I 5， 000 I 
E， 548千円(前年度10，000千円) [正職員:0.2人]
地域の重点課題や緊急的な課題等に対応するための事業の実施

地域の重点課題や緊急的な課題等に対応するため、西部総合事務所長及び日野振興センタ一所長の

裁量により活用できる枠予算を設定し、県直営実施のほか、市町村、地域住民、活動団体などの活動

支援に取り組む。

2 主な事業内容

( 1 )重点課題の設定

地域実情、将来的な方向性などを勘案し、必要に応じて域内市町村、関係団体等の意見も聴きなが

ら、地域の重点課題を西部総合事務所長等が設定する

(2 )活用・助成対象事業

当該重点課題の解決に資するとともに、即応性・緊急性を要すると西部総合事務所長等が認める事

業に活用・助成する。

なお、執行状況は、西部総合事務所長等が県議会に報告する。

<枠予算の使途として想定している事例>

・西部総合事務所等が自ら取り組む事業費(直営)

'NPO法人、個人が取り組む事業への尉成(補助)
・市町村等が取り組む事業への助成(補助) など

噺)西部総合事務所
1， 693 1， 693 

遠隔地連絡調整費
1， 693 

トータルコスト 9， 432千円(前年度O千円) [正職員:1. 0人]
主な業務内容 書類等搬送

工程表の政策目標(指標) 便利で効率的な行政サービスの向上

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

会計事務が西部総合事務所へ移管されることに伴い、西部総合事務所と日野振興センターとの問

で会計書類等の搬送を行う。

2 主な事業内容
書類等搬送に係る公用車使用料等

14 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款 総務費 (総務部)西部総合事務所日野娠興センター日野張興局(電話:0859-72-208引→
l項 総務管理費 事業実施:(地域振興部)西部総合事務所日野振興センター日野振興局(電話 0859-72-2084)
15自 総合事務所費 <地方機関計上予算> (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
Eオ 源内訳

備考
国庫支出金 起債その他一般財源

西部総合事務所費
く使用料〉

(日野振興センター
37. 863 42. 042 ム4.179 648 37. 178 

管理運営費)
〈雑入〉

37 
トータルコスト 84. 297千円(前年度137.441千円) [正職員:6.0人、非常勤職員:4. 0人]
主な業務内容 西部総合事務所(日野振興センター)の管理運営、庁舎維持管理

工程表の政策目標(指標j 便利で効率的な行政サ ビスの向上、適切な庁舎管理

事業内容の説明

事業の目的・概要

日野地域における行政サービスの提供及び地域課題の解決等、総合的な県政を推進するため、

組織体制の強化、庁舎の適切な管理を行い、地域に密着したセンター運営を行う。

2 主な事業内容

( 1 )運営費(11.538千円)
-センター管理運営1::係る事務経費
-非常勤職員(受付、秘書)に係る人件費

(2)庁舎管理費 (26.325千円)
-庁舎の維持管理に係る経費(修繕料、委託料等)

-非常勤職員(警備員)に係る人件費

(廃止)

西部総合事務所本館 3.498 ム3.498
屋上熱交換塗装事業

トータルコスト 。千円(前年度4.292千円)
事業内容の説明

平成25年度で工事が終了するため。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

4項市町村振興費

l回 自治振興費

とっとり暮らし支援課(内線 :7129)

(単位千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

若者定住等による集 (基金繰入金)

落活性化総合対策事 52， 328 33， 168 19， 160 12， 800 
業

トータルコスト 58， 519千円(前年度 39，523千円) [正職員O.8人]
主な業務内容 補助金事務、市町との連絡調整、事業PRなど

移住定住環境の充実を進めるほか、移住者が地域に溶け込むようサポート体制

工程表の政策目標(指標) の充実を図り、移f住して就業したり豊かな自然潔境の中で生活を楽しむ移住者

の増加を目指す。

事業内容の説明 [fとっとり支え愛基金」充当事業]

事業の目的・概要

小規模高齢化集落の限界化に歯止めをかけ、将来に向けてその解消を図るため、将来の集落を担う

新たな人材とされる移住者を確保し、小規模高齢化集落を含む地域が一体となって行う地域の保全、

地域活性化に向けた取組について、市町村等と連携して総合的かつ重点的に支援する。

2 主な事業内容
( 1 )若者定住等による集落活性化総合対策事業費補助金(事業費:50， 460千円)
市町村が対象地域として指定した小規模高齢化集落を含む地域が行う地域の保全、地域活性化に

向けた取組等に対して、市町村と連携して支援を行う。(県は市町負担経費の2/3を支援)
(ア)対象地域

地域の住民組織が一体となって、移住者を受け入れ小規模高齢化集落の解消を視野に入れた地域

プランを策定し、地域活性化の取組を重点的に行う地域。

(イ)事業概要

①小規模高齢化集落再生に向けた地域への支援

0地域活性化に向けた地域プラン策定経費の支援
0地域の維持活動や活性化に向けた取組支援(既存事業の補助率の嵩上げ目補助率2/3)
-地域の保全対策に係る取組、地域活性化に係る取組、集落内の空き家の除去に係る取組

②地域に居住する移住者への支援 (3年間限定)
0移住者への直接支援
-移住者への奨励金 (250万円/世帯・年間)
-移住者が居住する住宅の整備・家賃補助、農林業機械の購入等への支援(上限250万円)等
0移住者を雇用する企業等に対する間接支援(140千円/月)

(2 )小規模高齢化集落応援事業(事業費:1. 868千円)
.NPO等の団体が小規模高齢化集落を中心に行う、安全・安心な暮らしづくり、地域活性化の
取組に係る活動経費を支援 (30万円/事業)

3 これまでの取組状況、改善点

平成25年度は、智頭町の2集落が移住者を受入れ地域活性化に取組み、地域の方々から集落の
将来への期待が高まっている。

<集落の方々の声> ι 

-移住して来られた方は、惣事にも真っ先に出てきてくれる。年寄りではできない力仕事を進ん

でやってくれで、大変助かっている。

-空き家に、家族で村に入って来られたので、子供の声も聞こえるようになり、集落自体が若返っ

た感じがして年寄りも元気になり、集落を残してい乙うという気持ちが強まっている。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
4項市町村振興費
1目 自治振興費

とっとり暮らし支援謀(内線 :7129)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
M 源 内 訳

国庫支出金 起債 その他 一般財源 備考
みんなで支え合う中山 (基金繰入金)
問地域づくり総合支援 43， 407 49，460 ム6，053 20， 432 22， 975 
事業

トータルコスト 50， 372千円(前年度57，472千円) [正職員:O. 9人]
主な業務内容 周知説明、申請書の審査・補助金の支払等

工程表の政策目標(指標) 安全・安心な生活環境の確保や地域活性化の取組を支援し、市町村の広域的地

域運営組織の設置促進、地域づくり活動の普及・活性化を図る。

事業内容の説明 [ iとっとり支え愛基金」充当事業]

事業の目的・概要

中山間地域に不足する買い物支援などのコミュニティビジネスや、中山間地域を活性化する取

組について総合的に支援する。

2 主な事業内容
【主な変更点】一層の取組を促進するため、計画策定・仕組みづくり等ソフト事業についてはは塁、亘こ
援支援を可とし、地域の組織・団体の機動的な動きを支援する。(ハ ド事業について
れまで同様市町経由での支援)
( 1 )買い物支援事業 (19，213千円)
補助内容 空き庖舗を活用した小売、移動販売、宅配サ ピス l他

補助対象経費 ①買い物支援に係る検討に要する経費、②車両等初期投資に係る経費

③移動販売事業者の車両更新に係る経費、④移動販売車の運営経費

補助率・限度額 ①112 (県直接)500千円、②112(市町任意)5， 000千円
③113 (市町113)3， 000千円、④市町補助額の112、1， 000千円

( 2 )安心して暮らす生活環境づくり支援事業 (2，500千円)
!補助内容 !自然災害等に対する事前の対策(除雪や雪囲い設置。他)

|補助率・限度額 113 (市町116)、500千円
( 3 )広域的地域運営組織づくり支援事業(1.000千円)
|補助内容 広域組織(準備段階含)の立ち上げや課題解決に係る調査や検討などの取組

|補助率・限度額 1112 (市町任意)又は市町補助額の2/3、1，000千円
( 4)地域活性化支援事業 (4，455千円)
補助内容 |伝統文化の伝承、都市部との父流、地域産業の発掘(施設整備含)他

補助率・限度額 |ソフト112(県直接)1， 000千円、ハ ド113(市町116)3， 000千円
( 5 )中山間地域コミユーアイビジネス支援事業 (6，350千円)
|補助内容 特産品加工製造販売施設、農家レストラン、宿泊施設、配食サ ビス他

|補助率・限度額 |ソフト112(1畏直接)1， 000千円、ハ ド113(市町116)3， 000千円
( 6)地域遊休施設活用支援事業 (8，500千円)
補助内容 |遊休施設を活用しソフト・ハ ドの両面から地域活性化を図る取組経費

補助率・限度額 1112 (市町113)、10，000千円
(7) (新)地域コミユーアイスタ トアップ事業 (1，000千円)
|補助内容 l新たな取組を開始するために必要な初期経費
|補助率 |定額(県直接)100千円
( 8 )審査会経費等 (389千円)
3 これまでの取組状況、改善点
-中山間地域住民の暮らしを守り、地域の活性化を図るため、関係市町と連携し事業に取り組ん

できた。なかでも、移動販売車は平成25年度新たに2台導入され、一部の地域を除き、ほぼ
県下全域で買い物支援の取組が進みつつある。

-地域内の遊休施設を活用し地域コミュニティの再生を図るため、 9月補正予算で対策事業を追
加したところ、 2地域で活動が開始されようとしている。

17 



平成26年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費
4項市町村振興費
1目 自治振興費

とっとり暮らし支援課(内線:7129)
(単位:千円)

目才 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

中山間地域活力創出

若者活動支援事業 3， 629 3， 829 ム200 3， 629 

トータルコスト 6， 725千円(前年度5，418千円) [正職員O.4人]

主な業務内容 補助金事務、学生フォーラム運営団体募集、団体との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 地域の人材を活かした、中山間地域における安全・安心な暮らしの確保と、元気で活

力ある中山間地域づくりの推進

事業内容の説明

事業の目的・概要
大学生等による自発的な地域づくりの実践活動を支援することにより、地域の課題解決やニーズ

に対応する活動を促進し、中山間地域の活力創出につなげる。

2 主な事業内容
【主な変更点】
事業の機動性を確保するため、大学生等による集落活動や活動報告支援の取組については県直接支援
を可とした。

( 1 )学生団体等の活動支援 (1，700千円)
大学生等による地域活性化をめざす集落活動に参加しようとする学生等の活動に対して支援

する。

① 中山間地域若者集落活動支援事業費補助金 950千円
補助対象経費 集落活動に係る経費

補助対象者 県内外の大学生等の団体

補助率及び限度額 補助率:県1/2
※事業費が l人あたり 10千円を超える部分について支援する

限度額:1人あたり 20千円
※県内大学生等は l人あたり 5千円

② (新)中山間地域若者集落活動報告支援事業補助金 500千円
補助対象経費 集落への提言等のとりまとめに係る経費

補助対象者 県内外の大学生等の団体

補助率及び限度額 補助率:県 10/10 限度額:50千円
③ 中山間地域若者集落情報発信事業費補助金 250千円
補助対象経費 県外において、集落のPRを行う経費

例:大学生による地元商庖街での出店や大学祭等での集落の農産物

販売等に係る取組等

補助対象者 県内外の大学生等の団体、集落等

補助率及び限度額 補助率:県1/2、市町1/2限度額:50千円

(2 )学生フォーラムの開催 (1，929千円)
鳥取県内で集落活動を行う県内外の大学生等を対象にしたフォーラムを開催し、活動報告や情

報交換・交流の場を提供し、集落と学生等との情報共有を図り、集落と学生等の相互の活動意欲

の高揚や連携を推進する。

3 これまでの取組状況

県内の中山間地域においては、県内をはじめ首都圏、関西圏等の大学生が集落活動に参加し、地

域の方々からは「若者が来ることで地域にエネルギーが出た」 「地域に対する率直な意見が聞けた」

などの好評を頂いているところであり、平成25年度においては、集落活動に参加している大学生
等を対象としたフォーラムを始めて開催し、大学生聞の情報共有、交流の場を提供したところであ

る。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
4項市町村振興費
1目 自治振興費

とっとり暮らし支援課(内線:7129) 
(単位・千円)

事業名

中山間地域の持続可
能な生活支援システ
ム実証事業
トータルコスト

主主茎登直室
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

本年度|前年度 比較
源一+A
-

訳
一
般一他

一
割
川

内
一
の
一
飢
け
い

一そ一齢

t
一

源百一
一
A
2一

H
M
W
一
山
山
一

!
3
4文一
陪伸一
間
同
一

{席考

4， 300 I 3， 550 750 

l0，491千円(前年度日， 933千円) [正職員O.8人非常勤O.1人]
補助金事務、実証事業検討会開催事務、事業とりまとめ

中山間地域に不足しているサービスをビジネス的手法により提供するコミユー
ティビジネスを創出します。

[rとっとり支え愛基金」充当事業]

1 事業の目的・概要
今後、移動販売の収益性の悪化が懸念されるなかで、事業の継続性を確保していくため、買物サ
ービスを基本としつつ、地域に必要な副次的なサービスを加えるなど、地域の生活支援システムと
しての構築を目指す。

2 主な事業内容
買い物福祉サービス実証事業 (4，300千円}
買物支援の先進地域である日野郡をモデルとして、持続可能な生活支援の新たな仕組みを現地
検証する。
0買い物福祉実証試験
事業主体:市町村
補助率 :2/3 上限2，000千円 X2地区
事業内容:見守りの必要な世帯を対象に定期的に訪問する者を確保し、見守りと同時に日々の

生活や買い物に関する困りごとを聞き取り、対応可能な事業体等へ連絡するサービ
スを試験的に実施。

C検討内容(県実施)
平成25年度の研究結果を基に、新たな生活支援サービスとして買い物福祉が事業として成立
するかどうか大学等学識経験者の意見を聞きながら検証する。
Oスケジュール
平成26年度:モデル地区で福祉の要素を加えた買い物支援を実証試験し検証する。
平成27年度:実証試験結果を基に新たな組織・システムの確立と実施。
新たな仕組の検証内容 [福祉としての移動販売=買い物福祉1 I 
見守りを兼ねた移動販売として、民間と行政の協働による福祉と連携した取組の有効性を検|
証するため、見守りの必要な世帯に対し、定期的に訪問するスタッフを試験的に配置し、福|
祉と買い物支援を併せた取組により、買い物福祉サービスの持続可能性を実証する。 I

【参考】平成25年度鳥取大学における研究結果要旨
-現在の取組は買い物サービスだけでなく、商品の運搬サービス、声かけ見守りなど福祉分野に踏み込んだ複合:
的なサービスとなっている。また、固定庖舗がストックヤードを兼ねることにより、移動販売での安定供給1
と庖舗販売の販売促進に繋がっており、顧客と庖員との接点が定期的に確保されることにより、双方の信頼;
関係が築かれている。 J 
-この民間による移動販売を代替法(パス、タクシーの代替運行、社協等)により試算すると、年間に約3......4: 
千万円の経費が必要。 1 1 
・住民サービスを継続させるためには、その経費を行政が負担する方法と民間に委託する方法が考えられ、民間:
に委託する場合は、行政と民間との役割分担が必要。福祉部分は行政が負担し、営業部分は民間が負担すベ1

...j言2・・・・-----....旬......-伺・・・聞・・・--------_..国個------------------・・・・・・・--・--------------------・網"..J

3 これまでの取組状況、改善点
・買物支援については、移動販売等の初動経費に対して支援してきたが、将来的に移動販売事業を
継続するためには課題が多くあり、地域で支える仕組みづくりが必要。
-平成24年度から鳥取大学、鳥取環境大学等と連携し、買い物支援対策について調査を実施。
・平成25年度、大学を中心に中山間地域生活支援システム検討会を設立。買物支援の先進地域で
ある日野郡をモデルとして持続可能な生活支援の新たな仕組みを現地検証してきた。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

4項市町村振興費

1目 自治振興費

事業名 本年度 前年度 比較
目オ

国庫支出金

とっとり暮らし支援課〈内線 :7129)

(単位:千円)

源 内 訳

起債 その他 一般財源 備考

中山間集落見守り活動
(基金繰入金)

603 603 。 603 
支援事業

トータルコスト 3， 699千円(前年度 4，575千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 企業への制度周知、見守り活動協定の締結、情報交換会の開催

工程表の政策目標(指標) 見守り活動に参加する支援事業者数の増 (30社:平成30年度末までの累計)

事業内容の説明 [rとっとり支え愛基金J充当事業]

事業の目的・概要

中山間地域では、人口減少、高齢化が進み、独居世帯が繕加し、以前のような住民同士の関わ

りが希薄化し、住民が不安感を抱いている状況にある。

このため、中山間地域等で事業活動を行っている事業者と、市町村及び県との聞において、高

齢者等の見守り活動を行うための協定を給び、住民の日常生活における異常を早期発見する体制

を整備し、安全で安心して生活できる地域づくりを推進する。

2 主な事業内容

(1)協定の締結及び見守り活動への支援

民間企業と市町村との聞での見守り体制の整備を進めるために、協定の締結により、活動体

制を構築するとともに、活動の継続性、気運を高めるための支援を行う。

区 分 内 H甘h 

協定の締結 協定書に記載する主な内容:対象地域、活動内容、連絡体制

情報交換会の開催 事業者、市町村、県で活動を充実させるための情報交換会を実施

見守り活動知事表彰 見守り活動の優良事例として市町村から推薦のあった事業者等を顕彰

( 2 )役割分担

県:民間企業・市町村に対する参加呼びかけ、 HPでの活動内容の紹介等

市町村:連絡窓口設置、高齢者世帯等への情報提供

民間事業者 通常業務の中で発見した異常を市町村等へ連絡・通報

3 これまでの取組状況、改善点

0平成26年 l月現在までに、新聞・牛乳配達、移動販売、郵便事業者等の53事業者と協定を
締結している。

0平成24年度から、協定締結時に事業者から市町村への通報受付窓口を一覧化し、関係機関
で共有することにより協力事業者への利便性の向上を図った。
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2款総務費
4項市町村振興費
l目 自治振興費

事業名

中山間地峨づくりサポート

体制構築事業

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標的猷濁

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較

19， 682 24， 394 ム4，712 

28， 969千円(前年度42，815千円)

とっとり暮らし支援課(内線 :7961)

(単泣:千円)

日才 源 内 訳
国庫支出金 起債 その他 一般棚 備考

僅金繰入剣
19， 622 

時世入j
60 

[正職員:1. 2人、非常勤職員:5. 9人]

中山間地域振興条例の施行及び施策に係る調整、地域の活動リーダーの研修等

地域の人材を活かした、中山間地域における安全・安心な暮らしの確保と、元気で活力

ある中山間地域づくりの推進

[fとっとり支え愛基金J充当事業]

集落、地域運営車邸能等が自ら取り組み、地域が直面する課題の解決につながるよう、地域づくりのサポート体制を

構築する。

2 主な事業内容
項 目 予算額(千円) 事業内容

県内各地区における中山 840 0各地区ごとに中山間地域振興チムがリ ドして、活動団体や有識
問地域振興に係る懇談会 者を交えた懇談会を精力的に開催し、中山間地域振興施策の浸透や
の開日産 地域課題の把握、意見聴取等を行う。

地域づくりサボタの 18， 370 0各総合事務所中山間地域振興チム等に地域づくりサポタ 仏畏
配置 版集落支援員)を配置するとともに、高等教育機関とも連携を図り

ながら集落支援を行うことを通じて、市町村独自の活用につなげて

いく。

地域の活動リタや地 472 0中山間地域リ ダー養成研修
域おこし協力隊員に対す -県全体初修:活動団体や市町村の集落支援員などを対象に、地域
る研修

課題の取り組みや解決の手法を学占講演会等を開催する。

-各地区研修・東・中・西・日野の地区ごとに、外部のアドバイザ

ーなどによる能動的な地域づくりのための講習会や、実地研修な

どを行う。

0地域おこし協力隊員側彦
-市町村の地域おこし協力隊員を対象に、隊員相互のネットワーク

の形成と活動意欲の磁成を図るため研修・意見交換を実施する。

言十 19， 682 

3 これまでの耽組状況、改善点

0中山間地域の活性化を目的として近年市町村に配置が進んでいる地域おこし協力隊や、県が配置している
地域づくりサボータ一等の相互の連携を図るため、隊員研修等に取り組むこととした。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
4項市町村振興費

l目 自治振興費

事業名 本年度 前年度 比較

とっとり暮らし支援課(内線 :7129)
(単位千円)

Rオ 源 内 訳

国庫支出金 起債 その他 一般財源 備考

(雑入)

中山間地域振興費 4，775 4，753 22 285 4， 490 

トータルコスト 10， 192千円(前年度 12，697千円) [正職員:O. 7人]
主な業務内容 市町村計画策定支援、申請書等審査・実績報告とりまとめ、負担金事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

中山間地域振興のために、山村振興法、過疎地域自立促進特別措置法等に係る市町村計画策定

支援、中国地方中山間地域振興協議会を通じた調査・研究、東京都武蔵野市との交流事業の連絡

調整及び宝くじ助成事業の申請・実績報告のとりまとめ事務等を行う。

2 主な事業内容
( 1 )山村振興法、過疎地域自立促進特別措置法等に基づく市町村計画策定支援lこ係る事務
( 2)中園地方中山間地域振興協議会を通じての調査・研究、固に対する提言等の事務
( 3 )財団法人自治総合センタ一、一般財団法人地域活性化センターが行っている宝くじ収入を財
源とした各種助成事業の申請及び実績報告等のとりまとめに係る事務

(4 )公益法人(財団法人用瀬町ふるさと振興事業団)からの各種報告書類の受理・確認等の事務
(単位.千円)

区 分 予算額 内 ?(I. 

(ー財)地域活性化セン 900 <地域活性化センターの主な事業>
ター運営負担金 -地域活性化情報の提供

-地域活性化のための各種助成事業、イベント関連事業

全国過疎地域自立促進 380 <全国過疎地域自立促進連盟の主な事業>
連盟会費 -過疎対策の施策推進と国の予算確保のための実行運動

-過疎対策担当職員の研修会及び全国過疎問題シンポジ

ウム等の開催

地域サポート人ネッ 10 <地域サポート人ネットワークの主な事業>
トワーク負担金 -地域おこし協力隊対象の研修会の開催や情報提供等

事務費 3， 485 
言十 4，775 

3 これまでの取組状況、改善点
0中園地方中山間地域振興協議会の共同研究活動の一環として、島根県中山間地域研究センタ
ーに本県の職員を l名派遣(平成21年度から)し、具体的な実践事例に基づいた調査研究
などを通して成果の共有を図っている。

22 



平成26年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費

4項市町ヰ掘興費
l目 自治振興費

事業名 本年度 前年度 比較

とっとり暮らし支援課(内線:7962) 

(単位:千円)

~t 源 内 訳

国庫支出金 起債 その他 一般財源 備考

まちなか暮らし総合支援 (基金繰入剣

事業 7， 188 15， 238 ム8，050 7， 188 
ト タJレコスト 12， 605千円(前年度 25，565干円) [正職員0.7人]
主な業務内容 まちなかコミュニァィ活性化等の取組に必要な経費の助成

工程表の政策目標(指欄 若者、子育て世帯に魅力ある“まちなか"の再生

高齢者が安心して暮らせる “まちなか"の再生

事業内容の説明

事人業口の流目的・概要
出・高齢化が進むまちなかにおいて、まちなか生活実態調査を通じて浮き彫りとなった新たな課題

に各市と連携して対応し、地域住民が安心して元気に暮らせるとともに、新たな地域コミュニティの担い手
となり得る若者・子育て世帯等にとって魅力ある「まちなカリの再生を目指す。

2 主な事業内容
【主な変更者】
-一層の取組を促進するため、計画策定・仕組みづくり等ソフト事業についてト事黒直接支援を可とし.地域
の組織・団体の機動的な動きを支援する。(ハード事業については、これまで同様市経由での支担割
-その他、まちなかでも中山間地域と同様に高齢化が進んでいることに鑑み、 「みんなで支え合う中山間
地域づくり総合支援事業補助釦との整合を図る。

( 1 )スタートアップ事業 ・昨年度のソフト事業を県直接支援に見直し、小口化
計画策定、講師招勝、事例調査、実証実験などの取組を支援する。

-補助率:県10/10(直接支援) -補助限度額:100千円/地区
-対象:高齢化率が概ね30%以上の地域又は自治会

(2 )買い物弱者対策事業 ・・県直接支援の仕組みづくり支援を新設
空きj取吉舗組をを活支用援すしたる小売りや移動販売など、!苫舗カ河之足する地域において必要な食料・日用品などを供
給する
ア仕組みづくり支援
-補助率:県1/2(直接支働 -補助限度額 :500千円/地区
イ 庖舗の購入・改装費、移動販売車両の購入・リース費等の支援
-補助率:!果1/2、市任意(事業総統は県1/3、市1/3)
-補助限度額:5， 000千円/事業(事業継続のための車両購入は3，000千円/台)
ウ移動販売車運営費助成 (3年間を限度)
-補助率:各市負担額の1/2
-補助限度額:初年度1，000千円、 2年目700千円、 3年目400千円/台

(3)まちなか厨主促進事業
まちなかコミュニティの新たな担い手として期待される子育て世帯等若い世代のまちなか定住を、増加
する空き家(中古住宅等)を活用して促進する。
-支援内容:まちなか居イ主意向者、物件提供者、市等に対する空き家の購入・改修・賃借経費の支援

-補助率:各市負也怪費の1/2 -補助限度額:1， 000千円/戸
(4)まちなかコミュニティj副主イヒ事業 …ソフトを県直接支援に見直し
共助・生活支援、拠点施設・ゲストハウス等コミユーアイビジネスの起業や、地域で策定された計画等
に基づくまちむら交流、生業おこし等コミュニティ活性化事業の立ち上げを支援する。

アソフト
-補助率:県1/2(直接支援) -補助限度額:1， 000千円/事業
イハード
-補助率:県1/3(市1/6) -補助限度額:3， 000千円/事業

(5 )まちなか遊休施設活用事業 き盤底翠舗等)
地域の遊休施設(空き家、空 を活用し、ハード・ソフトの両面から総合的な地域の活性化を

図る取組を支援する。

-補助率:県1/2(市1/3) -補助限度額:10，000千円/事業

3 これまでの耳滋副犬況、改善点
平成24年8月に実施した「まちなか生活実態調査」の結果を踏まえ、意見交換や現地調査等を通じて
まちなか"地域おこし"を促す機運の醸成に取り組んできたが、制度の浸透に時間を要し利用が進まなか

ったことから、利用しやすい制度への見直しが急務となっていた。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
4項市町中、掘興費
1目 自治振興費

とっとり暮らし支援課(内線:7962) 
(単位:千円)

事業名

移住2000人達成事業

トータルコスト

I I I 財源 内

本年度 |ト1前前年度 | 比較 |国献出雌金|起蹴債 | その叫他

7 2 州 45.96捌州01 2加川6引叩7η3判 | 
79. 661千円(前年度 49.138千円) 匠職員乱9人]

品副僻
己到

工程表の政策目標崎欄
住んでよしの鳥取県の持つ彩り、輝きをアピールし、 1 J1)ターンを関西圏のみならす首都圏等で
も働きかけ、平成23~26年度の 4年間で2千人の移住者を受け入れる。.
<平成26年度末指標>2. 000人

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

d耳新主者を増やすための情報発信・・・平成26年度までの4年間での移住者2.000人受入目標を達成するため、東
京での市町村合同相談会の初開催や、全国へのとっとり暮らしの魅力発信など、移住者獲得に向けた情報

発信を強化する。 ※平成23~25年度上半期までの2年半で約1.600人の移住者を受け入れ済
@由域における受け皿づくり・・-移住の受け血となる地域での受入体制の強化を進める。

2 主な事業内容

(1)情報発信の強化により、~可主者を確保!

<首都圏からの移住者をガッチリ掴み、干新主者2000人を達成>
ア 市町村合同相談会の東京初開催、首都圏アンテナショッフマの観光・移住コーナーの設置など首都圏展開を

強化するとともに、先輩移住者の相談会へのアドバイザー参加など移住相談体制を充実... 52. 462千円
0市町村合同相談会の開催(大阪2回、 [新]東京l回)
O田舎暮らしコーディネーター(相談員)による移住相談(鳥取、大阪、東京)
O移住セミナーの開催(大阪4回、東京4回)
O例主体験ツアーの実施(大阪発2回、東京発2回)
Oふるさと回帰支援センターと連携した情報発信(大阪、東京)
<とっとり暮らしの魅力を全国発信>

イ [新1r子育てするならとっとり!J r.教育するならとっとり!J r生活を楽しむならとっとり!J ~全国
への情報発信強化・・・13.326千円
Oとっとり暮らしの魅力について、鳥取県出身者のネットワークやSNS(インターネット上のソーシャルネッ
トワークサービス)を通じた動画発信、ふるさと大使等著名人を活用した情報発信・・・3.787千円
・森のようちえん・芝生の園庭など緑豊かな保育環境、充実した子育て支援制度など、子育て環境のPR

-地峨の未来を創造できる人材を育む教育環境づくり(検討会の開催等)とPR

Oとっとり暮らしPRイベントの東京開催・・・5.400千円
・移住者・受入地域の方によるトークセッション+親子を惹きつける演劇による、子育て環境・自然凍境

等の魅力の紹介によるとっとりファンの掘り起こし

0自然・文化(アート、民芸等)をベースに都市住民に魅力的な地域の創造を支援 (2地減、 10/10補助)

一'4.139千円

(2 )移住者を受け入れj剖生化させたい地域を増やす!

<移住者を増やすための受け皿づくり>

ア [新]地域による自己分析・検討の支援"'1.973千円
0人口減少や高齢化等、地域の将来像の可視化や、移住者受入を検討する地域へのアドバイザ一派遣(3地域
イ [新]受入環境主封筒への支援..'3.000千円
C移住者受入のための地域の自主的な取組の支援(手多イ主体験ツアーの受け入れ、住居の掘り起こし、生業おこ
し等) (3地域、 10/10補助)

ウ [新]仕事の掘り起こしへの支援・・ 1.935キ円
0起業資金の調達や助成金活用を検討中の地域へのアドバイザ一派遣 (3地域)、仕事の掘り起こし・情報発
信のための仕組みづくりの支援 (5団体、 10/10補助)
0地域おこし協力隊員による自主的な起業塾の開催支援(10/10補助)
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2款総務費

4項市町村振興費

1目 自治振興費

事業名

とっとり移住定住支援

事業

ト タルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度

(14， 707) 
10，427 

21. 262千円

前年度 比較

(18， 219) (1I3， 512) 
13， 427 ム3，000 

とっとり暮らし支援課(内線:7128) 
(単位:千円)

財 源 内 訳
備考国庫支出金 起債 その他 一般財源

(4， 290) (10，417) 
(雑入) 10， 417 
10 

(前年度 20，577千円) [正職員:1.4人非常勤職員:O. 6人]
鳥取県中山間地域等活性化・移住定住促進協議会の開催、受入体制の整備

住んでよしの鳥取県の持つ彩り、輝きをアピ ルし、 IJUタ ンを関西圏の
みならず首都圏等でも働きかけ、平成23~26年度の 4年間で 2 千人の移住者を
受け入れる

※上段( )は商工労働部の緊急雇用創出事業計上分を含む額i

鳥取県へのIJUターシを希望される方の視点に立ち、地域活性化・移住定住施策の立案を行うとと
もに、受入体制の整備を進めることで、本県への移住定住の促進を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 内 d廿. 

鳥取県中山間 645 0中山間地域等における地域活性化・移住定住施策の検証・検討・立案の
地域等活性化 参考とするため、有識者、移住者、移住支援者等による協議会を開催す

-移住定住促 る。

進協議会の開

(崖

受入体制の整 9， 782 0市町村や関係団体と連携し、 IJUタ ンの受入体制の整備を行う。
{庸 -移住実践者と連携した相談、体験、受入、フォローアップ 2， 169千円

(とっとり暮らしアドバイザーの委嘱)

.NPO等による 1J Uターン希望者の掘り起こしの支援 2， 100千円
(とっとり暮らし移住定住推進補助金:補助率10/10、上限額30万円)
-空き家の掘り起こしや利活用の提案、移住希望者からの相談対応ので

きる人材育成(緊急雇用創出事業を活用し、(公社)鳥取県宅地建物

取引業協会に委託して実施 (4，280干円))
-非常勤職員、その他事務費 5， 513千円

言十 10， 427 

3 これまでの取組状況、改善点

平成23~26年度の 4年間で 2 千人以上の移住者受入を目標に、市町村や民間の方々と連携して、移住

の段階(情報発信、相談、体験、受入、フォローアップ)に応じてきめ細かく取組を推進している。

<移住者の実績>

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 言十

(上半期)

移住者数 504人 706人 395〆、 1. 605人
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

4項市町村振興費 とっとり暮らし支援課(内線 :7128)
(単位:千円)1回 自治振興費

事業名 本年度 前年度 比較
~t 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取県移住定住推進
71， 710 46， 333 25， 377 71， 710 

交付金

トータルコスト 80， 997千円 (前年度 51，894千円) [正職員 l.2人非常勤職員 O. 4人]
主な業務内容 鳥取県移住定住推進交付金の交付

工程表の政策目標(指標) 住んでよしの鳥取県の持つ彩り、輝きをアピールし、 IJUターンを関西圏のみ
ならず首都圏等でも働きかけ、平成23~26年度の 4年間で 2 千人の移住者を受け
入れる

事業内容の説明

事業の目的・概要

市町村が取り組む移住定住推進に係る事業を支援することで、本県への移住定住の促進を図る。

2 主な事業内容 (単位・千円)

交付対象事業 父付率 上限額 予算額

( 1 )専任相談員の設置 市町村 1， 000千円/市町村
(2)移住相談会や体験ツア 等の実施 負担額 300千円/市町村
(3 )お試し住宅の新築 の112 5， 000千円/件
(4 )移住者等への住宅支援 1. 000千円/件 71. 710 
( 5 )空き家活用事業 (6)は 2， 000千円/件
(6 )空き家の家財道具処分の支援 10/10 400千円/件
( 7 )移住定住推進に取り組む民間団体支援 1. 000千円/件

3 これまでの取組状況、改善点

平成2.0年度から市町村の取組への支援を継し続たし移て住行者っ向てけおのり、移住定住推進に取り組む市町村が
増加している。平成26年度は、空き家を活用 住宅確保をさらに推進する。

<取組状況>

-移住定住推進交付金を活用する市町村 12市町(平成26年度は16市町が活用する見込み)
-専任相談員を設置する市町村 5市町(平成26年度は7市町が設置する見込Lみ)
-お試し住宅の整備件数 4市町村12棟(平成26年度は新たに4市町が整備する見込み)
-市町村合同相談会に参加する市町村 1 7市町
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

事業名 本年度|前年度 比較

地域サポート人づく I (10， 530) 
り事業

事業内容の説明

(0) I (10， 530) 

とっとり暮らし支援課(内線 :7961)

(単位:千円)

財

国庫支出金

源 内訳 ll備考
起債|その他|一般財源

(10， 530) 

※緊急雇用創出事業で一括計上

[本事業は国の平成25年度臨時間対策ゆて新たに創設された「地域人づく明JJ
について、 「鳥取県緊急雇用創出 業臨時特例基金」を活用し実施するもの。 I

1 事業の目的・概要

近年、中山間地域等において地域お乙し協力隊や県外から移住して農業に取り組む若者、地

域おこし活動に参加する学生などが増加している。これら若者と連携・協働して地域を支える

(サポート)活動を行っている事業体に、若者等を雇用し、これまでの成果やノウハウ等を活か

して、 OJTや外部研修等により地域サポート活動などに必要な研修企画の立案能力等を修得さ
せる取組を委託し、中山間地域等の人材を育成する取組を推進する。

2 主な事業内容

・若者逮が中山間地域で地域おこしの活動を行うための研修の企画立案・実施

・地域おこし活動を行っている若者の交流及びネットワークの構築

-地域の企業等と地域おこし活動を行っている若者とのマッチング

.上記の事業を進めるうえで必要なマーケティング

( 1 )委託先想定

(特非)学生人材バンク

( 2)委託内容

研修講座の企画立案・運営、若者交流企画の実施、企業等とのマッチング等

( 3 )雇用人員

2名

(4 )事業費内訳

・報酬 4， 574千円
(月額単価190，600円・大卒経験4年県職員相当、 2名分)
・研修の実施・ネットワーク構築等 2， 800千円
・社会保険料、管理費、消費税等 3， 1 5 6千円
・合計 10，530千円

<参考>地域人づくり事業

失業者に対する地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援又は短期の雇用機会を提供した上

で行う、地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援並びに在職者の賃金引き上げ等の処遇改善

を目的として、事業者が行う販路拡大等の取組支援のために、民間企業等に対する委託により行

う事業。
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2款総務費
4項市町村振興費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

西部総合事務所日野振興センタ一日野振興局

(電話:0859-72-2083) 
l目 自治振興費〈地方機関計上予算〉 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

「日野ヂカラ」日野郡
80 80 。 80 

が輝く活動応援事業

トータルコスト 854千円(前年度 874千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 意見交換会・交流会等の開催、関係機関との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 住民団体等によって主体的・継続的に運営される「地域を元気にする活動

体」の数をふやす。

事業内容の説明

日野郡で高齢者の悶りごと支援・見守り活動やまちづくり活動などを実践中又は実践しようとする

住民グループや事業者などを対象として、連携強化又は新規取組のきっかけ作りとなる意見交換会・

交流会を開催するために要する経費。

r 

. 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費

3目 交通対策費

交通政策課(内線:7642) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

{晴考
国庫支出金 起債 その他 →般財源

(新)わかりや

すい・乗りやす
23. 320 。23. 320 23. 320 

い公共交通環境

整備事業

トータルコスト 26. 416千円(前年度O千円) [正職員:0.4人]
主な業務内容 パスなど公共交通の利用環境の充実

工程表町政費目!U指揮) 地域の実情・一一ズに応じた生活交通体系の確保
事業内容の説明

事業の目的・概要

交通政策基本法が制定され総合的な交通体系の整備や観光施策等との連携が求められるとともに、

大交流時代の到来等、本県が迎える新たな潮流に適応するため、国内外からの観光客も含めて、誰

でも県内の公共交通を容易に利用できるよう、情報通信技術も活用したおもてなしの充実など環境整

備を積極的に推進する。

2 主な事業内容
( 1 )観光客、外国人、障がい者などに配慮した公共交通の利用案内の充実 21. 400千円

0複雑なパス情報の再整理と情報充実
-主要観光地等のバス停標識を刷新する。(県パス協会への補助)

(パス行先番号の再編と連動、路線案内の追加、外国語対応の充実等)

-鳥取パスターミナルについてハード・ソフト両面から多言語表示や文字・音声情報を充実させる。

0パス、鉄道、航空等、交通機関の連携強化
-パス、鉄道、航空等の交通機関を網羅した路線図、案内板を作成し、主要駅、パスターミナル、

空港等に掲出する。

-空港や駅、主要観光地を起点に公共交通を利用しだ旅行プランの策定とPRを行うとともに、
パス、鉄道、航空をカバーした総合時刻表を作成する。

0経路検索、乗換案内の充実
-パスロケーションシステムの対象エリアを拡大する。

(H 25東部、 H26西部、 H27中部で全県カバーを目標とする。)
-簡易版多機能バス停を設置する。(想定:総合病院、米子パスターミナル等〉

→パスネットを利用した県内のパス、鉄道による経路検索が可能。

※パスネット・県内全域で出発地点から目的地までの徒歩、パス、鉄道を使った経路(時刻

や路線名等)が検索できるインターネットサービス。鳥取大学が開発、運用している。

※パスロケーションシステム:パスに搭載したスマートフォンの GPS、通信機能を用いてバ
スの運行情報をパスネット上に表示する。

※簡易版多機能バス停・簡易な端末を用いてパスネット、パスロケーションシステムが活用

できる環境を整えたバス停。

(2 )海外からの誘客対応として公共交通での無料Wi-Fi環境の提供 1. 920千円
-特に海外からの観光客のおもてなし対応として、公共交通機関で移動中であっても切れ目ない

インターネット接続環境を提供するために、空港連絡パス等に Wi-Fiルータを設置する。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 交通政策課(内線 :7641)
u W 

聾交通対策費 (単位:千円:

事業名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

みんなが乗りたくなる
16. 423 17. 231 ム808 7 16. 416 

公共交通推進事業

ト タjレコスト 24. 936千円(前年度 25.969千円) [正職員:1. 1人、非常勤職員:1.。人]
主な業務内容 啓発・情報発信事務、市町村、交通事業者等との連携、補助金の交付事務
工程表の政策目標脂欄 公共交通機関の利用促進による交通手段の維持・確保
事業内容の説明

事業の目的・概要

通生事活業交者通等のと維連持携確し保て、また低炭素・循環型の持続可能な社会の実現に向けて、市町村や地域、
交 、公共交通機関の利用促進事業を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 ?g. 

運輸事業振興事業助成補助金 11. 333 (一社)鳥取パス協会のパス運行に「す係るる補安助全。確
保や環境整備、利用促進事業に対

[安全確保、事故防止]
-安全運行の確保、事故防止対策(ドライブ
レコーダ試験導入支援等)

[パス運行環境の整備]
-バス停表示板の更新、ソーラ一式照明装置
設置等

[利用促進、利便性の向上]
-みんなが乗りたくなるパス実践活動推進モ
デル事業
-パスの日PR等、公共交通利用促進事業

パスネット・パスロケーション 2. 972 路線パスの運行情報をインターネットで提供
システムを使った県民への公共 するパスロケーションシステムの県東部での
交通の利便性向上に関する情報 継続運用。
の提供 -操作端末とサーバーとのデータ通信

-システムのパージョンアップ
-利用者アンケート

大学・市町村等との連携による 314 有効な公共交通の利便性向上策を検討すると
公共交通利便性向上事業 ともに協東調部全域の公共交通利用促進運動を市

i町村と 調してて継続実施する。

非常勤職員の人件費等 1. 804 総合交通、鉄道、航空の事務補助を行うため
の非常勤職員1名の人件費、事務経費。

言十 16. 423 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費

3目交通対策費

事業名

交通政策課(内線 :7641)
(単位:千円)

財源内訳
本年度|前年度|比較

l国庫支出金|起債|その他|一般財源|備考

債務負 11 1 . 1 . 1. 1 1 (債務負、 l
地域パス交通等体系
整備支援事業

担行為 11 1 1 1 1 11担行為
390， 191iJ1 1 1 1 1I基金操入金)1l390， 19a 
481. 941 1 465.9231 16.0181 1 1 7.1731 474.768 

トータルコスト

主な業務内容

工程表向政策目標備軍)

事業内容の説明

493， 550千円(前年度477，839千円) [正職員 :15人非常勤職員:o. 1人J
パス運行費補助金の交付、パス路線確保のための市町村・事業者との調整

地域の実情・ニーズに応じた生活交通体系の確保

[ rとっとり地域支え愛基金」充当事業]

2 

事業の目的・概要
路線パス等の運行維持を図るため、パス事業者及び市町村に対し運行費等の助成を行うととも
に、地域の実情・ニースに応じた持続可能な生活交通体系の構築に向けた市町村の取組に対して
支援する。

(運行費用の60~80%上限)
(補助)額から市町村税収のO防相当額を

控除した額(補助上限額)1市町村あたり50，000千円
[②車両購入費1(県補助率)113 
(対象経費)増便、路線新設等に伴う市町村運営有償還送

バス等の車両購入費

1. 000千円

253， 8671合併前複数市町村を運行し、広域
行政圏の中心市にアクセスする路
線であり、かつ一日当たりの輸送
量が15人以上及び運行回数3回以
上の路線

、乗

※国庫補助路線に係る経費、単県補助路線のうち広域パス路線維持費補助金及び生活交通
聞は平成25年 10月~平成26年9月。

[債務負担行為J390，196千円(平成27年度)
※上記の表1. (1)①、②、 (2)①、 (3)①に係る平成26年10月~平成27年9月
運行分に要する経費。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費

3目 交通対策費

交通政策課(内線 :7100)
(単位:千円)

事業 t 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
図版支出金 起債 その他 一般財源

鉄道対策費 1， 265 1. 265 。 1. 265 

トータルコスト 5，237千円(前年度 5，237千円) [正職員:，0， 5人]
主な業務内容 鉄道事業者等との協議・調整、鉄道関係団体の運営

工程表町政置目標(指標) 関西圏等との交流促進に向けた鉄道網の充実

事業内容の説明

事業の目的・概要

利用者視点1::立った鉄道サービスの実現に向け、事業者との意見交換等を継続的に実施する
とともに、在来線鉄道施設の整備や高速鉄道の導入に向けた活動を実施する。

2 主な事業内容
(1)鉄道事業者との意見交換、高速鉄道整備の推進等 1， 055千円
-鉄道の利用促進や利便性向上などについてのJR西日本との意見交換、勉強会の実施
-高速鉄道網の整備推進や鉄道の利便性向上等に向けた関係機関への要望活動

など

( 2)各種鉄道整備要望団体、利用促進団体への加盟負担金 210千円
在来鉄道の複線電化などの整備促進に向けて、各種鉄道整備要望団体等に加盟し、他の自

治体や関係機関と連携して要望活動等を行う。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費 交通政策課(内線 :7100)

(単位:千円)3目交通対策費

事業名 本年度 前年度 比較
M 源 内 訳

備考
国Jil1支出金 起債 その他 一般財源

(新)鉄道を活

用した新たな旅 1， 270 1， 270 1， 270 
の創造事業

トータルコスト 2. 818千円(前年度 O千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 鉄道を利用した観光ルートの構築、講演会の開催

工E査の政貫目標(指揮) 関西国等との交流促進に向けた鉄道網の充実
事業内容の説明

事業の目的・概要

鉄道を利用して鳥取県内及び隣県を周遊する観光ルートを検討し、旅行会社等に提案するととも

に、鉄道を活用した地域活性化に関する講演会等を開催し、交流人口の増大による鉄道利用促進と

地域の活性化を図る。

2 主な事業内容

(1)鉄道を活用した観光ルートの構築事業 770千円
まんがラッピング列車を乗り継ぐ旅や鉄道遺産を巡る旅、ジオライナ一等を使ったジオパーク

を巡る旅、列車を利用した富裕層向け観光周遊の旅など、鉄道を活用して県内及び隣県を周遊す

る新しい観光ルートを県や観光連盟、鉄道事業者等と協力しながら設定・提案することで、鉄道

の利用促進と地域の活性化を図る。

-鉄道を利用して県内及び隣県の観光地を周遊する観光ルートの検討

-鉄道を活用した周遊観光ルートに関する旅行会社モニターツアーの開催

(2 )鉄道による地域活性化に関する講演会開催等 500千円
鉄道を活用した地域活性化をテーマとして有識者による講演会や勉強会を開催するとともに、

鉄道に関するイベントを通じて、鉄道による地域の活性化について鉄道事業者や地域住民の気運

醸成を図る。

.JR九州や三陸鉄道などの関係者等を講師とした鉄道による地域活性化に関する講演会等の

開催

-鉄道施設見学等のイベント実施、鉄道関連グッズの作成・配布等による鉄道利用のPR
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費

3目!交通対策費

交通政策課(内線:7100) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
Eオ 源 内 訳

備考
国胤支出金 起債 その他 一般財源

(新)高速鉄道

綱のあり方検討 2， 559 。2， 559 2. 559 
事業

トータルコスト 4， 107千円(前年度 O千円) [正職員 O. 2人]
主な業務内容 高速鉄道網の整備についての調査、検討

工程表白陸軍目標(指揮) 関西圏等との交流促進に向けた鉄道網の充実

事業内容の説明

事業の目的・概要

九州新幹線鹿児島ルートの全線開通や北陸新幹線、中央新幹線(リニア計画)など、新たな高

速鉄道網の整備が進む中、鳥取県としても高速鉄道網の整備について、その実現に向けた課題、

整備手法等について検討する。

2 主な事業内容
( 1 )高速鉄道に関する調査等 1， 310千円
ミニ新幹線、フリーゲージトレイン等先進地の実例を調査するほか、高速鉄道整備実施に向けて

の課題などについて、関係機関等からの情報収集を行う。

(2 )高速鉄道網のあり方検討会 1， 249千円
学識経験者や鉄道技術の専門家等を委員とする検討会を設置し、以下の検討を行う。

-県が目指すべき高速鉄道網の具体像

-上記高速鉄道網整備を実現するために解決すべき課題の抽出

3 これまでの取組状況、改善点

-国に対して、整備新幹線の整備が遅れている地方に対する在来線を含めた総合的な高速鉄道網の

整備について国としての方向性を示すとともに、山陰新幹線をはじめとする整備新幹線など高速

幹線鉄道網の整備を推進することについて、継続して要望を行っている。

-国土交通省においては、「幹線鉄道の高速鉄道化・利便性向上に関する調査」を平成25年から
数年かけて実施。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 交通政策課(内線:7100) 

(単位:千円)3目交通対策費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

J R山陰本線
を活用した因 7， 933 10. 312 ム2，379 7， 933 
幡・但馬交流

等促進事業

トータルコスト 11， 803千円(前年度 14，284千円) [正職員:O. 5人]
主な業務内容 山陰本線の利用促進、列車の魅力アップ・ PR
工程去の政貫目標(指標) 関西圏等との交流促進に向けた鉄道網の充実

事業内容の説明

事業の目的

山陰海岸ジオパークが世界ジオパークネットワークに加盟したことを受け、平成23年4月か
ら臨時快速列車「山陰海岸ジオライナー」が運行しているが、更なる因幡・但馬地域の交流拡大

等に繋げるため、列車ダイヤの改善等利便性の向上を目指し、地元自治体と連携して、県外から

の誘客や地元の利用拡大など山陰本線の利用促進に積極的に取り組む。

2 主な事業の内容 (単位:千円)

区分 予算額 内 n廿~ 

①県・地元市町村等が 1， 500 県、鳥取市、岩美町、 JR等により組織する「鳥取県東部地
連携した利用促進 域鉄道利用促進実行委員会」を通して鉄道の利用を促進する。

(ア)事業内容

-団体旅行・学校活動及び旅行商品PR等への支援
-新聞広告等による鉄道利用促進のPR

(イ)事業費 3，000千円
(ウ)費用負担県:1/2 地元(鳥取市・岩美町): 1/2 

②JRと連携した鉄道 1， 512 JR西日本米子支社と連携して、各種イベントや接続する他
利用促進事業 の交通アクセスをわかりやすく示したガイドマップ等を作成

し、駅などの各機関で提示・配布することで、臨時快速列車

「山陰海岸ジオライナー」の利用促進を図る。

③列車のPR事業 4， 921 臨時快速列車「山陰海岸ジオライナー」等の魅力・話題づく
り及び県内外でのPRを行う。
-鳥取駅、岩美駅等での看板、横断幕等によるPR
-臨時快速列車「山陰海岸ジオライナー」の運行期間の延

伸に関するチラシによるPR
-関西地域のテレビを活用した臨時快速列車「山陰海岸ジ

オライナー」を利用した鉄道の旅をPR
計 7， 933 

3 これまでの取組状況
-平成23年から臨時快速列車「山陰海岸ジオライナー」が運行されるとともに、浜坂駅で乗り
換えなしの普通列車の直通運転化が実現した。

-これらダイヤの維持・存続、更なる増便のためには一層の利用拡大が必要である。兵庫県但馬

地域と鳥取県東部地域が連携を深め、交流の基盤である交通インフラを活用した広域観光を推

進して地域振興を図るため、平成22年8月12日に「兵庫県但馬・鳥取県東部地域の交通・
観光連携協議会」を設立し、また、平成23年3月28日に「鳥取県東部地域鉄道利用促進実
行委員会」を設立して利用促進に取り組んでいるところ。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費
3目交通対策費

事業名 本年度 前年度 比較
~~ 

悶庫支出金

智頭急行利用促

進費 12. 175 74，915 ム62，740 

源

起債

交通政策課(内線 :7100)
(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

(財産収入)

2， 200 9. 975 

トータルコスト 17， 592千円(前年度 80，476千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 智頭急行との協議・調整、基金管理運用、情報発信、協議会運営

工程吉田政措目標(指富) 智頭急行スーパーはくと等の増便・延伸など幹線鉄道網の充実

関西圏との交流人口の増(スーパーはくと、高速パス利用者数の増)

(智頭急行利用者数 1， 065， 000人)

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取県の魅力・観光情報等と列車の情報をセットにしたパンフレットの作成、配布や沿線自治

体等が連携した利用促進イベント等を実施するとともに、智頭鉄道運営助成基金を適切に管理、

運用して智頭急行の経営の安定化と利便性向上を図る。

主な事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 内容

①智頭急行開業20周 7， 958 「ニ朝温泉開湯850年」、「あいサポート・アートとっ
年事業 とりフェスタ」等の各種イベントに合わせて、智頭急行

開業20周年をPRすることにより、関西方面をはじめ
とした観光誘客等利用促進を図る。

• rスーパーはくと」の座席ポケットに観光ガイドブッ
ク及び誘客グッズを配架

-女性やシニア層向けの雑誌へのPR記事掲載
-関西圏で購読者の多い全国紙、地方紙への広告掲載

②「スーパーはくと」 1， 827 各種イベントや媒体を活用してスーパーはくとのPRを
の利用促進 行う。

-関西で実施される観光イベントへの参加

-新聞や雑誌を活用した鳥取県の観光・食などの情報と

「スーパーTまくと」の速達性・快適性などの情報発信
③智頭線利用促進協議 40 智頭線利用促進協議会の活動を通じて、観光誘客のため
会負担金 のイベント、利用促進PR等を実施し、普通列車の利用

促進を図る。

④智頭鉄道運営助成基 2， 200 智頭鉄道運営助成基金の運用益を基金に積み立てる。
金積立金

⑤事務費 150 
計 12， 175 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費

3目 交通対策費

交通政策課(内線 :7100)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国間支出金 起債 その他 一般財源

若桜線維持存続
32， 643 30， 747 1， 896 32， 643 

事業

トータルコスト 38， 060千円(前年度 36，308千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 鉄道事業者等との協議・調整、地元自治体との利用促進活動、補助金交付事務

工程表町政露目#.(指揮l 地域の実情・一一ズに応じた生活交通体系の確保
若桜線の運行支援・利用促進(利用者数:400， 000人)

事業内容の説明

事業の目的・概要

公有民営方式による上下分離を導λし、自ら鉄道事業者として地域の生活交通の中核をなす
若桜鉄道を維持する地元両町〈若桜町・八頭町)に対し、所要の支援を行うとともに、沿線自

治体と連携して、若桜線の利用促進に取り組む。

2 主な事業内容

( 1 )若桜線維持存続支援事業費補助金 32， 092千円

-支援対象者

若桜鉄道若桜線(若桜一郡家間)の鉄道施設を保有する第二種鉄道事業者である若桜町

及び八頭町

-支援対象経費

鉄道施設の維持管理経費

(主な項目) -線路保存費 (レール・橋りょう等の維持費)

-電路保存費 (信号・通信・踏切等の維持費)

-輸送高度化事業費(設備投資、老朽施設更新)

-支援割合

補助率:1/3 

(2 )若桜鉄道利用促進実行委員会負担金 251千円
-沿線住民の利用促進に向けた活動(シルバー回数券割引分の補助、駅周辺美化助成等)

-観光誘客のための広報活動(各種媒体を利用したPR、鉄道記念日イベント等)

( 3 )事務費 300千円

[参考]自治体経費支援額 (単位・千円)

区分 H22 H23 H24 H25 H26 
関係自治体 53， 948 64， 125 69， 548 67， 370 64， 185 
鳥取県 26， 558 27， 484 27， 555 30， 196 32， 092 
計 80， 506 91， 609 97， 103 97， 566 96， 277 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 交通政策課(内線 :7100)
3目交通対策費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
M 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

米子駅バリアフリ
877 1. 169 ム292 877 一化支援事業

トータルコスト 877千円(前年度1.169千円) [正職員:0.0人]
主な業務内容 補助金交付事務

'ー工程表町政露目標 l指揮l地域の実情・一一ズに応じた生活交通体系の確保
鉄道駅等バリアフリー化への支援

事業内容の説明

事業の目的・概要
JR西日本が実施する米子駅バリアフリー化事業に対し、米子市が補助するエスカレーター
整備に要する費用について支援する。

2 主な事業の内容
(1)支援対象者米子市
( 2)支援額 8 7 7千円

支援総額 9， 948千円

H21~H25支援額 5， 563千円
日26~H30支援額 4， 385千円 (877千円x5年間・債務負担行為)

( 3 )支援割合
米子駅バリアフリー化事業のうちエスカレーター整備に要する米子市実質負担の 1/2を
支援。米子市実質負担とは、地域活力基盤創造交付金及び合併特例債充当による交付税措
置を除いた負担額。

-エスカレーター整備費のうち米子市実質負担額
-エスカレーター整備費相当額 =131，985千円・・・①
-地域活力基盤創造交付金 ①x 5.5/10=72，592千円・・・②
-合併特例債充当による後年度交付税措置

(①ー②)xO. 95xO. 7=39， 497千円・-③
-米子市実質負担額 ①一②ー③=19，897千円・・・④

→上記実質負担額の1/2を支援
④x 112 = 9， 948千円

[参考全体事業概要]
事業名 交通施設バリアフリー化設備整備事業
事業主体西日本旅客鉄道(株)

協調補助米子市

整備内容 (国庫補助事業)

-新設跨線橋のうち、階段l箇所と通路幅2m分
-エレベーター (11人乗り) 3基
-警告誘導ブロック、障害者対応トイレ、窓口改良ほか
(国庫補助対象外事業)

-新設跨線橋のうち、階段2箇所と通路幅1m分
-エスカレーター(上り) 3基

事業費1.428百万円
事業年度 H21 年度~H2 2年度
防f子市はJRへの補助金に地域活力基盤創造交付金及び合併特例債を活用)
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事業名 本年度 前年度|比較

園内航空便 117， 514 79，175 I 38， 339 利用促進事業

トータルコスト
主な業務内容

工程表町政量目標(指揮)

事業内容の説明

~t 源 内 訳
備考

その他|一般財源

117.514 

1 事業の目的・概要
米子鬼太郎空港へのスカイマーク就航や鳥取一東京便5便化など、本県空港を発着する航空路線の
充実が進む中、空港利用促進懇話会等と連携し、 PR活動や旅行商品造成の働きかけを行ラほか、航
空会社と連携した広報宣伝活動の実施や首都圏及び各就航先での情報発信などの利用促進への取組を
通じ、外国人を含む観光誘客など航空便を利用した交流人口の拡大と地域の活性化を図る。

両懇話会が取り組む航空便の利用促進事業に要する経費の一部を負担する。
.旅行会社に対し県内空港に発着する航空便を利用した旅行商品造成に係
る経費の一部を支援
・県内空港利用者の確保対策として空港サポートクラブを創設
.県内容港を発着する航牢路線のPRチラシ等広報物の作成、
全日本空輸やスカイマークと一体となって本県の航空路線や観光に
情報発信等を行う。
・航空会社のホームページなど広告媒体を活用した広告宣伝の実施
・本県への航空便利用者に対しプレゼント等を交付するキャンベーンの実施
.首都圏及び各就航先における航空路線のPRや山陰・鳥取の観光情報発

①鳥取空港の利用を促進
する懇話会及び米子空
港利用促進懇話会によ
る取組

②県内空港に就航する航 I51， 000 
空会社と連携したPR
展開

した航空路線PRや首都圏への

3 これまの取組状況、改善点
・県内空港を発着する航空路線の利便性向上、路線拡充に向けて、利用促進策の充実と継続的な園、航
空会社に対する要望活動を行うとともに新規路線誘致を働きかけてきた。平成25年度は米子鬼太
郎空港へのスカイマーク新規就航、全日空東京便の大型化、増便が行われ、春からの鳥取ー東京便
5便化やスカイマーク路線の拡充が決定するなど県内の航空網拡大による利便性は格段に向上した。
・平成26年度においては、利用者ニーズを踏まえ効果的な利用促進に取り組むとともに、路線拡大
に伴う対象エリアを広げた誘客対策、鳥取空港5便化に伴う空港利用圏域の拡大対策に新たに取り
組むとともに、園内便を利用した海外からの観光客誘致対策を拡充する。

39 



平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費、

2項企画費
3目 交通対策費

事業名 本年度 前年度 比較

国航際促航進空事便
就 業

2，940 2，940 。
トータノレコスト 3，714千円(前年度3，685千円)

財 源
国庫支出金 起債

[正職員:O. 1人]

主な業務内容 国際航空路線の誘致活動の実施など

工程去の量制事(指標) チャーター使の促進

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

交通政策課(内線:7099) 
(単位:千円)

内 訳
備考

その他 、

2，940 

海外との交流入口を増大させ、木県の一層の発展を図っていくことを目指し、東アジア地域等の
国際チャーター便を引き続き積極的に誘致するため、ツアーや着陸料等の支援のほか、本県の観光
素材のPRを行うとともに、積極的な誘致活動に取り組む。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 予算 内容

チャーター 2，940 誘致活動に向けた旅客の需要予測・航空会社等の動向などの調査・分

使誘致に向 析を専門業者に委託する。

けた取組

言十 2.940 

3 これまでの取組状況、改善点
積極的かつ継続的なエアポートセールスの実施により、ロシア・台湾からのチャーター便の就航
に加え、昨年 7 月 ~8 月には、香港から 24往復もの大規模連続チャ}ター便の就航が実現した。
今後も東アジア地域等からの誘致にカを入れる上で、他部局と連携をしながら更なる取組みを進
めていくことが必要。
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2款総務費 交通政策課(内線:7099) 
2項企画費 →事業実施 文化観光スポーツ局観光戦略課

(単位:千円)3目交通対策費

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

圏内航空便
(61， 000) (20， 000) (41， 000) (61， 000) 

利用促進事業

トータルコスト 64， 095千円(前年度 23，178千円) [正職員:0.4人]
主な業務内容 園内航空路線の利用促進活動の実施など

工程去の政知器(指揮) 東京便の増便、航空便の運賃低廉化、圏内航空便の利用促進

(便数:鳥取ー東京便 5使、米子一東京便 6使)
事業内容の説明

事業の目的・概要

米子鬼太郎空港へのスカイマーク就航や鳥取ー東京便5使化など、本県空港を発着する航空路線
の充実が進む中、空港利用促進懇話会等と連携し、 PR活動や旅行商品造成の働きかけを行うほか、

航空会社と連携した広報宣伝活動の実施や首都圏及び各就航先での情報発信などの利用促進への取

組を通じ、外国人を含む観光誘客など航空便を利用した交流人口の拡大と地域の活性化を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 内 H廿h 

①首都圏等における 51， 000 首都圏及び各就航先でのイベント実施や様々な広告媒体を活
県の観光・航空路 用し、県の観光・航空路線のPRを実施する。

線PR -ウェブ系旅行会社と連携した旅行商品造成と観光・航空路

線PRの実施

-地元のテレビ情報番組や新聞等を活用した県内の航空路線

のPRや首都 圏行きの旅行商品等の情報発信 など

②園内航空便を活用 10， 000 成田、羽田、神戸等から県内へ就航している園内便を利用し
した海外からの観 た外国人観光客の誘客を推進するため、海外に向けた山陰・

光誘客(新規) 鳥取の観光情報発信や海外旅行会社の招鴨などを実施する。

E十 61， 000 

3 これまの取組状況、改善点

-県内空港を発着する航空路線の利便性向上、路線拡充に向けて、利用促進策の充実と継続的な園、

航空会社に対する要望活動を行うとともに新規路線誘致を働きかけてきた。平成25年度は米子
鬼太郎空港へのスカイマーク新規就航、全日空東京便の大型化、増便が行われ、春からの鳥取ー

東京便5便化やスカイマーク路線の拡充が決定するなど県内の航空網拡大による利便性は格段に
向上した。

-平成26年度においては、利用者ニーズを踏まえ効果的な利用促進に取り組むとともに、路線拡
大に伴う対象エリアを広げた誘客対策、鳥取空港5便化に伴う空港利用圏域の拡大対策に新たに
取り組むとともに、園内便を利用した海外からの観光客誘致対策を拡充する。
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2款総務費 交通政策課(内線:7099) 
2項企画費 →事業実施:文化観光スポーツ局観光戦略課
3目交通対策費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
回目Z支出金 記債 その他 、

国際航空便 (43， 900) (32， 850) 01. 050) (43， 900) 
就航促進事業

トータルコスト 53， 961千円(前年度 32，850千円) [正職員:1.3人]
主な業務内容 国際航空路線の誘致活動の実施など

工程表的政貫目標(指揮) チャーター使の促進

事業内容の説明

事業の目的・概要

海外との交流入口を増大させ、本県の一層の発展を図っていくことを目指し、東アジア地域等の
国際チャーター便を引き続き積極的に誘致するため、ツアーや着陸料等の支援のほか、本県の観光
素材のPRを行うとともに、積極的な誘致活動に取り組む。

2 主な事業内容 (単位:千円)
I文* 亭主主 内答

反 4与 インバウンドチャ タ アウトバウンドチャ タ
対象 航空会社 | 旅行会社 旅行会社

-東アジア地域等から県内空港へ 県内空港発着のアウトパ
支援条件

着・県陸の料イ内宿等ンバ泊3/怖4ウ支設ン援でドチ1泊ャ以ー上タ宿ー泊 ウ岡ンドチャーター使を利
①そ 「ょうこ したツアー
鳥取県」 努会ヲ ツアー客l名に付き 5. 000円
国際チャー 29， 500 着陸 1離着陸当 チャーター 1 チャーター1機当たり
ター便促進 限度額 たり 20万円 機当たり万円 -座席数200席未満
支援 100 50万円

く連続チヤ!タ への追加支援〉 -座席数200席以上
-支支腕援援庶鋪条内件:1か月 3離着陸以上運航 100万円
容離:空着港陸ビlル使用料か10/月101支00万援円
: 1 ~;ffJif 13万円、 l

支援方法 守観光樗誘客促進団体等を通じて 空じ港て利支援用促進懇話会を通

言十 23. 000千円 6. 500千円

②グリーン 季節チャーター使として連続3離着陸以上の運航を行う航空会社及び
ツアージェ 同企画に併せて本県の観光素材を活用した商品を造成する旅行会社と協
ット委託事 9， 000 同して、本県の魅力を国外にPRする。
業

〈支援目安:上限1，500千円/社X3企画x2 (航空会社・旅行会社)> 

③チャータ 3， 000 現地訪問先の案内・車両手:ili2・通訳などプロモーションにおける側面
一便誘致に 的支援業務を専門業者に委託する。

向けた取組
2， 400 :聖書課関管室鰻襲 21il手目

言十 43， 900 

3 これまでの取組状況、改善点
積極的かつ継続的なエアポートセールスの実施により、ロ連シア・台湾からのチャーター便の就航
に加え、昨年 7 月 ~8 月には、香港から 24往復もの大規模 続チャーター便の就航が実現した。
今後も東アジア地域等からの誘致に力を入れる上で、他部局と連携をしながら更なる取組を進め
ていくことが必要。
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2款総務費
l項総務管理費
8E 私寸学校振

事業名 |本年度

私立学校教育振興
補助金

前年度 比較
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1. 682， 116 

長盆益ト
工程表の政策目標(指標)
事業内容の説明

1 861. 061千円碕官年度1.812， 850千円) T豆職員:O. 5人]
補助金の申請書の審査、受付決定、補助金の支払い 等
県内の私立学校が魅力的学校として持続的に発展するための支援

1 事業の目的・概要
私立学校(高等学校、中学校、専修学校)の生徒・保護者の負担軽減及び、学校の教育環境の維持
向上に必要な経費に対して助成を行い、県内生徒へ多様な教育の機会を確保する。

2 主な事業内容

H25 
は、通信制高等学校と連携した学校 (3校)である。

[一般分:人件費一設備費
特別分:経営改善支援、舎監の配置に要する経費、専門ソフト楚備に要する経費、土曜日授業実

施に係る経費、 ICT活用教育に係る経費、心豊かな学校づくりに係る経費等

く〉補助制度の見直し
①私立中・高等学校の学力向上やキャリア教育の推進のため、土曜日授業実施及びICT活用教育
へ新たに助成。(高校・中学特別分)

[新]土曜日授業実施校への助成(予算額 9，038千円)
私立中・高等学校の土曜日授業(※)実施に必要となる管理費の112を助成する。
※標準的な授業時数を上回って、学力向上やキャリア教育の推進を目的として実施する、生
徒の代休日を設けずに土曜日等の休日を活用した学校教育活動。

[新1I C T活用教育の促進(予算額 4， 214千円)
教育用 ICT機器整備経費及び、教員の ICT活用指導の向上のために行う先進校等への視
察及ひ、研修への参加に係る旅費の112を助成する。

②消費税率引き上げに伴う生徒単価及び学校単価の改正。(高校・中学一般分)

③中学校単価について、学校規模が小さい実情を考慮し、算出に当たって想定する学校規模を見直
し。(中学一般分)

④心豊かな学校づくりに係る経費への補助について、国補助制度の変更に伴う補助額の上限変更。
(高校・中学特別分)

く〉平成26年度補助単価 (単位・千円)

区分 高校 中学 積算
大規模校 中規模校 小規模校

学校単価 26，430 24， 653 23， 825 9， 181 -校長・教頭・人権教育主任・事務職員等人件費
-監査費用等x112 

生徒単価 374 391 419 374 -教員数算定は標準法+単県加配(公立並び)
(普通学科) -教育管理費等は公立実績並び(中学は私学)x 112 

3 これまでの取組状況、改善点
-平成19年度に設定した学校単価及び生徒単価について平成22・25年度に見直しを行った。
・平成25年度に専門ソフト整備助成事業を新設し、心豊かな学校づくり推進事業補助金の補助対象に
私立中学校を新たに加えた。
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事粟丙蓉百読明

事業の目的・概要
東日本大震災のような大規模な震ぴtに備え、全国的にも耐震化率が低い水準にある本県私立高等
学校等について、緊急に耐震化を推延長するため必要な助成を行う。
※H25.4. 1現在 67.3% (全国平均77.8%・35位) →H25年度末見込 69. 1% 
(参考)県立高校の耐震化率 ¥HZb.4. 1現在) ~ï. 1% 

2 主な事業内容

3 

O私語す許言葉み軍事機製襲撃品協鷺為協明博上げを行う。
3 0年度末までの時限措置)

V鳥取県私立高等学校等改築事業補助金

区分 1 30年経過等の

【中・高】
現行

H26年度以降

【幼】
現行

警竺

(平成

H26年度以降

対象経費

zコ
窃軍荷

x 2、 IS o. 3 O. 3孟 1S =五日 7

【幼現・中行・高】
1現 型車掌主体
o6I 1/3 I 円3 要o6| 事差1/主2体、、、、

H26年度以降 岡崎川iw 

対象経費

0私立学校振興資金利子補助事業 1， 5 7 7千円
私立中・高等学校が実施する施設整備事業(耐震改修、改築、新築等)の借入に対して利子補助
を行う。(借入残高の 1%、最長 10年)

これまでの取組状況、改善点
・私立高等学校の耐震化を促進するため、私立高等学校の耐震改修工事へ助成を行った。
(平成24年度) 3棟実施 (平成25年度) 1棟実施

-私立学校の耐震化を黙急に促進するため、単県補助制度の拡充を行った。
(平成23年度)解体撤去費の補助対象化、施設整備に係る借入に対する利子補助金の支給

期間を延長(最長7年→10年)
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2款総務費

1項総務管理費
B目 私立学校振興費

教育・学術振興課(内線:7022) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
目オ 源 、内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)フリースクー
9. 089 9.089 9. 089 

ル連携推進事業

トータルコスト 10. 637千円(前年度 O千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 ガイドフインの検討参画、補助金の交付・検査、関係機関との連絡調整 等

工程表の政策目標(指標) 県内の私立学校が魅力的学校として持続的に発展するための支援

事業内容の説明

事業の目的・概要
小中学校の不登校児童生徒の集団生活への適応、情緒の安定、基礎学力の補充、基本的生活習慣の
改善等の相談指導について、民間(私立学校等)のノウハウを活用しながら児童生徒、保護者のニー
ズに応え選択肢を提供するフリースクールを運営する事業者を支援することにより、児童生徒の学校
復帰や社会的自立に資する。

[フリースクールとは]
専ら、不登校のこどもの受け皿として、その学習権の保障や安心して過ごせる厨場所を提供する施設、さ
らに、通信制高校での学習をサポートするサポート校など、不登校のこどもを対象とした既存の学校とは異
なる機関、施設の総称。

[背景]
国の調査によれば全国の小中学校の不登校児童生徒は11万人余りで、そのうち適応指導教室で相談・指
導を受けている児童生徒はl割余りに過ぎず、学校以外の関係機関(児童相談所、保健所、病院、民間団体
等)や学校内での相談・指導を受けている児童生徒を合わせても7割程度で、およそ3割の生徒は相談・指
導を受けていない状況。
※市町村教育委員会が設置する適応指導教室県内11カ所

2 主な事業内容
( ，) f民間適応指導教室J設置運営事業に対する助成 9， 000千円
県内において私立学校等の民間事業者が鳥取県版「民間適応指導教室ガイドライン」に沿って適
応指導教室を設置運営する場合にその経費の一部を助成する。

[補助対象者] 県内において鳥取県版「民間適応指導教室ガイドライン」に沿って適応指導教室
を設置運営する私立学校等の民間事業者

[補助対象経費] 指導員賃金、カウンセラーの謝金、教材・実習費
[補助率] 1/2以内

(2 )教育委員会事務局との共同実施事業 89千円
0鳥取県版『民間適応指導教室(フリースクール)ガイドライン」の策定・運用
文部科学省の fi直応指導教室整備指針(試案)J、「民間施設ガイドライン(試案)J、「不登校児
童生徒が学校外の民間施設等で相談指導を受けている場合の出欠の取扱Jを参照しつつ、鳥取県に
おいて民間事業者が小中学生向けに出席認定の対象となる適応指導教室を設置運営する場合のガイ
ドラインを策定し、関係者に周知し、適切に運用する。
<事務費> 89千円(ガイドライン策定自治体から講師を招轄する経費ほか)

0公立・私立が連携して行う不登校・発達障がい等に係る教職員研修の実施
不登校の児童生徒に対する授業、生活指導について、公私を超えた研修を開催することにより、
教職員のさらなる指導力向上を図る。
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2款総務費

1項総務管理費 教育・学術振興課(内線 :7022)

(単位:千円)8目 私立学校振興費

財 源 内訳
事業名 本年度 前年度 比較

起債 その他一般財源
備考

国廊支出金

いじめ問題対策事業 1， 760 2， 519 ム759 1， 760 

トータJレコスト 2， 487千円(前年度3，313千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 補助金交付事務、研修実施、連絡調整等

工程表の政策目標(指標) 県内の私立学校が魅力的学校として持続的に発展するための支援

事業内容の説明

1 事業の目的・概要 | 
全国的に問題となっているいじめについて、心理検査 (hyper-QU)の実施と活用を支援すること
により、私立学校におけるいじめの早期発見と生徒へのきめ細やかな指導に役立て、いじめの解消に

繋げる。
、

2 主な事業内容
( 1) hyper-QUの実施
生徒の所属する集団(学級)の状況を把握して、適切な支援策を講じるため、学級満足度、学校生

活意欲、ソーシャルスキルの3つの尺度を把握する心理検査 (hyper-QU)を実施する私立中・高等
学校に対して支援を行う。

〔対象校〕 県内の私立中・高等学校

〔対象者数〕 3， 523人(うち、中学校(l ~3 年) 279人、高等学校(1~3 年) 3〆244人)

〔実施回数〕 原則2回(春1回、秋~冬1回)、ただし高校3年生については春1回実施

〔事業費〕 3， 000千円(中学生420円/人、高校生500円/人)
〔補助額〕 1， 500千円(補助率1/2)

(2 )教員研修の実施
-研修内容
①hyper-QU活用研修(1回)
hyper-QUの結果を活用した、いじめの未然防止につながる学級経営や早期発見のための研修

②いじめ問題対応研修(1回)
いじめ事案に対して適切に対応するための児童生徒へのきめ細やかな指導等について研修

-事業費(講師謝金、旅費) 260千円
「

3 これまでの取組状況、改善点
各私立中・高等学校において、平成24年度下期よりhyper-QUを実施し、平成25年度も継続して
取り組んでいるところ。各校においてhyper-QUの分析結果を生徒指導に活用しており、改善が見られ

る事例も出てきている。
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1 事業の目的・概要
家庭の状況にかかわらず、全ての中学生、高校生等が安心して勉学に打ち込める環境を作るために、
国の「高等学校等就学支援金」及び本県独自の「中学校就学支援金Jを交付(学校設置者が代理受領)
し、家庭の教育費負担の軽減、多様な教育を受ける機会の確保を図る。

2 主な事業内容
(1)就学支援金
-私立高等学校、私立専修学校(高等課程)及び私立中学校に通学する生徒に対し、年額118，800円
を支給する。(※授業料の額が上限)
・低所得世帯については、収入に応じて助成額を加算する。

V在校生(現在の 1、2年生対象)

250万円未満 I 250~350万円未満
(2倍) I (1.5倍)

額 237， 6日日l司 | 年額 178， 200円
(うち、上乗せ額)1 1118，800円) 1 159. 400 (I 

※私立中学校については、比較的所得の高い世帯(年収860万円以上程度)には支給しない。

.....26年度入学生
平成26年度より制度見直しが行われ、低所得世帯の負担軽減及び公私間格差の是正のため、就
学支援金の支給に所得制限(年収910万円、年次進行)を設け、加算制度の充実を行う。

。rn十問中血 I orn 'lr:-Il-=rrr.......，血 I 'lCIl_ rnn-.:::-rn.......，抽 1590~91O万円未満

歪品回

(3 )予算額
¥.，... I.!ムー J 

区 分 予算額 対象者等

私等課立程高)等学校及び私立専修学校(高 491. 718 kaJ & ~ ~~i~~~Jï~ ~ijií阿~iji~叫
在校生 442人 216人 1. 476人出

新入生 150人 152人 469人 I334人

私立中学校 38， 032 在校生 19人 19人 97人H

新入生 16人 16人 46人 I33人
瞳笠学校等就学支援金事務費交付金 1. 625 高等学校及び専海挙紡(同息苦 )の設置者
誌に弔顕亙百羽百万円以上め天薮。

3 これまでの取組状況、改善点
私立中学校に通う生徒の家庭の教育費負担の軽減、多様な教育を受ける機会の確保を図るため、国
の高等学校等就学支援金制度に準じた県版の中学校就学支援制度を創設した。(平成22年度6月補正)
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2款総務費
1項総務管理費 教育・学術振興課(内線 :7841)
8目 私立学校振興費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
1 財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

私立学校生徒授業 僅金韓入剖

料等減免補助金 34， 022 33， 036 986 342 9， 035 24， 645 
ト タルコスト 34， 796千円 (前年度 33，830千円)[正職員:O. 1人]
主な業務内容 補助金の申請書の審査、交付決定、補助金の支払い等
工程表の政策目標(指標) 県内の私立学校が魅力的学校として持続的に発展するための支援

事業内容の説明 (f鳥取県授業料減免・奨学金基金」充当事業]

事業の目的・概要

私立高等学校等に在籍する生徒の経済的負担を軽減するため、授業料、施設設備費等の生徒納
付金を減免している私立高等学校等の設置者に対して助成を行う。

2 主な事業内容 (単位.千円)
区 分 予算額 補助率 事 業 内 d廿， 

私立高等学 高等学校 21， 266 定額 私立高等学校に在籍する生徒に対し、授業料、
校等生徒授 施設設備費等を減免する高等学校に対し助成
業料等減免 -対 象 校 :8校
事業 -減免見込者数:全免380人、半免2人

専修学校 3， 762 定額 私立専修学校(技能連携施設※)に在籍する生徒
(技能連携施設) に対し、授業料を減免する専修学校に対し助成

(※技能連携施設は通信制高等学校と連携した学校)

-対 象 校:3校
-減免見込者数:全免12人、半免9人

専修学校 7， 854 定額l 私立専修学校(品等課程)に在籍する生徒(中
(高等課程) 学卒業者)に対し、授業料を減免する専修学校

に対し助成

-対 象 校 :8校
-減免見込者数・全免57人、半免7人

私立中学校生徒授業料 1， 140 定額 私立中学校に在籍する生徒に対し、授業料を減
減免事業 [うちー国庫定劃 免する中学校に対し助成

対 象 校 3校
減免見込者数:全免5人、半免者なし

く〉就学支援金との関係
高等学校、専修学校(高等課程)及び中学校

全額免除制度 半額免除制度
授業料から就学支援金を控除した残額 授業料の半額を超えて就学支援金が支給さ

在 について助成を行う。 (例・家計急変等) れ、生徒負担が半額以下に軽減されるため、

校 減免が生じない。

生 ただし、就学支援金が支給されない者につ
いては、半免の対象とする。(研ト留年等に

より私立高校等の在籍が36月を超える場合)
新

入 所得制限による就学支援金が支給されない者について、学資負担者が家計急変等の状

生 態となった場合、全免・半免の対象とする。

※在校生の就学支援金は収入に応じて月額9，900円、 14，850円、 19，800円(授業料を上限)が支給される。
※26年度入学生の就学支援金は収入に応じて月額9，900円、 14，850円、 19，800円、 24，750円(授業料を上限)
が支給される。所得制限により年収910万円以上については支給されない。
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2款総務費
1項総務管理費 教育・学術振興課(内線:7841) 

(単位千円)8目 私立学校振興費

事業名 本年度 前年度 比較 "t 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 般財源

私立高等学校等特

別支援教育サポー 4， 438 5， 348 ム910 675 3， 763 
ト事業

トータルコスト 5， 212千円 (前年度 6，142千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 補助金の申請書の審査、交付決定、補助金の支払い 等

工程表の政策目標(指標) 県内の私立学校が魅力的学校として持続的に発展するための支援

事業内容の説明

事業の目的・概要

私立高等学校等のLD(学習障がい)、 ADHD(多動性障がい)等の生徒及び視聴覚障がい、肢体不
自由など、特別な配慮が必要な生徒に対する学習環境整備に要する経費の一部を助成する。

また、特別支援教育に係る担当教員の教育活動の充実を図るため、担当教員の人件費の一部を助成

する。

2 主な事業内容
0研修費用助成事業 (単位:千円)

区 分 予算額 補助率 事 業 内 ?G 

代替教員配置助成 1， 122 
私立品等学校等が教職員を長期研修に派遣した場

合、代替の教員を雇用する経費に対する助成
1/2 

研修派遣経費助成 324 研修派遣先滞在経費(家賃相当額)に対する助成

0配慮対象生徒環境整備助成事業 (単位'千円)

区 分 予算額 補助率 事 業 内 d廿時

LD、ADHD等生徒へ
60 1/2 

生徒の対応に係る研修会等の開催(専門家の招聴

の対応 等)、短期研修派遣に必要な経費に対する助成

視聴覚障がい、肢体不自
設備関係費等(バリアフリー化、教材費等)に対

由の生徒に係る学習環境 166 1/3 
の整備 する助成

0特別支援教育担当教員経費助成事業 (単位千円)
区 分 予算額 補助率 事 業 内 d廿. 

特別支援教育担当教員の
2， 666 

支援が必要な生徒への対応に専念できるよう専任

人件費助成 1/2 の担当教員の人件費に対する助成

特別支援教育担当教員の
支援が必要な生徒の就労・進学に関する活動に際

100 し、特別支援教育担当教員が随行等を行う経費に
活動費助成

対する助成

3 これまでの取組状況、改善点

特別支援担当教員は、自分の授業を持った上で該当生徒の対応やクラス担任、保護者、関係機関

との連絡調整を行っており、十分な支援が行えない状況にある。このため、支援が必要な生徒への

対応に専念できるよう、特別支援教育担当教員の人件費及び活動費を補助対象に追加し制度を拡充。

(平成23年度)
事業対象校に私立中学校を追加。(平成24年度)
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前年度|比較
Rオ

教育・学術振興課(内線:7022) 

(単位:千円)

内訳 l

l備考
l一般財源悶/iIl支出金

私学共済事業等助

成事業 1 107，330 1 105，印61 1， 7241 1 1 1 107， 330 
トータルコスト 1108， 104千円(前年度 106，400千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 |私学関係団体への補助金の申請書の審査、交付決定、補助金の支払い

工程表の政策目標(指標) 1県内の私立学校が魅力的学校として持続的に発展するための支援

事業内容の説明

私学関係団体の実施する研修事業及び共済事業等に対し助成する。

l，2011 1， 752 
3， 523千円(前年度 4，135千円) [正職員:0.3人]
鳥取県私立学校審議会の開催等

県内の私立学校が魅力的学校として持続的に発展するための支援

私立学校審議会費

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

私立学校の設置・廃止の認可などの審議・答申等に係る調査審議のため、私立学校審議会を

開催する。

1 'fLli:'f:校審議会の役割 10私立学校の設置・廃止、設置者の変更、収容定員の変更に伴う学則変
更、廃止命令、学校法人の設立(寄附行為)、学校法人の解散命令など

について、審議・答申を行う。

O私立学校に関する重要事項について建議を行う。
審議会委員数 11 2名
所要経費 10私立学校審議会開催経費(諮問、現地調査等6回) 9.0 9千円

学校法人等連絡調

整費 1 1， 052 
トータルコスト 1 25， 043千円(前年度 25，678千円) [正職員:3. 1人]
主な業務内容 |学校法人等の運営に係る連絡調整 等

工程表の政策目標(指標) 1県内の私立学校が魅力的学校として持続的に発展するための支援

事業内容の説明

私立学校を設置する学校法人等の運営に係る連絡調整や、各学校の抱える教育課題などの現

状把握・助言、私立高等学校等の優良卒業生の表彰などを行う。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
l項総務管理費
8目 私立学校振興費

事業名 本年度 前年度 比較

(廃止)地域総合整
150， 000 ム150，000 備資金貸付事業

トータルコスト 。千円(前年度 150，794千円)
事業内容の説明

(廃止)平成25年度単年度事業とじて実施したため。
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国庫支出金

教育・学術振興課(内線:7022) 

(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源



平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 教育・学術振興課(内線:7814) 
2目 計画調査費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内d 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

未来に役立つ「もの 07， 267) (3，401) 03， 866) 02，624) (4，643) 
づくり教育」実践事| 4. 643 3，401 1. 242 4， 643 
業 a

トータルコスト 8， 513千円 (前年度 4，195千円) [正職員:O. 5人]
主な業務内容 ものづくり実験工房FabLabの創設・普及、教育モデル研修、道場の活動支援
工程表の政策目標(指標) 科学・ものづくりに関する催しの実施および指導者の育成、ものづくり人材育

成システムの立案
事業内容の説明 ※上段( )は商工労働部の緊急雇用創出事業計上分を含む額

事業の目的・概要
製造業の空洞化に対処し、技術革新を推進するためには、次代の地域産業を担う「ものづくり人
材」の裾野を広げる必要があるが、学校教育による技術教育は充実しているとはいえない。
これを解決するために、鳥取大学や鳥取環境大学などが産学官協働で取り組む「ものづくり協力
会議」が行う、子どもから大人まで一気通貫の「ものづくり教育」の実践活動を支援する。

2 主な事業内容 (単位.千円)
区 分 予算額 内 ，廿長命

[新】日本初!子ど 1. 324 0ものづくり教育実践の日常的拠点がない等の課題を
も中心屋根瓦方式Fa 解決するため、次世代のものづくりインフラと目さ
bLab創設・普及事業 れるFabLab(ファブラボ:個人による自由なものづ

くりの可能性を広げるための実験工房)をモデル設
※屋根瓦方式:教え 置し、普及のためのイベントを開催する。
られた人が他の人に <概要>
教え学ぶ教育。 -普及イベント

先進地実践者による講演、参加者による実践ワー
クショップ等を予定
-設置場所
鳥取ものづくり道場(鳥取市文化センターこども
科学館内)に併設
-運営経費
県緊急雇用創出事業(地域人づくり事業)を活用予
定
(開設経費は県緊急雇用創出事業(起業支援型事
業)を活用)

ものづくり教育実践 2， 241 0一気通貫の「ものづくり教育」実践の課題を発見す
体系構築モデル研修 るために、前年度に引き続き試行錯誤を通じて創造
事業 カを育むモデル研修を実施。

[対象]中学生、高校生各20名程度
[内容]・レゴブロックによるロボットアームづくり
-産業フェスティパル見学、 FabLab体験など

※ものづくり等の体験型研修に実績のある企業に委託

ものづくり道場支援 1， 078 orものづくり協力会議」が、束中西部で運営する「もの
事業 づくり道場」の指導者養成等の取組を支援(補助金)。

-内 容:ものづくり指導者の養成講座の実施
-補助率噌定額

3 これまでの取組状況、改善点
次代の人づくりのため、:もしの1づくり教育充実に向けた継続的取組の必要性が、産学関係者から叫
ばれる中、小学生を中心と たものづくり道場の活動支援や、中学生以上の各層を視野に置いた
モデル研修等による関係者との課題解決検討により、一気通貫型のものづくり教育の推進に取り
組んだ。
その結果、ものづくりが学べ啓発できる日常的な拠点がない、学校教育での取組が不足している、
といった課題も浮き彫りになってきた。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 教育・学術振興課(内線:7814) 

(単位:千円)2目計画調査費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

高等教育機関等支
{財産収入)

援事業
56， 028 57， 426 1¥1， 398 I 53， 900 2， 128 

トータルコスト 66， 089千円 (前年度 67，753千円) [正職員・1.3人]
主な業務内容ι 環境学術研究課題の募集・採択、研究助成費の支払、研究成果の活用推進等

工程表の政策目標(指標) 局等教育機関の研究活動を適切に評価し支援すること

(f鳥取県環境学術等研究基金」充当事業]

事業内容の説明

事業の目的・概要

県内の高等教育機関等が取り組む学術研究及び技術開発、知的創造力を持った人材の育成を支援す

ることで、本県の知的基盤の強化と次代の地域産業を担う「人財jの育成を推進する。

2 主な事業内容
(単位.千円)

区 分 予算額 内 n廿旬

鳥取県環境学術研究 54， 182 鳥取県環境学術等研究基金の運用益により、県内
等振興事業 の高等教育機関が行う環境及び地域の課題に関する

学術研究並びに北東アジア地域との学術交流を目的

とした調査研究に対して助成を行う。

[基金積立額]約40億円
[経費内訳]

-研究助成費 51， 000千円
-評価委員会開催経費 282千円
-基金積立金 2， 900千円

とっとり乾地研倶楽 390 本県が世界に誇る研究施設「鳥取大学乾燥地研究
部への支援 センター」の情報発信等の活動を支援するため、「と

っとり乾地研倶楽部」へ助成等を行う。

-経費内訳補助金 380千円(定額)
法人会員年会費 10千円

その他 1， 456 0鳥取短期大学と地域の発展を推進する会の会費
10千円(負担金)

0標準事務費 1，446千円

3 これまでの取組状況、改善点

<環境学術研究等振興事業>

平成24年度に次の点について改善を行った。
-環境学術等研究基金に、公立化した鳥取環境大学からの寄附金10億円を積み増し、充実させた。
-助成対象分野について、他事業を統合し地域部門、北東アジア部門を加えた。

-外部評価委員の構成について、民間有識者等の方を増やし、助成対象機関でもある大学教授等の

比率を半分以下とした。

また、毎年の産業フェスティバル等で、前年度の研究成果を発表し普及を図っている。

.' 9/6 (金)・7(土)とっとり産業フェスティバル20日&鳥取環境ビジネス交流会2013
• 12/25 (水)鳥取大学地域貢献支援事業・鳥取県環境学術研究等振興事業平成24年度研究成果報告会
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 教育・学術振興課(内線:7814) 

(単位:千円)2目 計画調査費

事業名 本年度 前年度 比較
~:t 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

楽しむ科学まなび事
(雑入)

業
11， 858 11， 854 4 10 11， 848 

トータルコスト 18， 049千円 (前年度 18，209千円) [正職員:O. 8人非常勤職員:1. 0人]
主な業務内容 科学イベント開催の準備、実施委託、負担金等の支払及び広報等

工程表の政策目標(指標) 科学・ものづくりに関する催しの実施および指導者の育成

事業内容の説明

事業の目的・概要

子どもたちに、身近な科学を体験・実感する、また、最先端の科学に触れるなどの機会を継続的に

提供するとともに、興味関心の度合いや成長段階に応じた施策を講じることにより、科学的思考力を

高め、次代を担う人材を育成する。

2 主な事業内容 (単位・千円)

区 分 予算額 内 !liゴf・‘ 

科学の基礎となる数学をテ マに体験型ワークショップなど親子

「とっとりサイエン 5， 320 で楽しみながら学べるイベントを開催(委託費)
スワールド2014J開 -対象:小学生・中学生とその保護者、県民一般

催事業 -内容:体験型ワークショップ、数学関係の展示など

-開催場所:県内3カ所(東部、中部、西部)
-実施主体:鳥取県数学教育会

県内理科関係者が子どもたちに科学の楽しさ、面白さを教える科

科学教育振興事業 3，050 学実験教室を開催(委託費)
-対象:小学生とその保護者、中学生、県民一般

-内容:小学生、中学生のレベルに合わせた科学実験教室

-開催場所:県内3地域(小学生向け各1回、中学生向け数回)
-実施主体:わかとり科学技術育成会!

(財)平成基礎科学財団(理事長小柴昌俊 2002年ノーベル物理学
「楽しむ科学教室」 600 賞受賞)への賛助会費(負担金)
への協力 -内容:平成基礎科学財団主催で最先端の研究を行う一流科学者

の講演「楽しむ科学教室」を実施

-対象、・高校生、大学生(理数系に興味のある生徒・学生)

-実施主体・(財)平成基礎科学財団(事務局:東京都)

ものづくり道場支援 ※内容を見直し、政策戦略事業『未来に役立つ「ものづくり教育」

事業 実践事業』へ移行

その他 2， 888 標準事務費等

3 これまでの取組状況、改善点
小学生から大学生まで幅広い層に、県内各地域で、科学へ興味をいだくきっかけとなるようなイベ

ントを、学校教員・大学教員、地域のNPO・おやじの会などと連携し継続的に実施(本県には青少
年が科学を学び体験できる施設がないため、学習イベントなど学びの機会の提供が重要)。イベント

には、高校生や大学生のボランティアの参加も培えており、関係者の熱意とネットワークが重要な役

害lを果たしている。
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2款総務費
2項企画費
2目計画調査費、

事業名

ジュニア郷土研究

応援事業

トータルコスト

主な業務内容

平成26年度一般会計当初予算説明資料

教育・学術振興課(内線:7841) 
(単位.千円)

本年度 前年度 比較
財 j源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

784 784 。 784 

1， 558千円 (前年度1.578千円) [正職員:O. 1人]
イベント開催の準備、実施委託、広報等

工程表の政策目標(指標) 科学・ものづくりに関する催しの実施および指導者の育成

事業内容の説明

事業の目的・概要

県内の小中学生、高校生の郷土研究や地図作品の発表・展示、講演会等により、児童生徒の地

域研究など人文社会科学に対する関心を高め、知的創造力を持った人材を育成する。

2 主な事業内容
「鳥取県ジュニア郷土研究大会」の開催

(1)期 日平成26年 11月
(2)内 容 児童生徒による郷土・地域社会などに関する研究、地図作品の発表・展示、

人文社会学者による講演等

( 3)経 費委託費 5 6 5千円(委託先:鳥取県地域社会研究会)
(内訳:講師謝金、旅費、会場設営、印刷費等)

標準事務費 2 1 9千円
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 教育・学術振興課(内線 78 1 4) 
2目 計画調査費 (単位 r千円)

， 
日オ 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較
国庫支出金 起債 その他 一般財源

備考

公立大学法人鳥取環
489， 201 466， 857 22， 344 489， 201 境大学運営費交付金

トータJレコスト 499， 262千円 (前年度 477，184千円) [正職員:1.3人JJ
主な業務内容 公立大学法人との連絡調整、運営費交付金及び施設整備費補助金の交付

工程表の政策目標(指標) 鳥取環境大学が公立大学法人にふさわしい機能を整え、高等教育機関・研究機関

として学生、企業、地域から高い評価を得ること。

事業内容の説明

事業の目的・概要

公立大学法人鳥取環境大学の運営に必要となる経費の一部について、運営費交付金として交付する。

2 運営費交付金算定の考え方
0大学の適切な運営に必要となる標準的な支出見込額と、学生納付金(受験料、入学金、授業料)等
の標準的な収入額との差を、使途を特定しない運営費交付金として交付(県・鳥取市折半)。

0標準収入・支出の算定は24年度の額を基本とし、 27年度まで原則同額とする。ただし、退職手
当分及び各年度に臨時的に必要となる経費は、個別に必要額を措置する。

0緊急かつ大規模な修繕や施設整備等の経費については、別に施設整備補助金として交付する。
0運営費交付金と施設整備費補助金の合計額は、地方交付税措置額内とする。

3 所要額
(1)運営費交付金 418，880千円
標準的支出見込額1，533，781千円 標準的収入見込額696，022千円=837，759千円
837， 759千円x1/2 (県・市折半)=418，880千円
くうち臨時的な経費>実験用機器整備 10，000千円、図書館支援システム更新 11.664千円

(2 )施設整備費補助金 69，821千円
139， 641千円x1/2 (県・市折半)=69，821千円
<内訳>音響・映像設備更新(lJ講義室、大会議室)76， 399千円、情報メディアセンター空調

設備等改修 21.492千円、学生センタ一テラス修繕 7，906千円、メディア棟屋上防水
-外壁改修 28，535千円、学生研究室改修 5，309千円

(3 )標準事務費 500千円
¥ 

※運営費交付金及び施設整備補助金の合計 977，400千円<交付税措置見込額 1，143，098千円

4 平成26年度の大学の主な事業
0開設3年目を迎える環境学部及び経営学部の専門教育を開始するとともに、教育・研究活動の充実
を図るための施設・設備の整備と実験棟(平成28年竣工予定)の設計を実施。
0環境学部及び経営学部を基礎とした大学院研究科(平成28年度改編)開設に向けて準備。
0地域連携の取組を本格化し、まちなかキャンパス(仮称)を開設するとともに地域連携コーディネ
ーターを配置。

0国際交流の推進組織を充実。(国際交流センター(仮称)設置)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 教育・学術振興課(内線 :7814)

(単位千円)2目 計画調査費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

新生公立鳥取環境大

学運営協議会運営事 345 348 ム3 345 
業

トータルコスト 5. 762千円 (前年度 5.909千円) [正職員:0目7人]
主な業務内容 運営協議会及び評価委員会の開催1:係る連絡調整
工程表の政策目標(指標) 鳥取環境大学が公立大学法人にふさわしい機能を整え、両等教育機関・研究機関

として学生、企業、地域から高い評価を得ること。

事業内容の説明

事業の目的・概要

公立大学法人鳥取環境大学の設立団体に係る事務を共同で管理・執行し、また、これらの事務の管

理・執行について相互に連絡調整を図ることを、目的に、鳥取県と鳥取市が共同して「新生公立鳥取環

境大学運営協議会」及v:r公立大学法人鳥取環境大学評価委員会」を設置・運営する。

2 主な事業内容
公立大学法人鳥取環境大学の平成25年度の業務実績を評価するための評価委員会の開催ほか、協
議会の運営に要する経費を、県と鳥取市が所要領のそれぞれ1/2を負担金として支出する。

0平成25年度業務実績評価のスケジュール
26年6月まで 法人から評価委員会へ自己評価報告書を提出
7月 評価委員会による法人ヒアリング、評価内容の検討

8月 評価委員会が業務実績評価書を確定

9月 業務実績評価書を、運営協議会を通じ設立団体の長(県知事、鳥取市長)に報告

" 県議会及び市議会へ報告

3 これまでの取組状況
e設立団体である県と市が、地方独立行政法人法に基づき、中期目標の策定、中期計画の認可、業務

方法書の認可、運営費交付金・施設整備費補助金の予算化と交付など、大学の運営に必要な指導・支

援を実施した。

また、平成25年度は、公立大学法人鳥取環境大学評価委員会により、公立化l年目の業務実績の
評価を行うとともに、教育の質を高めるためのFD (ファカルティ・ディベロプメント=教育能力の

向上)の取組や教職員が一丸となって取り組む体制づくりなどの課題を指摘した。

57 



平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
7項統計調査費 統計課(内線 :7588)
1目 統計調査総務費 (単位:千円)

財 源 内 訳 備
事業名 本年度 前年度 比較 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

職員人件費 151，316 151， 492 ム176 108， 369 42， 947 

事業内容の説明

統計課職員22名分(前年度22名)の人件費である。

j 

(財産収入)

統計調査総務費 10， 342 11， 127 ム785 4，346 125 5， 868 
(雑入)

3 
トータルコスト 62， 967千円(前年度 62，763千円) [正職員:6. 8人 臨時職員:0.3人]
主な業務内容 県及び市町村職員の統計研修、統計調査員の確保、統計の利用促進

工程表の政策目標(指標) 統計への理解の向上と統計情報の有効活用

事業内容の説明

事業の目的・概要

統計調査を円滑に実施するため、統計職員の研修、統計調査員の確保対策、統計情報の発

信等の事業を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 τt長r・

基幹統計業務 3， 421 国庫負担統計専任職員(県職員)に係る事務経費
推進事業 市町村職員に対する研修の実施

統計調査調整 1， 873 県職員に係る統計研修への派遣経費
事業 県が実施する統計調査の調整事務、国への届出事務経費

統計調査員確 928 統計調査員の確保及び資質向上を図るための事業を行う。
保対策事業 -調査員希望者の登録事務の指導

-主主録調査員に対する研修の実施

-登録調査員向け情報誌の発行

統計利用促進 4， 120 統計利用の促進を図るための事業を行う。
等事業 -統計年鑑等の編集・発行

-統計情報の「とりネット」による発信

-統計相談への対応
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

7項統計調査費

l目 統計調査総務費

統計課(内線:7104) 

(単位:千円)

目オ 源 内 訳

事 業 名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

県統計調査費 4，934 4，954 ム20 4，934 

トータルコスト 42，081千円(前年度 45，468千円) [正職員:4.8人]

主な業務内容 県単独の統計調査の実施、県経済動向及び構造の分析・推計

工程表の政策目標(指標) 利活用されやすい形での統計情報の分析加工

事業内容の説明

事業の目的・概要

県単独で統計調査等を実施し、鳥取県の各種行政施策の基礎資料とする。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 容

県人口移動調査 989 国勢調査結果をもとに、住民の転入・転出数及び出生・死亡数を

加減し、県および各市町村の人口を推計する。(毎月)

-調査対象数:全市町村約44，000件(想定)

県鉱工業生産 1， 792 県内製造業の生産・出荷・在庫品を調査し、県鉱工業指数を作成

動態調査 する。(毎月)

-調査対象数:県内約90事業所

県経済動向分析 1. 168 -企業経営者見通し調査(四半期ごと)

企業経営者の景気や経営に対する判断と見通しを調査し、県内

の景気の状況を分析する。

調査対象数:県内300事業所

-県経済の動向分析〈毎月) . 
各種経済指標を収集し、毎月の県経済の動向を総合的に分析す

るロ

県経済構造分析 985 鳥取県経済を包括的かつ構造的に把握するため、下記の推計を実

施する。

-県民経済計算(毎年度推計・公表、平成26年度は24年度分につ

いて行う)

-市町村民経済計算(同上)

-平成23年鳥取県産業連関表(作業は平成28年度までを予定。)
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2款総務費

7項統計調査費

2目 基本統計費

事 業名

基本統計費

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成26年度一般会計当初予算説明資料

財 源

本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債

96，327 66，185 30，142 96，311 

統計課(内線 :7105)

(単位:千円)

内 訳

備

その他 一般財源 考

(雑入)

16 

133，474千円(前年度 108，288千円) [正職員:4.8人臨時職員:1.9人]
小売物価統計調査、家計調査、平成26年経済センサスー基礎調査等の実施

正確な統計情報の確保

1 事業の目的・概要

国(総務省・経済産業省)の委託を受けて、「小売物価統計調査」、「家計調査」、「商業統計

調査」などを実施する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 ?tiコT・ー

小売物価統計 6，403 商品の小売価格、サービスの料金、家賃等を調査し、消費者物価
調査 指数、その他物価の動向及び構造に関する基礎資料とする。(毎月)

-調査対象数:鳥取市、米子市、岩美町/約500庖舗

延べ510品目、 710銘柄

-毎月、総務省が消費者物価指数を公表。県分を県HP等で公表

家計調査 14，457 世帯の家計を調査して、消費生活の実態、生活水準の動向、地域
差等を明らかにし、経済施策の基礎資料とする。(毎月)

また、世帯の貯蓄・負債及び投資に関する事項を調査し、貯蓄の

全国推計等各種の行政施策の基礎資料とする。

-調査対象数・鳥取市、境港市/117世帯

労働力調査 8，933 15歳以上の者の就業状況を調査し、雇用対策をはじめ各種行政施
策の基礎資料とする。(毎月)

-調査対象数:14市町/約225世帯(月平均)

-毎月、総務省が完全失業率などを公表

個人企業経済 1，654 製造業、卸売・小売業、飲食J吉、宿泊業、サービス業等を営む個
調査 人企業の経営状態を調査し、経済力測定の基礎資料とする。併せて、

事業主の業況判断を調査し、景気判断の資料とする。(四半期ごと)

また毎年度末に過去1年間の経営状況、資金・雇用状況等を調査

する。(毎年)

-調査対象数倉吉市、米子市/約40事業所

平成26年経済 27，657 事業所及び企業を対象に事業内容、従業者数を調査し、各種経済
センサス 施策の基礎資料とする。 (5年周期)

ー基礎調査 -調査対象数:全事業所(約29，000事業所)
商業統計調査 647 商業の実態を明らかにし、商業に関する施策の基礎資料とする。

-調査対象数:全市町村/約7，770事業所
、※経済センサスー基礎調査と同時実施 (5年周期)

平成26年全国 36， 576 家計の収支及び貯蓄などの家計資産を総合的に調査し、全国及び
消費実態調査 地域別の世帯の消費、所得、資産に係る水準、構造、分布などを明

らかにし、各種行政施策の基礎資料とする。 (5年周期)

-調査対象数:13市町村/約65調査区
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2款総務費
7項統計調査費

3目 労働統計費

事.業 名

労働統計費

トータルコスト
主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成26年度一般会計当初予算説明資料

目オ 源

本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債

13， 707 13， 845 ム138 13， 705 

統計課(内線 :7107)
(単位:千円)

内 訳

備考

その他 一般財源

ω世入)

27， 637千円(前年度 28，144千円) [正職員:1. 8人 臨時職員:0.3人]
毎月勤労統計調査の実施

正確な統計情報の確保

事業の目的・概要

国(厚生労働省)の委託を受けて、「毎月勤労統計調査」を実施する。

2 主な事業内容
雇用、給与及び労働時間について調査し、労働施策及び経済施策等の基礎資料とする。

(単位:千円)

区 分 予算額 内 '1I-
毎月勤労統計 1， 432 第I種調査(常用労働者30人以上) (毎月)
調査 -調査対象数:約240事業所

-郵送調査

10， 361 第 2 種調査(常用労働者5~29人) (毎月)

-調査対象数:約240事業所 (24調査区)
-調査員調査(調査員数:24人)

1， 914 特別調査(常用労働者1~4人) (毎年)

-調査対象数約500事業所 (40調査区)
-調査員調査(調査員数:40人)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
7項統計調査費

4自 農林水産統計費

統計課(内線 :7109)
(単位:千円)

日オ 源 内 訳

事 業 名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(雑入)

農林水産統計費 62. 735 8. 066 54. 669 62. 729 

トータJレコスト 71. 248千円(前年度 19. 188千円) [正職員:!. 1人 臨時職員:O. 7人]
主な業務内容 2015年農林業センサスの実施、 20日年漁業センサスの結果公表
工程表の政策目標(指標) 正確な統計情報の確保

事業内容の説明

事業の目的・概要

国(農林水産省)の委託を受けて r2015年農林業センサス」を実施するとともに、平成25
年度に実施した r2013年漁業センサス」の結果公表を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 甘ー守.

2015年農林業 62. 487 農林業経営体を対象に従事者数・従事日数、耕地面積等を調査し、
，センサス 農林行政の基礎資料とする。 (5年周期)

-調査対象数:全市町村/34.637農林業経営体
-指導員数:174人調査員数:2. 019人
-調査事項:経営の態様、農業労働及び林業労働、耕地及びその

他の土地、家畜及び蚕、農業用の機械及び施設、農

業生産物、農作業、山林、育林及び素材生産など

2013年漁業 248 漁業経営体を対象に漁業種類、使用漁船等を調査し、水産行政の
センサス 基礎資料とする。 (5年周期)

平成26年度は、調査結果報告書の作成を行う。
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2款総務費

7項統計調査費

5目 経済統計費

事 業 名

経済統計費

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成26年度一般会計当初予算説明資料

日オ 源

本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債

7，439 9， 388 ム1， 949 7， 437 

統計課(内線 :7109)

(単位:千円)

内 訳

備考

その他 一般財源

(雑入)

15， 178千円(前年度 27，659千円) [正職員:l. 0人 臨時職員ぅ O.3人]

生産動態統計調査、商業動態統計調査、工業統計調査の実施

正確な統計情報の確保

事業の目的・概要

国(経済産業省)の委託を受けて、「生産動態統計調査」や「商業動態統計調査Jなどを実

施する。

※なお、商業統計調査は、平成26年経済センサス基礎調査と同時実施のため、「基本統計

費」に組み替えて実施する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内
，廿T句

生産動態統計 1， 251 従業者数が一定規模以上の製造事業所の生産・出荷・在庫両を調

調査 査し、鉱工業に関する施策等の基礎資料とする。(毎月)

-調査対象数:全市7町/約30事業所

商業動態統計 1， 700 経済産業省の指定する商業事業所の商品販売額を調査し、景気対

調査 策や商業・流通・中小企業振興施策等の基礎資料とする。(毎月)

-調査対象数:全市/約90事業所

工業統計調査 4， 488 全製造事業所を対象に従業者数、製造品出荷額等を調査し、産業

構造政策、地域産業活性化施策等の基礎資料とする。(毎年)

-調査対象数:全市町村/約950事業所
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2款総務費

7項統計調査費

6目 教育統計費

事 業 名

教育統計費

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成26年度一般会計当初予算説明資料

財 源

本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債

609 650 ム41 609 

6，026千円(前年度 6，211千円) [正職員:0.7人]

学校基本調査、学校保健統計調査の実施

正確な統計情報の確保

統計課(内線 :7105)

(単位;千円)

内 訳

備考

その他 一般財源

1 事業の目的・概要

国(文部科学省)の委託を受けて、「学校基本調査」、「学校保健統計調査」を実施する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 勾Hヨ~ー

学校基本調査 409 すべての幼稚園、学校について、教員数、生徒数、卒業後の状況

等を調査し、学校教育行政の基礎資料とする。(毎年)

-調査対象数:市町村委託分 (277校、 20教委)、県直接分 (45校)

学校保健統計 200 文部科学大臣が指定する幼稚園、学校に在籍する満5歳から17歳

調査 までの幼児、児童及び生徒の発育及び健康状態を調査し、学校保健

行政の基礎資料とする。(毎年)

-調査対象数:142校
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2款総務費

7項統計調査費

7自 国勢調査費

事 業 名

(新)国勢調査費

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成26年度一般会計当初予算説明資料

財 源

本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債

12，265 。12，265 12，265 
20，004千円(前年度 0千円) [正職員:1.0人]

統計課(内線 :7105)

(単位:千円)

内 訳

備考

その他 一般財源

平成27年国勢調査に係る試験調査及び調査区設定の実施

正確な統計情報の確保

1 事業の目的・概要

国(総務省)の委託を受けて、平成27年実施予定の国勢調査を円滑に実施するための試験

調査を行うとともに、調査区設定を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 ~コ』‘ 

平成27年国勢調査 1，808 平成27年国勢調査の実施計爾案に基づき、調査方法の最終的な検

第3次試験調査 証を行うとともに、地方事務の習熟を図るため、本調査を想定した

試験調査として実施する。

-調査対象数.鳥取市/約600世帯

-調査員数 :8人

平成27年国勢調査 10，457 平成27年国勢調査の実施のため、調査区設定を行う。

調査区設定
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 男女共同参画推進課(内線 :7077)
l目企画総務費 (単位千円)。

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

とっとり女性力活用 12，064 881 11， 183 12， 064 
パッケージ事業

ト タルコスト 20， 577千円(前年度 2:470千円) [正職員:1.1]
主な業務内容 各事業実施に係わる事務(連絡調整、企画、委託、広報等)
工程表の政策目標(指標) 仕事と生活の両立支援(ワ ク・フイフ・バランスの推進)
事業内容の説明

事業の目的・概要
女性がいきいきと輝ける鳥取県を目指し、女性が自分の可能性に気づき、自らが望む生き方・働き
方が実現できるよう、意欲を後押しする就業支援及び働きやすい環境整備としてワーク・ライフ・
バランスの推進を図る。

2 主な事業内容
(1)女性の就業・チャレンジ促進
多様な働き方が選択できるよう再就職、起業等に向け支援する。 (単位.千円)
区分 事業費 事業内容

[新]とっとり女 788 県内で活躍する女性経営者同士を結びつけ、新たな事業展開や能力
性活躍推進プロジ 開発につなげる場を提供するとともに、その取組みを広〈情報発信

エグト する。
【新]女性の活躍 831 女性の再就職や起業など新しい分野へのチャレンジや就業継続意欲
応援サロン の向上を図るため、経営者や管理職など働き方のお手本となる先輩

女性との交流会を定期的に開催し、体験談を聞いたり、意見交換を
行う。

[新】とっとり女 3，024 県内女性の活躍事例や女性の登用、ワーク・フイフ・バランスを積
性の活躍応援サイ 極的に推進している企業の好事例をホームページ等で紹介するな
トの整備 ど、女性の活躍や企業の取組を情報発信する。
女性の就業継続支 1， 062 再就職を希望する女性や仕事と子育ての両立に悩む女性等を対象
援セミナー に、両立負担の軽減及び働き続けることへの意欲向上を図るため、

両立のポイントや人生設計、，働く先輩女性の体験談等から学ぶセミ
ナーを開催する。

[新]女性のため 195 再就職や転職を考え準備を進めている女性を対象に求職者の安定し
の再就職・転職応 た雇用と企業の人材確保を支援するため、再就職・転職応援フェア
援フェア 及び就職に役立つセミナ一等を開催する。
女性の地域活動ス 222 女性の学び直し、地域活動を実践する女性及び団体育成を支援する
タート支援事業 ため、大学との連携による講座を開催する。
言十 6， 122 

(2 )女性が活躍しやすい環境整備
企業や家庭におけるワーク・ライフ・バランスの更なる推進を図る。 (単位:千円)
区分 事業費 事業内容

【新]男女共同参 328 県内の経営者等を対象として、女性の活躍など多様な人材を活かす f

画企業トップセミナー 経営について考えるトップセミナーを開催する。

男女共同参画業推進 328 認定企業の取組を後押しするため、好事例の表彰、女性従業員を対
企業認定事 象としたキャリアアップセミナーを開催する。
[新]ワ ク・フ 3， 084 認定企業等を対象に、好事例の紹介や企業紹介等を新聞広告を使い
イフ・バランス推 情報発信する。
進広報経費
[新]男性の家庭 L 284 女性の家庭での負担軽減を図るため、地域や職場で仕事と子育て等
進出プロジェクト の両立を推進する核となる人材の育成や男性が家事や育児などによ

り積極的に取り組むきっかけとするための講座を開催する。

計 5， 024 

(3 )標準事務費 918千円
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費
l目 企画総務費

男女共同参画推進課(内線 :7077)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

(新)鳥取県男女共
2，377 。2， 377 2， 377 

同参画意識調査事業

ト タルコスト 6， 247千円 (前年度 O千円) [正職員:O. 5人]
主な業務内容 調査関連業務、関係機関等との連絡調整

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の概要

男女共同参画に関する県民の意識を把握し、今後の施策推進の基礎資料とするために、昭和57年
度から 5年ごとに実施している男女共同参画意識調査に要する経費。

2 主な事業内容
<調査の実施概要(想定)>

-調査対象:県内に在住する満20歳以上の男女
-調査地域:県内全域

-標本数:約2，400人
-抽出方法:住民基本台帳に基づく無作為抽出法

-調査方法.郵送配布一郵送回収

-調査時期:平成26年8月
-調査内容・男女平等に関する意識、就業意識など40間程度
-その他.結果報告書を200部作成
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2款総務費
2項企画費

l目 企画総務費

男女共同参画推進課(内線:7 0 7 7) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
日t 源 内 訳

国庫支出金 起債 その他 一般財源 備考

男女共同参画社会づく
(雑入)

り推進事業
3， 966 4， 510 ム544 10 3， 956 

トータルコスト 10， 157千円(前年度 10，865千円) [正職員:0.8人非常勤:O. 9人]
主な業務内容 国・市町村・団体・企業等との連絡調整、報告書の作成

工程表の政策目標(指標) 県民意識(r男女共同参画社会」を知っている県民割合)[平成26年度100%]
市町村の男女共同参画条例の制定状況[平成28年度 全市町村]

事業内容の説明

事業の概要

男女共同参画社会づくりを推進するため、市町村、関係団体との意見交換や連絡調整、鳥取県

男女共同参画推進条例に基づく資料の作成を行う。

2 主な事業内容
-男女共同参画施策に係る意見交換や連絡調整

-関連施策の推進状況等に係る情報収集・提供、男女共同参画白書及び市町村マップなど各種

資料の作成

-非常勤職員に係る経費

事業名 本年度 前年度 比較
目オ i原 内 訳

国庫支出金 起債 その他 一般財源 備考

鳥取県男女共同参画審 1， 464 1， 464 。 1， 464 
議会運営費

トータルコスト 6， 881千円(前年度 7，025千円) [正職員:0.7人]
主な業務内容 男女共同参画に関する調査・審議・建議

工程表の政策目標(指標) 県民意識(r男女共同参画社会」を知っている県民割合)[平成26年度100%]
市町村の男女共同参画条例の制定状況[平成28年度 全市町村]
男女共同参画推進認定企業の増加[平成28年度 600社]

事業内容の説明

事業の概要

鳥取県男女共同参画審議会の開催に係る経費

委員20名

2 主な事業内容
-第3次鳥取県男女共同参画計画の進捗管理、男女共同参画に関する施策内容についての調

査、審議

-開催回数 :4回程度
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2款総務費
2項企画費 男女共同参画推進課(内線 :7792)
l目 企画総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 1原 内 t 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

男女共同参画推進企
(雑入)

業認定事業
8; 360 4. 731 3. 629 20 8. 340 

トータルコスト 15.. 325千円 (前年度 12.675千円) [正職員:0.9人非常勤職員:3.3人]
主な業務内容 制度周知、各企業訪問、申請の審査、認定、委託契約の締結、派遣先企業の募集

-決定等

工程表の政策目標(指標) 職場、家庭、地域において多様な生き方を選べる社会の実現(認定企業数600社
:平成28年度末)

事業内容の説明

事業の目的・概要

男女共同参画の推進に理解と意欲があり、仕事と家庭の両立に配慮しながら、男女ともに働きゃ

すい職場環境づくりに積極的に取り組んでいる企業を認定し、広く紹介することで、県内企業にお

ける男女共同参画の普及推進を図る。

2 主な事業内容
(1)男女共同参画推進企業認定(予算額 5. 104千円)
0企業からの申請後、書類審査及び実地審査を行った後、認定委員会に諮り認定を行う。
-認定委員会委員:5名 -開催回数 :4回

0認定企業のより実効性のある取組推進のためのフォローアッア、また新規開拓等を行うため、
男女共同参画推進サポーターとして非常勤職員を1名新たに配置する。(西部地区)

(2 )就業規則整備支援コンサルタント派遣事業(予算額 2. 490千円)
男女共同参画推進企業の認定申請に当たり、中小企業にとって特に負担感の大きい就業規則等

の整備を促進するため、社会保険労務士を派遣する。

対象企業 認定申請を予定している企業及び認定企業(中小企業に限る。)

支援内容 就業規則、育児・介護休業規程、セクシュアルハフスメント防止規程の作成又は関係

法令への対応状況の確認、改正事務の支援

派遣件数 2 5事業所
実施方法 鳥取県社会保険労務士会へ業務委託

(3 )事務費(所要額 766千円)

3 これまでの取組状況

-認定企業の個々の取組内容や取組による具体的メリットを紹介する情報誌を作成し、制度や

取組のメリット等の周知を図る。

-企業への普及推進に当たっては、市町村、総合事務所及び商工団体等と連携し、効果的な働

きかけを行う。

認定申献意欲ある中小企業等へ社会保険労務士を派遣の上、就業規則の整備を支援し、認定|

取得を促進。(平成24年度より実施)
[現状1483社(1月末現在)
|年度 H15 1 H16 1 H17 1 H181 H19 1 H20 1 H211 H22 IH23 1 H24 1 H26. 1 1計|
|認定数 3 1 5 1 9 11181 38 1 28 121 1176 L57 19 I 9 I 483社|
※廃業等により現存しない企業も含む。
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事業名 本年度|前年度|比較

5
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d
 
3
 

p
n
u
 

1 事業の目的・概要
男女共同参画を推進し、男女共同参画の理解者やリーダーを増やすため、普及啓発・人材育成及び
推進団体等の活動支援を行う。

(普及啓発)
各種講座

2 

(人材育成)
各種講座 I1， 956 

ーの育成
くりの人材の育成

小規模グループで開催する自主学習会、

(2) 
活動支援 I2，.8871 男女共同参画の必要性や取組方法についての理解を促進するため、白

ちづくりなど地域における先駆的なモデル事例を紹介する
冊子の作成・提供
(3) よりん彩学びのサロン
市町村担当者が男女共同参画に関する知識を広め、担当業務に関する
情報交換ができるネットワーク構築の場を提供
(4) よりん彩記念日フォーラム補助金
男女共同参画の理解促進とネットワークづくりを推進するため、フォ

助成

3 これまでの取組状況、改善点
(普及啓発)
・共同参画時代の自分磨きセミナー(年7回、 3回直営・ 4回委託)
(人材育成)
・男女共同参画推進人材育成協働事業 (4事業委託)
・中目談に関わる人たちの基礎講座(東・中・西部開催、人権局との連携)
(活動支援)
・よりん彩活動支援事業(随時)
公開講座、研修支援講座、若者企画講座、企業セミナ一、出前講座
・よりん彩記念日フォーラムの開催(平成25年4月28日(日)) 
延べ900人程度の県民が参加
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2款総務費

2項企画費
1目 企画総務費

事業名

男女共同参画センター

運営費

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・慨要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

男女共同参画推進課(内線:7075) 
(単位千円)

本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(雑入)

39， 704 39， 885 ム181 100 39， 604 

55， 956千円(前年度 56，567千円) [正職員:2. 1人非常勤:8. 7人]
施設管理、情報提供、男女共同参画に関する相談対応、県民活動支援のた

めのミーテイング室・印刷機器等の貸出等に係る事務

男女共同参画人材パンク登録者数[平成28会年員度] 200人]
よりん彩ネット会員数[平成28年度 400 
情報資料室の図書貸出冊数[平る男成性28相年談度件年間8，000冊]
男女共同参画センターにおけ 数[平成28年度年間800件]

男女共同参画社会の実現をめざす拠点施設である「男女共同参画センター“よりん彩"Jの管理運

営、情報提供、相談事業、県民活動支援のための施設提供等に要する経費。

2 主な事業の内容 (単位:千円)

区分 予算額 主な内容

管理運営費 32， 182 -人件費(相談員等非常勤職員)
-男女共同参画センター運営協議会

-庁舎管理等

情報収集提供事業費 3， 869 -図書等の購入及び閲覧・貸出、貸出等シスァム管理
-人材パンク運営

-インターネットパソコンの利用

-広報紙発行、よりん彩ネット等

相談事業費 3， 003 -一般相談(男性相談の充実)
-専門相談(心、男性、法律)等

活動推進事業費 650 -設備利用支援(印刷機器等の貸出)
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2款総務費
2項企画費

1目企画総務費

事業名

男女共同参画推進員

設置費，

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標).

事業内容の説明

事業の概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較

1， 105 1， 140 ム35

4， 201千円(前年度 4，318千円)

男女共同参画推進課(内線:7075) 

(単位:千円)

財 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

1. 105 

[正職員:0.4人]
推進員会議開催、申出審査、年間処理状況報告書作成等に係る事務局業務

男女共同参画推進条例により設置された第三者機関として、男女共同参画に関する苦情・不服の申

出審査、男女共同参画施策の是正・改善の勧告等を行う男女共同参蘭推進員の活動に要する経費。

(男女共同参画推進員 :4名)

2 主な事業の内容

県民の方(事業者、団体を含む)からの男女共同参画に関する苦情や不服の申出を審査し、必要と

認めるときは、県の機関に対して是正若しくは改善の措置を講ずるよう勧告し、又は制度の改善を求

める意見を公表する。

3 これまでの取組状況

<申出処理件数> (単位.件)

年度 申出件数
次年度 審査結果

繰越 勧告 意見公表 棄却 却下 合計

平成21年度 2 l 。 1 。 。 1 
平成22年度 1 。 。 2 。 。 2 

平成23年度 1 。 。 l 。 。 1 
平成24年度 3 。 。 2 。 1 3 
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2款総務費

2項企画費

1目 企画総務費

事業名 本年度 前年度 比較

(廃止)

関西広域で考える男女 。 746 ム746
共同参画フォーラム

(仮称)開催支援事業

トータルコスト 。千円(前年度 2，335千円)
事業内容の説明

事業完了のため廃止する。
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男女共同参画推進課(内線 :7075)

(単位:雫円)

財 i涼 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源



平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費 交通政策課(内線:7100) 
東部振興課(内線:7969) 

(単位千円)

2項企図費
3目交通対策費

事業名 本年度 前年度 比較
目オ i原 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

若桜鉄道ミュージア
7， 800 7， 800 。 7， 800 

ム創出事業

トータルコスト 10， 122千円 (前年度 10，183千円) [正職員:O. 3人]
主な業務内容 補助金申請書の審査・補助金の支払い、関係機関との調整

工程表の政策目標(指標) 〔交通政策課〕若桜鉄道への支援

〔東部振興課〕県民が自主的に取り組む地域づくり活動の支援

事業内容の説明

事業の目的・概要

多くの魅力ある資源を有する若桜鉄道の沿線一体を鉄道ミュージアム(博物館)と見立て、全国

へ発信・売り出すために必要な事業に対して支援を行う。

平成24年9月に若桜鉄道沿線活性化協議会が作成された「若桜鉄道“まるごとミュージアム"
推進計画」に基づき地元が行うソフト・ハード両面の取組に対し支援を行い、新たな来訪者を呼び

込むととで地域活性化につなげることを目的とする。

2 主な事業内容

(単位:千円)

事業区分 補助率 予算額 事業実施主体

補助事業
-ウヱプや印刷物による情報発信

-ミニbージアムグッズの開発 定額 1， 000 若桜鉄道沿線活性化協議会
(ソフト)

-ミュージアムガイドの養成等

補助事業
-看板、銘板の設置 若桜町、八頭町

-駅舎等の修繕、美装化 1/2 5..000 若桜鉄道沿線活性化協議会構成団体※
(ハード)

-静態保存されている車両の塗装等 ※町も同額補助し間接補助

対外的な情
-鉄道雑誌、旅行雑誌への広告掲出 1， 800 県(交通政策課)

報発信事業

合 計 7. 800 

3 これまでの取組状況、改善点

若桜鉄道沿線活性化協議会が、協議会内部に「ミュージアム部会」を設置し、平成24年9月に
『若桜鉄道“まるごとミュージアム"推進計画』を作成された。

同計画に基づき、ソフト事業としては沿線の魅力を紹介するガイドブックやリーフレットの作成

に取り組み、ハード事業としては若桜・八頭両町による駅舎等の登録有形文化財にふさわしい修繕

-美装化や若桜駅売庖の駅中ギャラリー化等の事業が取り組まれている。

平成25年からは、ハード事業の事業実施主体を拡大し、若桜鉄道沿線活性化協議会の構成団体
まで広げ、沿線各駅に静態保存されている車両もミュージアムの大切な資源であるという観点から、

その塗装等も対象とするよう拡充した。

[今後の取組方針]

ソフト・ハード事業を実施し、その成果を情報発信することで、全国から鉄道愛好者等を呼び込

み、若桜鉄道の沿線活性化につなげる。
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2款総務費
4項市町村振興費 東部振興課(内線 :7970)

(単位:千円)2目 自治振興費

事業名 本・年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

東部振興課管理運営 (諸収入)

費 11. 052 11， 189 ム137 17 11， 035 

ト タルコスト 88， 442千円 (前年度 90，628千円) [正職員10.0人:非常勤職員2.0人]
主な業務内容 鳥取県東部圏域の災害発生時の危機管理対応、中山間地域振興の推進、 NPO

法人の活動支援、農商工連携の推進等

工程表の政策目標(指標) 県東部地区の県民の安全安心な暮らしに資する防災・危機管理体制の整備等

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取県東部圏域における現場に密着した、地域課題の解決等による地域活性化の推進に要する経費。

2 事業内容
( 1)災害発生時の危機管理対応及び関係機関との連絡調整

(2) NPO法人の設立認証、活動支援
(3 )農商工連携の推進

(4)中山間地域振興施策の推進
( 5)八頭郡活性化戦略会議の運営 等

(単位:千円)

主 な 内 唯抗会ゴ・ー 予算額

非常勤職員の人件費 4， 267 
八頭郡活性化戦略会議負担八金E 150 
0八頭郡3町と県で、 頭郡の振興と活性化のための共通課題や広域課題への取
組を行うため、「八頭郡活性化戦略会議」を組織している。

0運営経費:600千円(内訳.県150千円、各町150千円X3町)

職員旅費、課運営に係る消耗品の購入経費等 6， 635 
ぷ仁〉3、 計 11. 052 

※八頭郡地域総合振興対策事業を統合
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6款農林水産業費
l項農業費 東部振興課(内線:7970) 
l目農業総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

とっとりジビエ利

用促開(発進い普総な及合ば事対の業策ジ) 事
10. 629 4，095 6， 534 10， 629 

業ビ
ヱ
ト タjレコスト 12. 177千円 (前年度 5.684千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 「いなばのジビエの推活進用協事議例会」の運営に係る関係機関との調整、打ち合わせ
等及び未利用部位 調査

工程表の政策目標(指標) 有望案件を選択の上、モデル事例を育成(猪、鹿の活用等)
事業内容の説明

事業の目的・概要
( 1 )県東部のジビエ肉の供給側から利活用側までが連携してジビヱのイメージアップや有効活
用、消費を拡大を促進するために結成された「いなばのジビエ推進協議会」にプロモーション
活動等 行うコーディネーターを配置し、また、販路開拓や消費拡大に向けたファンクラブ
の設置、ジビエフェスティパルの開催等を委託する。

( 2 )今まで活用が進んでいない鹿角、皮、内臓、肉の部位の資源価値の調査研究等を鳥取大学
等に委託し、まるごと一頭の有効活用を図る。
※ジビエ(仏:gibier) =主にフランス料理の用語で、狩猟によって食材として捕獲された

野生の鳥獣のこと。

2 主な事業内容
(1)ジビエコーディネーターの配置(いなばのジビエ推進協議会へ委託) 4， 196千円
各獣肉処理加工施設の精肉在、プ庫ロ状モ況ー等シにョ関ンす活る動情等報を収行集う管ジ理ビ、販路開拓、 マッチングの推
進(猪・鹿の肉・皮・内臓等) エコーディネータ「を配置。

I (2) [新]県民へのジビエの普及(いなばのジビエ推進協議会へ委託) 2， 293千円
(ア)ジビエファンクラブの組織化
猪・鹿の有効活用に賛同する消費者を組織化、商品・庖・イベント情報等を発信し、
その活用を促進する。
(イ)いなばのジビエフェスティパルの開催
猪・鹿の有効活用取組事例発表。パネル展示で紹介、ジビエ料理の試食提供、猪・鹿
を活用した加工品の商品展示を行う。

(3) [新]未利用部位(角・皮・内臓)の資源価値の調査研究 2， 960千円
(ア)鹿角に含まれる有望成分(コラーゲン等)の抽出検査(鳥取大学へ委託)
(イ)活用事例調査(ドッグフード・健康食品等)

(4) [新]販売の多様性を模索するための肉の有効活用調査(食品加工研究所へ委託) 1， 180千円
(ア)健康機能成分(アミノ酸・カルニチン等)の抽出検査
(イ)新たな加工開発(例:発酵熟成)に向けた調査

3，これまでの取組状況、改善点
[これまでの取組状況]
0平成24年5月17日:協議会発足、平成25年12月現在.会員数56 (内、民間団体48)
0解体処理技術の向上や衛生管理体制の構築に向けた研修会等を実施。
O肉にとどまらず、皮・角・内臓等の活用に向けた検討を開始。
[平成25年度の取組状況、改善点]
0多くのメディアに取り上げられ、ジビエの認知度が向上。
0ジビエ料理提供庖舗、旅館が増加(H24.5月:1庖舗→H25.12月 14庖舗)
。肉以外の部分を活用した商品化への取組(洗顔布・鞄・小物・アクセサリー・ペットフー
ド等)
[平成26年度の取組方針]
0これまでの取組の成果を踏まえ、更に県民に対するジビエの普及・啓発活動を強化する。
0これまで活用の進んでいない角、皮及び肉の部位等について有効活用を図る調査研究を進める。
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7款商工費
3項観光費
1 EI i盟主

事業名

東部地域振興・
交流支援事業

トータルコスト

主な業務内容

本年度|前年度 l比較 備考

4， 7381 4， 7381 0 4， 738 

12，477千円 (前年度 13，475千円) [正職員:1. 0人]

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

補助金交付業務、関係機関との調整・打合せ、協議会事業の実施等

県民が自主的に取り組む地域づくり活動の支援

1 事業の目的・概要
鳥取県東部地区の地域資源を活用した観光客誘致及び交流人口の増加の取組を促進し、地域の活性化

を図るとともに、地域の魅力アップを図る。

2 主な事業内容

3 

事葉名 | 目 的 | 主な事業内容
氷ノ山県際交|氷ノ山を鳥取・兵庫両県一体|鳥取・兵庫両県氷ノ山交流登

流推進事業 |の山として認識し、両県の当|山、氷ノ山両県一体マップ作成
該地域の振興を図る。 れ補助事業)

とっとり因幡|県東部地域の農山漁村の地域|グリーンツーリズムの普及・啓
グリーンツー|資源を活かしたグリーンツーi発、情報の収集・発信、実践団
リズム推進事11)ズムの取組を積極的に推進|体の育成・掘り起こし及び資質
業 |する。 I向上(負担金)
岩美キッズト|参加者等に地域住民との交流|岩美キッズトライアスロン実施
ライアスロン|の場や地域の良さを体験する|経費の支援件市助事業)
支援事業 |機会を提供し、山陰海岸ジオi

パークへの理解を深める。
「幸せはこぶ|兵庫県と鳥取県の国道29号

福(2 9 )ロ|周辺地域の市町及び民間関係
ード」事業 l者等との協力と連携の下に地

域の振興と活性化を図る。

(1 )福ロード事業(負担金)

フルーツリレーイベント等
の実施
(2)ニクロード推進事業(補助

事業) ニクロードイベン
ト等の実施

(単位:千円)
予算額|事業実施主体

390 Iわかさ氷ノ山自然
ふれあいの里活性
化協議会

1. 648 Iとっとり因幡グ日
一ンツーリズム推
進協議会

800 I岩美キッズトライ
アスロン全国大会
実行委員会

m|国道29号周辺兵
庫・鳥取地域振興
協議会

707 

職員旅費、消耗品の購入経費等 1 893 1県
合計 I 4， 738 I 

※氷ノ山県際交流推進事業(総務費)、とっとり因幡グリーンツーリズム推進事業、岩美キッズ
トライアスロン支援事業、「幸せはこぶ福 (29) ロード」事業及び東部地区観光資源活用事

業を東部地域振興・交流支援事業に再編

ロー

ス・観光マップの作成などによる沿線道の駅や観光施設等への来客動員などの成果があ
がった。今後は、鳥取自動車道全線開通による影響も鑑み、引き続き沿線各所への働き

77 



平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
4項 市町村振興費
l目 自治振興費

事業名

東部庁舎総務会計事

務処理費

本年度

(2， 995) 

前年度 比較
財

国J~I支出金

(2， 990 (4) 

源

起債

東部振興課(内線 :7970)
→事業実施:総務部税務課

(単位:千円)

内 訳
備考

その他 ー般財源

(雑入)

(10) (2， 985) 

トータルコスト 26，212千円 (前年度 26，823千円) [正職員3.0人:非常勤職員1.0人]
主な業務内容 予算執行管理・旅費関係事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

東部地域地方機関の予算執行管理・旅費関係事務に要する経費。

2 事業内容

主 な

非常勤職員の人件費

職員旅費、消耗品の購入経費等

2款総務費
4項市町村振興費
1目 自治振興費

事業名

八頭庁舎総務会計事

務処理費

£口益、

本年度 前年度

(2， 503) (2， 499) 

内 n廿~ 

百十

比較

(4) 

(単位.千円)

予算額

2， 463 
532 
2， 995 

東部振興課(内線 :7970)

財

国庫支出金

→事業実施:県土整備部県土総務課

(単位:千円)

1原 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

(雑入)

(10) (2， 493) 

トータルコスト 17， 981千円 (前年度 18，387千円) [正職員2.0人:非常勤職員1.0人]
主な業務内容 予算執行管理・旅費関係事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

八頭地域地方機関の予算執行管理・旅費関係事務に要する経費。

2 事業内容
(単位・千円)

主 な 内 a廿h 予 算額

非常勤職員の人件費 2，463 
職員旅費等 40 

d仁hヨ、 計 2， 503 
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2款総務費
4項市町村振興費
1目 自治振興費

事業名 本年度

出納事務費 (2， 463) 

前年度 比較

(1， 801) (662) 

東部振興課(内線:7970) 
→事業実施:会計管理者会計局審査出納課

(単位:千円)

財 源 内 訳
備考

国Ji1i支出金 起債 その他 一般財源

(雑入)

(10) (2，453) 

トータルコスト 25， 680千円 (前年度 25，962千円) [正職員3.0人・非常勤職員1.0人]
主な業務内容 会計審査事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

東部・八頭地域地方機関の会計審査事務に要する経費。

2 事業内容

2款総務費

4項市町村振興費
l目 自治振興費

事業名

集中化業務事務費

トータルコスト
主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

l 事業の目的・概要

主 な

本年度 前年度

(2，463) (2，459) 

(単位.千円)

内 d廿. 

|予 f42|

東部振興課(内線:7970) 

比較

(4) 

→事業実施・会計管理者庶務集中局集中業務課

(単位:千円)

財 1原 内 訳
備考

国師支出金 起債 その他 一般財源

(雑入)

(10) (2，453) 

2，463千円 (前年度 2，130千円) [正職員O.0人非常勤職員1.0人]
給与関係事務

東部・八頭地域地方機関の給与関係事務に要する経費。

2 事業内容
(単位・千円)

主 な 内 ?Eゴz・‘ |マ4~1
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2款総務費

2項企画費 情報政策課(内線:7849)→事業実施:総務部情報政策課

(単位:千円)2目 計画調査費

事業名 本年度 前年度 比較
M 源 内 訳

国庫支出金 起債 その他 一般財源 備考

(新)鳥取どこでも・

モパイル・インターネ (9，710) (0) (9， 710) (9，710) 

ット事業

トータルコスト 12，032千円(前年度 O千円) [正職員:O. 3人]

主な業務内容 現地調査、契約業務、各種調整

工程表の政策目標(指標) 誰もがブロードバンド環境が利用できる無線LANアクセスポイントを普及する。

事業内容の説明

事業の目的・概要

大交流時代を迎えている中、多くの外国人観光客は、園内携帯電話会社と契約をしていないため、

無料Wi-F i (公衆無線LAN)環境がないと、インターネットが利用できず、観光庁の調査で「無

料公衆無線LAN環境」が外国人観光客が旅行中最も困ったことの第一位となっている。

そのため、無料WトFi環境を整備し、外国人観光客が、携帯電話やスマートフォン、タブレット

等による様々な情報の収集やFacebook、ブログなどでの情報発信、母国とのメールのやりとり等を容

易にできるようにして、鳥取を訪れる外国人観光客への r1 C Tを活用したおもてなし」を推進し、

満足度の向上や観光客増等につなげる。

2 主な事業内容

(1)外国人観光客ツアーへのWi-Fiルータ貸出 (50台(予定)) 5， 006千円

空港や港の観光案内所等で、外国人観光客のツアーに同行する旅行会社担当者や通訳等に モパ

イル型Wi-下iルータを貸し出し、外国人観光客がツアー移動中にインターネットをできる環境を

提供する。

(2 )観光施設、道の駅等での Wi-Fi利用 (40台(予定)) 4， 704千円

Wi-F i環境が整備されていない外国人観光客が立ち寄る観光施設、道の駅等に県がWi-Fυレー

タを設置し、来場者がインターネットをできる環境を提供する。

3 これまでの取組状況、改善点

平成24年度から、鳥取どこでもブロードバンド事業により、施設の光ファイパを利用したWi-Fi 

環境を整備してきた(H24:29施設40箇所)が、ここ l、2年の間l之、高速なモパイルインター

ネット通信環境が整備されてきたため、光ファイパとともにモパイルインターネット通信環境を活用

して、施設でのWi-Fi利用とともに外国人ツアー客が移動中でもWi-Fiを利用できる環境を整備す

ることとした。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費 情報政策課(内線 :7613)→事業実施:総務部情報政策課

(単位:千円)2目 計画調査費

事業名 本年度 前年度 比較
日オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)オープン・ガ

バメント鳥取推進事 (807) (0) (807) (807) 

業

トータJレコスト 2. 355千円(前年度 O千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 データ変換業務委託、イベント開催

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

国の高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部において、政府が保有している情報を公開し、民

問ビジネスに活用する仕組みが検討され、平成25年6月には、電子行政オープンデータ推進のため
のロードマップが策定されたところである。

今後、データ利用者が二次利用しやすい形でのデータ提供やオープンデータ利活用を推進すること

で、県内 ICT企業等が自由に加工できるようになれば、新たなビジネス機会が生まれることが見込

まれる。

情報公開先進県である鳥取県においても、データ利用者が二次利用Lやすい、機械判読がしやすい

形式でのデータ整備・公開を行うとともに、オープンデータ利活用を推進するものである。

2 主な事業内容

( 1 )データ変換

とりネットにおいて提供されている機械判読が困難なPDF形式等のデータを、障害福祉サービ

ス事務所等への委託により、機械判読しやすく二次利用可能な形式 (Cs v、RDF、XML)
へ変換する。

(2 )データの利活用の推進

オープンデータの活用をテーマに、開発者が協力しながらアイデア出しを行ったり、協力し集

中的にアプリケーション開発を行うイベントを開催し、新たな利活用を促進する。(商工労働部と

の共管J

3 これまでの取組状況、改善点

平成25年度、鳥取県でも有識者を交えたオープンデータ利活用検討会を開催し、公開するデータ
の形式や公開ルール等について検討しているところであるが、機械判読しにくい形式で公開されてい

るデータも多いため、機械判読しやすい形式で公開する等、より一層のオープンデータ利活用推進を

図ることとした。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費 情報政策課(内線:7613)→事業実施:総務部情報政策課

(単位:千円)2目 計画調査費

事業名 本年度 前年度 比較
日オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)統合宛名シス

テム整備事業
(215，380) (0) 1215，380) 1215， 160) (220) 

トータルコスト 222， 345千円(前年度 O千円) [正職員:O. 9人]

主な業務内容 統合宛名シスァムの整備

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

社会保障・税番号制度に関する法律が平成25年5月に成立し、平成28年 1月から個人番号の利

用が開始される。

個人番号を利用することにより、正確な所得情報把握による社会保障と税の給付と負担の公平化や

申請者の窓口で提出する書類の簡素化等が期待されており、各自治体では、国や他の地方公共団体等

との情報連携に必要な新規システム整備や既存システムの改修を実施する必要がある。

2 主な事業内容

国や他の地方公共団体等との閉で個人情報の照会・提供を行うため、県庁内の各システム毎の個人

を特定する番号を同一人物の番号として関連づけるための「統合宛名システム」の整備を行う。

(単位・千円)

区分 予算額

統合宛名システム構築費用 215，160 

標準事務費 220 

合計 215，380 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費

2自 計画調査費

情報政策課(内線・ 7849)→事業実施・総務部情報政策課

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

国庫支出金 起債 その他 一般財源 備考

鳥取どこでもブロード

バンド利用環境整備・ (2， 250) (4，874) (ム2，624) (2， 250) 

運用事業

トータルコスト 3， 024千円(前年度 5，668千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 契約業務、各種調整

工程表の政策目標(指標) 誰もがブロードバンド環境が利用できる無線LANアクセスポイントを普及する。

事業内容の説明

事業概要

国内外からの来県者の利便性向上のために整備した無線LAN環境について、設置施設等の運用保守

等を行う。

2 主な事業内容

設置施設の運用保守等 (単位:千円)

区 分 予算額

委託料(シスァム保守、フィルタリング費用一次対応等、 オンサ

イト対応等)
2， 250 

ウェブアクセシビリ
(6， 878) (6， 687) (191) (6， 878) 

ティ向上事業

トータルコスト 7， 652千円 (前年度 7，481千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 ウェブアクセシピリァィ向上シスァム利用料の支払い

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業概要

鳥取県が管理するウェブページのアクセシビリテイ(高齢者、障がい者を含めた誰もが、ウェブペー

ジ上の情報や機能を支障なく利用できるような状態にあること。)を向上させるため、障がい者と協働

してアクセシピリティ上の問題点を短時間で改善していくシステムを利用する。

2 主な事業内容

ウェブアクセシビリティ向上システムの利用料 6， 878千円
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• 

平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費

2百 計画調査費

情報政策課(内線・ 7849)→事業実施:総務部情報政策課

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
M i原 内 訳

国庫支出金 起債 その他 一般財源 備考

地域情報化推進事業 (4. 615) (5. 617) (ム1.002) (4. 615) 

トータルコスト 19. 319千円(前年度 20.711千円) [正職員・1.9人]

主な業務内容 国や市町村との各種調整、情報化に関する各種調査、実行委員会運営 等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の概要

産学宮関係者の連携等による地域情報化を推進するための活動経費。

2 主な事業内容 (単位.千円)

区 分 予算額

中国情報通信懇談会への負担金 20 

標準事務費(活動費) 4. 595 
A口h 計 4. 615 

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

国庫支出金 起債 その他 一般財源 備考

鳥取情報ハイウェイ
(財産収入)

(125.052) (125.005) (47) (2. 118) (122. 934) 
管理運営事業

トータルコスト 135. 887千円(前年度 136.127千円) [正職員:1.4人]
主な業務内容 鳥取情報ハイウェイの運営・保守管理、利用者との協議・契約、国等への申請・

報告、支障移転工事等の設計・監督、利用促進のための調整

工程表の政策目標(指標) 鳥取情報ハイウェイの活用促進

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取情報ハイウェイを24時間365日常時監視し、信頼性を確保するとともに、保守点検、障害対
応、利用者対応を行い、通信サービスを円滑に提供する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額

管理運営業務 74. 916 
光ファイパケーブル、機器の購入・保守管理 26. 740 
広報費 500 
標準事務費(通信回線使用料等) 22. 896 

，仁C入3 言十 125.052 

84 



平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費

2目 計画調査費

情報政策課(内線 :7613)→事業実施・総務部情報政策課

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
st 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

業務改善シスァム構

築支援事業
(21. 254) (30， 117) (68， 863) 21. 254 

トータルコスト 35， 184千円 (前年度 44，416千円) [正職員:1.8人]

主な業務内容 業務改善シスァムの開発支援、ノーツデータベースの開発改修相談など

工程表の政策目標(指標) ITによる庁内業務の効率化と既存シスァムの効率化の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要

県業務の効率化・迅速化を推進するため、庁内LANや情報共有用ソフトウェア「ノーツ」等を活
用して業務の情報共有化・電子化を支援する。

2 主な事業内容 (単位.千円)

区 分 予算額 内容

業務改善シスァム開発 10， 000 業務の集中化等、全庁的な業務効率化を実現するため

支援 のシステム化を重点的に支援

ノーツデータベース 8， 023 ノーツ技術者による相談窓口を開設し、各所属で実施

開発・改修相談窓口 する個別業務の情報共有化・電子化を技術的に支援

台帳記録管理システム 3， 231 台帳業務の効率化を図る目的で整備した台帳記録管理

保守運用経費 システム保守運用を行うもの。

d口h 音千 21，254 

電子申請・電子決裁 (雑入)

-総合文書管理シス (59， 071) (58， 359) (712) (10) (59， 061) 

テム事業

トータJレコスト 63， 714千円(前年度63，125千円) [正職員:O. 6人非常勤職員:O. 2人]

主な業務内容 業務委託、機器借上げ、非常勤報酬、様式追加等の庁内調整

工程表の政策目標(指標) オンライン手続きの普及による県民の利便性の確保

事業内容の説明

事業の目的・概要

県民の利便性の向上及び業務の効率化を図るため、電子申請システム、電子決裁・総合文書管理シ

ステムの運用管理を行うとともに機能改善を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 予算額

総合文書管理電子決裁シスァムの運用・機能改善 21，657 

電子申請シスァムの運用 7， 704 

シスァム・機器リース料等 29， 710 

合計 59， 071 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費

2目 計園調査費

情報政策課(内線 :7615)→事業実施:総務部情報政策課

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

県立施設予約システ
14， 122) 15， 036) (ム914) 14， 122) 

ム管理運営事業

トータルコスト 4，896千円(前年度 5，830千円) [正職員:0， 1人]

主な業務内容 システム利用施設及び事業者との連絡調整、シスァム使用料の支払

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

県立施設等の利用者の利便性を向上し利用を促進するとともに、施設管理業務を効率化するた

め、県立施設及び鳥取市立施設を対象とする予約システムを鳥取市と共同で運用する。

2 主な事業内容

システム使用料 4， 122千円

鳥取県WEBGIS'
14， 899) 

運用事業
(4， 763) (136) 14， 899) 

トータルコスト 5， 673千円(前年度 5，557千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 サービス提供事業者との連絡調整、シスァム使用料の支払

エ程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取県内における公共施設や防災・観光などの地図情報をウェブで公開するサービスを提供する。

2 主な事業内容

システム使用料 4， 899千円
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費

2日 計画調査費

情報政策課(内線:7615)→事業実施.総務部情報政策課

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

インターネット映像

配信事業
(3， 650) (3， 684) (ム34) (3， 650) 

トータルコスト 3， 650千円(前年度 3，684千円) [正職員:O. 0人]

主な業務内容 インターネット放送局の運営

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

県民等への情報発信の一環として、インターネットで知事記者会見や県議会中継等の映像を配信する。 l

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 予算額

インターネット放送局の機器リース 681 

イシターネット放送局の管理運営 2， 969 

合計 3， 650 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費

2目 計画調査費

情報政策課(内線 :7615)→事業実施.総務部情報政策課

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
Eオ 源 内 訳

備考
国庫支出金 |起債 その他 一般財源

債務負 債務負
庁内LANシステム 担行為 担行為
管理運営事業 31. 122 3l，1729281 J 

(494. 7981 (479.014) (15.7841 (494. 

トータルコスト 504. 085千円(前年度488.547千円) [正職員:1.2人非常勤職員:0.7人]

主な業務内容 庁内LANパソコン管理運営、庁内LANパソコン強靭化機器保守管理

工程表の政策目標(指標) 省力化を目的とするシスァム化対象業務について業務の効率化を伴う積極的な導

入推進

事業内容の説明

事業の目的・槻要

業務効率化と迅速化の基盤となる「庁内LANシステムJの管理運営、整備を行う。

2 主な事業内容 (単位千円)

項 日 予算額

庁内LAN回線借り上げ 32.316 

庁内LANパソコン及びネットワーク機器保守管理 158.765 

庁内LANパソコン及びネットワータ機器等賃借 253. 378 

ノーツライセンスパージョンアップ費用 13. 306 

官indo¥isServer CALフイセンス費用 7. 800 

庁内LAN強靭化機器保守管理・システム構築費等 29. 233 
lロh 計 494. 798 

[債務負担行為額]

~indo\ï s Server CALライセンス費用 限度額 31.122千円(平成27年度~平成31年度)

※~indo\ï s Server CALライセンスとは、 ¥¥indo¥isServerで構築したシステムを庁内LANパソコ
ンが利用するのに必要なライセンスで、パソコンごとに必要。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費

2目 計画調査費

情報政策課(内線 :7615)→事業実施.総務部情報政策課

(単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較
日オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

電子情報システム管
(54， 540) (53， 075) (1，465) (54， 540) 

理事業

トータルコスト i 55， 314千円(前年度 53，869千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 業務委託、負担金の支払い、システム運営者との連絡調整

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取県の基幹系業務システムの運営管理・データ管理など、業務基盤の管理を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)、

区分 予算額

データ管理業務委託 52， 740 

地方自治情報センター負担金 1， 800 

合計 54， 540 

情報セキュリティ監
(700) (700) (0) .(700) 

査等事業

トータルコスト 2，248千円(前年度 2，289千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 内部監査人研修・内部監査実施

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取県情報セキュリティ対策のための基本方針等に基づき、情報セキュリティを維持・管理する住

組みが適切に運用されているかを点検・評価し、情報セキュリティの実効性を確保する。

2 主な事業内容 (単位.千円)

区分 予算額

内部監査人候補者等研修 300 

標準事務費 400 
d回h 吾目H" 700 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費

2日計画調査費

情報政策課(内線:7849)→事業実施:総務部情報政策課

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

国庫支出金 起債 その他 一般財源 備考

住民基本台帳ネットワ (52.465) (71. 759) (.619. 294) (52.465) 
ークシステム管理事業

トータルコスト 56. 335千円(前年度 75.731千円) [正職員:O. 5人]

主な業務内容 システムの運用・保守、セキュリティ研修の実施、指定情報処理機関への交付金

の交付

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の概要

住民サービスの向上と行政事務の簡素化、効率化を図るため、市町村の住民基本台帳を基礎と

し、全国の市町村を通信回線で結んだネットワークシステムを管理する。

2 主な事業内容 (単位.千円)

区 分 予算額

指定情報処理機関への父付金 15. 283 

イ主基ネット保守管理委託 16. 622 

セキュリティ研修開催経費 185 

住基ネット構成機器賃借等 20. 375 

iS コ 言十 52. 465 

。協鎮剰E入)
公的個人認証サービス (16.815) (16. 835) (ム20) (2. 196) (14.6t9) 
運用事業

トータルコスト 18.363千円(前年度 18.424千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 交付金等の支払い、市町村への制度周知

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の概要

住民が電子署名が必要な申請を行う際に必要となる電子証明書を発行する。

事業は指定認証機関等に委任して実施しているため、事業の運営に必要な経費の負担をする。

2 主な事業内容 (単位・千円)

区 分 予算額

指定認証機関への交付金 14. 539 

共通基盤運用事業負担金 2. 058 / 

公的個人認証サービス都道府県協議会負担金 80 

iS 計 16. 677 
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2款総務費

2項企画費

2目 計画調査費

事業名

総合行政ネットワーク

運営事業

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

情報政策課(内線:7849)→事業実施:総務部情報政策課

(単位:千円)

本年度 前年度 比較
p.t 源 内 訳

国庫支出金 起債 その他 一般財源 備考

(35，403) (35， 757) (ム354) (35， 403) 

36， 951千円(前年度 37，346千円) [正職員:O. 2人]

機器リース料の支払い、ネットワーク運営者との連絡調整

各地方自治体問f また各地方自治体と国の各省庁とを結ぶ行政専用のネットワークである「総

合行政ネットワーク (L.GWAN)Jの運営に必要な経費を負担するとともに、鳥取県の接続設

備の保守管理を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額

LGWAN都道府県負担金 35， 340 

LGWANt皇続機器リース料 63 
d口k 計 35，403 
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平成26年度当初組織改正に伴う移管事業一覧

[一般会計]
交通政策課 → 文化観光ヌポーツ局観光戦略課 (単位:千円)

事業名 予算額
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

圏内航空便利用促進事業 61， 000 61，000 

国際航空便就航促進事業 43，900 43，900 

i広b3、 計 104，900 。 。 。104，900 

情報政策課 → 総務部情報政策課 (単位:千円)

事業名 予算額
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)鳥取どこでも・モパイル・イ
9，710 9，710 

ンターネット事業

(新)オープン・ガパメント鳥取推
807 807 

進事業

(新)統合宛名システム整備事業 215， 380 215，160 220 

鳥取どこでもブロードバンド利用
2， 250 2，250 

環境整備・運用事業

ウェブアクセシピリティ向上事業 6，878 6，878 

地域情報化推進事業 4，615 4， 615 

鳥取情報ハイウェイ管理運営事業
〈財産収入〉

125，052 2，118 122， 934 

業務改善システム構築支援事業 21，254 21，254 

電子申請・電子決裁・総合文書管 〈雑入〉

理システム事業 59，071 10 59，061 

県立施設予約システム管理運営事
4， 122 4， 122 

業

鳥取県WEBGIS運用事業 4，899 4，899 

インターネット映像配信事業 3， 650 3， 650 

庁内LANシステム管理運営事業 494，798 494， 798 

電子情報システム管理事業 54， 540 54， 540 

情報セキュリティ監査等事業 700 700 

住民基本台帳ネットワークシステ
52，465 52，465 

ム管理事業
〈収益事業収入〉

公的個人認証サーピス運用事業 16， 815 2; 196 14，619 

総合行政ネy トワーク運営事業 35，403 35，403 

A 口 言十 1，112，409 215， 160 。4，324 892， 925 
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東部援興課→ 総務部税務課

事業名

東部庁舎総務会計事務処理費

事業名

八頭庁舎総務会計事務処理費

東部振興課→

事業名

出納事務費

一→

集中化業務事務費

(総務部)中部総合事務所 → (地域振興部)中部総合事務所
財 源

事業名 予算額
国庫支出金 起債

中部総合事務所運営費 30， 772 

中部総合事務所庁舎管理費 29， 707 

中部総合事務所地域課題解決事業 5， 000 

JロA 計 65，479 。

93 

(単盆千円)
内 訳

その他 一般財源
備考

く雑入〉

50 30， 722 

〈使用料〉

1，899 27，799 
く雑入〉

9 

5， 000 

。1， 958 63，521 



(総務部)西部総合事務豆L→ (士世ー域振奥部}西部総合事務所

事業名

西部総合事務所費(地域振興局)

(新)西部総合事務所現地情報集約
センター運営事業

西部総合事務所地域課題解決事業

(新)西部総合事務所遠隔地連絡調
整費

西部総合事務所費(日野振興セン
ター管理運営費)

交(廃換止塗)西部総合事務所本館屋上熱
装事業

iロh 計

[用品調達等集中管理事業特別会計]
情報政策課 → 総務部情報政策課

事業名

庁内LANパソコン集中管理事業

クラウドサーバ管理事業

合 計

予算額
財 源

国庫支出金 起債

75， 512 

2， 927 

5，000 

1，693 

37，863 

。
122，995 。 。

予算額
国庫支出金

プ否起 源債

147，531 

43， 837 

191， 368 。 。

94 

(単位:千円)

内 訳

その他 一般財源
〈使用料〉

2， 367 73， 069 
〈雑入〉

76 

2， 927 

5， 000 

1，693 

く使用料〉

648 37， 178 
〈雑入〉

37 

3， 128 119，867 

(単位:千円)
内 訳

備考
その他 般財源

147， 531 

43， 837 

。191， 368 



平成26年度当初予算歳入歳出事項別明細書(地域振興部)

(単位予円]

2lま
軟項目

総務費 うち地減振興部

1項 2項

総務管理費 8目 1 5目 企画畳 1目

節
私立学校振 責総合事萌所 企画総措置
興盟

T 報 酬 5'2.m 13t 668 3'. 18' 153 33.m 36. '52 32.21' 

2 結 手ヰ 2. 819. ]18 616.898 528. 2" 528. W 

3 聴 員 手 当 等 '.581.111 312.850 2H 550 26'. 550 

時 間 外 手 当 1. 009. 055 1'.155 9. 295 9.295 

特殊勤語手当 1. 962 

坦 職 手 当 2.159.218 

その他の手当 1. 356. 561 28'-902 W.958 1'3;958 

児 宣 手 当 60. 909 13. 193 11.291 11. 291 

4 共 5寄 費 1. IIよ108 238. 35' 5. 299 5. 299 196.06' 19U80 

職員に罷るもの 1.036. 135 222.118 190.162 190.162 

賃金に係るもの 11. 913 15. 516 5. 299 5. 299 5. 302 -1.718 

5 提 害 補 償 • 500 

6 恩給及び理職年金 22. 591 

7 貨 金 3'. 110 1. 318 

8 輯 償 費 281.995 1'. 115 201 201 5. 551 '.160 

9 時 費 2". 188 33. 26' ，. 335 9'5 3. 390 10， -1-18 5. 601 

• 用 弁 償 28. 265 3.m 338 298 '0 1.0回 1. 019 

普 通 旅 費 164. 285 20. 101 3. 190 440 3. 350 5. 101 2. 9'3 

鴇 別 旅 費 49. 638 9. 120 201 201 3. 658 1. 639 

10 支 陣 費 3. 600 

11 需 問 費 5-13， 818 81.932 32.696 302 32.39-1 12. 088 9. 3881 

食 糧 '民 2活1.411 1. 635 280 30 250 651 

その他の需用費 514. 341 80. 291 32. -116 212 32. 144 1l.431 8.943 

12 役 務 費 515.118 -1-1. 107 12. 115 210 11. 965 8.411 5. 915 

13 畢 託 料 -1.509， 3-12 391.693 15.392 15. 392 126.822 15. 103 

14 使用料且ぴ賃借料 653. 312 33. 659 13，6-1.，) 69 13. 515 9. 325 1.4901 

15 I 事 間 負 費 1. 058. 555 

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 晶 購 入 費 14.534 3. 202 2.m 15 2. 921 260 260 

19 負担金、補助及び主付金 1. 8&6， -i-ll 4.912.491 2. 556. 635 2. 546. 53' 10. 101 1. 1'3. l' I 5. 218 

20 侠 助 費

21 貰 イサ 金

22 繍償.補犠車ぴ賠償金 2. 000 

23 償還金、剥手車ぴ割引料 186. 000 

24 控資且び出資金

~積 立 金 110.832 5. 100 5. 100 

26 寄 イサ 金

27 公 躍 貨 223 

28 操 出 金

予 備 費

言十 25. 369. 893 6. 889. 651 2. 131. 509 2.549. 035 188.414 2. 346. '60 1.01'-9411 
見オ
国 庫 茸 出 金 1. 122. 091 915. 625 日9.435 669.435 150 

士也 方 債

そ の 他 1.610. m 630. 290 14. 511 9.485 5.086 63. -130 1'0 

訳 般 財 車 22.031. 355 5.283.7-12 2. 053. 503 1. 810. 115 183.388 2. 282. 880 1. 014. 651 
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平成26年度当初予算歳入歳出事項別明細書(地域振興部)

(単位干円)

2執総措置
紋項目

うち地峻振興部

2項 4項 5項 7項

2目 3目 市町村振興興 1日 遇挙畳 l目 2目 統計調査費

節 計画醐査費 真理対軍費 自治振興貨
選挙管理香

県政遭挙世
員会開

1 報 酬 2， 344 1. 834 22， 061 22. 061 5， 169 5， 147 22 36，802 

2 桔 料 7， 38& 7， 3&& 81. 268 

3 職 員 手 当 等 7， 600 7， 600 40， 700 

時 ~， 外 手 当 4，030 4. 030 1.430 

特殊動帯手当

迫 聡 手 当

その他の手当 3，412 止412 37， 532 

児 重 手 当 158 15& 1. 738 

4 共 済 費 337 247 3， 315 3， 315 3， 154 3， 005 149 30， 522 

臓員に係るもの 2，66& 2， 66& 29， 34& 

賃金に係るもの 337 247 3， 315 3， 315 m 337 149 1. 174 

5 担 寄 補 償 11 

6 思桔且ぴ週磯年金

7 賃 金 941 941 6， 377 

8 報 償 費 3&1 416 2，594 2， 594 122 72 50 5， 635 

g 旅 費 1. 198 3， 649 10，311 10， 311 j， 255 1，275 980 5， 915 

費 用 弁 償 64 1，078 1. 078 726 536 190 218 

普 通 旅 費 784 1， 9&0 5， 542 5， 542 345 255 90 5， 317 

晴 別 旅 費 358 1. 669 3， 691 乱691 1， 184 484 700 380 

10 支 酷 費

"需 用 費 1. 135 1. 565 6， 336 6， 336 23，918 315 23， 603 6， &94 

'邑
珊 費 117 95 m m 58 54 4 150 

その他の需用費 1， 018 1.470 5， 846 5， 846 13， &60 261 23， 599 6，744 

12 役 務 11 886 1. 550 7， 924 7， 92.，J 3. -151 390 3，061 12， 146 

13 委 証 料 10，419 100，700 60，423 60，423 160 160 128， &96 

14 使用料及び賃借料 1. 135 700 6， 01 & 6， 018 16& 7& 90 よ504

15 工 ヨ忌 務 負 費

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

19 負担金繍助Eび宜付金 5-12， 12-1 595， 799 1. 162，363 1， 162， 363 110，343 74& 109， 595 15 

20 扶 助 費

21 宜 {寸 金

22 補償‘補域主び賠償金

23 償還金.利手及び割引料

24 控資 E ぴ出資金

25 積 立 会 2，900 2， 200 

26 寄 付 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

予 備 司民

2十 562， &59 708， 660 L2&1.345 1. 281. 345 164， 669 26. 178 13&，491 359，674 

JIif 固 庫 宣 出 金 269 269 305，771 
源
地 ゴち 債

向 そ の 他 53， 910 9， 380 552.077 552，077 58 10 4& 154 

訳 鰻 財 調 50&， 949 699， 2&0 729， 268 729， 26& [6.，J， 3.，J2 25， &99 138，m 53， 749 
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平成26年度当初予算歳入歳出事項別明細書(地域振興部)

(単位千円)

2執総時世 6主主
肱項目

うち地域振興部 農林水産課
費

7項統計調査費

I目 2目 3目 4目 5目 6目 7目

節
統計調査結

基本統計費 労働統計費
品林水産統

経済統計費 教育統計費 国政問査費
萌費 E十世

1 報 酬 U23 23. 161 10. 921 1. 291 382. 135 

2 給 料 81. 268 2.115.816 

3 職 員 手 当 等 10. 100 1.215.&&8 

時 間 外 手 当 U30 12.510 

特殊動務手当 1. 111 

坦 職 手 当

その他の手当 31. 532 1. 111. 535 

児 賓 手 当 1. 138 51. 666 

4 共 5艶 費 29， -1-16 556 11 190 96 160 919. 015 

職員に悟るもの 29. 31& 612.136 

賃金に係るもの 96 556 11 19。 96 160 16. 519 

5 虫 害 鴇 償 費

6 思結及び退職年金

7 賃 金 611 3.199 161 1. 200 600 666 

8 報 償 費 106 -1， 769 311 113 35.105 

9 旅 費 1. 993 1.783 211 313 510 32 923 103.191 

3世 用 弁 償 11 102 96 1. 510 

普 通 線 • 1. 612 1. 66& 115 313 531 32 923 85. 922 

特 別 旅 費 361 13 10.032 

10 交 陣 費

11 需 用

'ー

2. 601 1. 215 213 1. 591 119 !02 651 516. 159 

食 理量 費 16 55 11 32 3， 9-13 

その他の需用費 2. 556 1. 220 213 1， 59-1 132 102 625 512. 216 

12 役 務 11 3. 922 3.18& 1. 096 162 1. 363 151 1.0.，1] 121. 853 

13 垂 続 料 2. 116 56. 533 58. 226 2. 616 166 9. 119 1. 631. 619 

14 使用料及び賃借料 2. 055 960 351 310 21& 155 335 152.901 

15 エ 事 鏑 負 費 3.992. 385 

16 原 材 料 • 3. 193 

17 公有財産購入費 ¥ 1. 700 

18 備 晶 購 入
ーを

125. 2&5' 

19 負担金、補助丑び交付金 15 12. 59弘20&

20 篠 助 貨
ノ

21 貰 付 金 111.186 

22 補蝿‘繍犠&t<賠償金 61. 681 

23 償還金利子且日割引料 111. 590 

24 投資&t<出資金 101 

25 積 立 金 311. 696 

26 寄 {す 金

27 公 醒 費 316 

28 繰 出 金 280. 656 

予 備 費

言十 166， 592 96. 321 13.101 62. 135 1.139 609 12. 265 25.785. 158 

応可 国
庫 主 出 金 112. 115 96. 3 I I 13.105 62. 129 1.137 609 12.265 ι&01. 1911 

1京
地 方 債 1.153.000 

向 そ の 他 128 16 6 1.536. 291 

訳 般 財 調 53.119 13.691.667 
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平成26年度当初予算歳入歳出事項別明細書(地域振興部)

(J単位千円)

6款醜林水産業費 7融 地域掘興部計
融項目

うち地械振興師 商工費 うち地i唆掘奥部

1項 3項

由業時 1目 田光費 1目

節 直業総務費 田光費

1 報 酬 8U91 134.668 

2 輯 料 ，n 198 616，&98 

3 聡 員 手 当 等 216，<50 312， &50 

降 問 外 手 当 7， 605 1" 755 

特殊勤務手当

坦 職 手 当

その他の手当 199，602 28" 902 

!息 宜 手 当 9，2<3 13， 193 

4 集 5奇 11 202，12， 238， 35~ 

職員に係るもの 189， 180 222，778 

賃金に係るもの 12，9" 15， 576 

5 出 害 繍 償 費

6 恩結及び退職年金

7 賃 金 7， 318 

8 報 償 費 63" 833 1" 115 

9 h帳 費 91. 5，9 150 150 150 33，m 
畳 用 弁 慣 19， 951 

普 通 官昆 11 ，7， 513 150 150 150 20， 851 

特 ~II 旅 費 2I 085 9， 1201 

'0 交 陣 費

， ， 需 開 費 6&， 737 621 621 621 &2， 553 

食 糧 貨 13，776 1， 635 

その他の需用資 5<.961 621 621 621 &0，918 

'2 世 務 費 ，1， 122 22 22 22 "， 129 

'3 畢 証 料 10， 629 10， 629 10， 629 112，615 -102. 322 

'4 使用料及び賃借料 259， 3，2 100 100 100 33，159 

'5 工 事 車 負 費 9" &66 

'6 原 材 料 費

17 公有財産購入費

'8 備 晶 購 入 賛 5， 9" 3. 202 

'9 負担金補助及び交付金 8， 118，335 3， 8，5 3， 8-15 3， 8~5 " 916， 3，2 

20 挟 助 費

2' 貸 付 金 890， 375 

22 補償.楠縫且ぴ賠償金

23 慣置金、利子及び割引料

24 世資且ぴ出資金 2， 000 

25 積 立 金 5， 100 

26 寄 付 金

27 公 諜 費

28 繰 出 金 n 513 

予 備 置

t十 10， 629 10， 629 10， 629 11. 9~8 ， 09， " 13& ，，138 ，，738 6， 905， 02， 
県亨
国 庫 主 出 金 &2， 590 915， 625 

調
地 方 債

向 そ の 他 1，20" 203 630， 290 

訳 般 財 置 10， 629 10， 629 10， 629 10，661. 301 I 138 " 13& " 738 5， 299， 109 
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節 の 明 細

項 目 金額(千円)等

2款総務盟

1項総務管理費

8目私立学校振興費

報酬 私立学校審議会書員 12 人

負担ぴ金交、補助 私立高等学校等特別支援教育サポート事業補助金 4.438 
及 付金

私立学校協会補助金 1. 870 

私立学校経世相談事業補助金 530 

私立学校教職員退職金給付財源補助金 91.910 

日本私立学校躯興・共済事業団補助金 13. 020 

全国私立学校審議会迎合会負担金 150 

私立高等学校教育振興補助金 1.614.784 

私立中学校教育振興補助金 142. 195 

私立専陣学校教育振興補助金 100.212 

hyper-QU実施補助金 1. 500 

私立高等学校等1就学支援金 491. 718 

私立中学校就学主主E金 38. 032 

私立高等学校等就学支掻金事務費交付金 1. 576 

私立高等学校等生徒授提料等誠免補助金 32.882 

私立中学校生徒授業料減免補助金 1. 140 

私立学校振興資金利子補助金 1.577 

フリースクール連携推進事業補助金 9. 000 

1 5回総合事暗所費
、

報酬 非常勤職員 13人

書備員 2人

置気技師 l人

機械伎師 l人

負及担び金交付、補金助 総合事務所等地靖国1題解決事聾補助金 10. 000 

中部総合事務所安全運転運行管理者協級会負担金 10 

西部総合事務所安全運転車行管理者協説会負担金 l 91 

2項企画貴

l目企画龍務費

報酬 非常勤職員 4人

よりん彩事務、コーディネータ一、アドパイザ一、相談員 10 人

男京共同参画審部会書且 20 人

男女共同参画推進企業認定吾員会委員 5人

男女共同参両推進員 4人

給料 離職員 143 人

定数外職員 2人
負担金、補助 北方領土返理要求運動鳥取県民会織運営費補助金 270 
及び交付金

よりん彩活動支盛事業補助金 2. 825 

倉吉未来中心施設管理負担金 1. 756 

米子コンペンションセンター施設管理負担金 初5

鳥取県図書館協会年会費 2 

2目計画調査費

報酬 非常勤臓員 l人

鳥取県環境学術研究等振興事業評価昏員会書員 11 人

負担ぴ金交、補助
且 付金

l品取県環疫学術研究等振興事諜置補助金 51. 000 

乾臨地研究情報尭{買事業補助金 380 

とっとり乾地研倶車部会費 10 

鳥取短期大学と地域の尭毘を推進する会会費 10 

財団法人平成基礎科学財団賛助会費負担金 600 

公立大学法人鳥取環境大学運営費交付金 m.880 

公立大学法人鳥取環境大学施設盤問時補助金 69. 821 

新生公立鳥取環暁大学運営協議会負担金 345 

ものづくり道場支援事業補助金 1.078 
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節 の 明 細

項 目 金額(千円)等

2款総務費

2項企画費

2目計画調査費

|積立金 鳥取県環窃学術等研究基金樹立金 2. 900 

3目交通対策費

報酬 非常勤職員 I人

負担び交金、 補助 運輸事業振興助成補助金 11. 333 
及 付金

生活交通路線維持世補助金 253. 867 

広域パス路線維持費補助金 < 1. 217 

生活交通体系構築支鍾補助金 177. 015 

過酷地有償運送噂入・運行支援補助金 6. 173 

自家用有償旅客運送路輔猷験運行事業費補助金 1. 000 

全国酷置盤備促進協議会負担金 50 

山陰本組福知山椋植線電化促進期成同盟会負担金 <0 

因員総・津山線近代化担進期成岡田会負担金 80 

第三セクタ 鉄道等府県協議会負担金 ~O 

若桜線維持存続支援事業費補助金 32. 092 

若桜酷近利用促進実行書員会負担金 251 

智頭線利用促進協誠会負担金 ~O 

米子駅パリアフリー化支援事業補助金 877 

鳥取県東部地域酷道利用促進実行吾員会負担金 1. 500 

空港利用促進懇話会負担金 39. 095 

航空エアサポート主接負担金 10. 000 

航控{更を活用した新たな国内交流創出事業補助金 2. 000 

全園地域航空システム推進協部会負担金 129 

公共交通療境盤備事提捕助金 13. 000 

若桜暁道ミュージアム創出事課補助金 6. 000 

積立金 智頭酷道運営助成基金積立金 2. 200 

4項市町村振興費

l目 自治振興費

報酬 非常勤職員 4人

個人情報保鎚審議会委員 5人

サポートセンタ-II'~盤員 l人

地域づくりサボーター 5人

とっとり暮らし支援関慌補助事業審査会署員 7人

中山間地域等活性化・移住定住促進協議会 10 人

負担ぴ金交、補助
及 付金

鳥取県市町村合併主峰交付金 159.480 

鳥取県市町村交付金 270. 000 

鳥取県市町村振興協会交付金 459.000 

鳥取県権限移設交付金 75. 351 

小規模両齢化JI!帯応援事業費補助金 1. 800 

鳥取県若者定住等による集落活性化総合対策事業費補助金 50.460 

中山岡地域活力創出若者活動支接事業費補助金 2. 300 

みんなで支え合う中山岡地域づくり総合支接事業費補助金 43. 019 

中山間地域づくりサポート体制重点支援集落補助金 1. 600 

全国過酷地域自立促進連盟会費 380 

一般財団法人地域活性化センター全世 900 

地域サポート人ネットワーク全国協議会負担金 10 

まちなか暮らし総合支援事業補助金 7. 188 

!¥JPOふるさと回帰支援センター年金世 50 

ふるさと回帰ブース設置負担金 3. 888 

移住交疏推進機構年会費 300 

とっとり暮らし移住定住推進補助金 2. 100 

鳥取県移住定住推進交付金 71. 710 

中山間地域の持鋭可能な生活支世γステム実証事提モデル事聾補助金 4.000 
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節 の 明 細

ll! 目 金額(千円)等

2盈総務世

4項市町村振興費

1目 自治振興費

負担金、補金助
及び交付

外部活力・ IIUターン活用型地域づくり支援補助金 且650

八頭郡活性化戦略会部負担金 150 

鳥取県日野地区迎携共同協議会負担金 27 

5項選挙措

l目選挙管理委員会世

報酬 非常勤職員 l人

重且 4人

給料 般職員 2人
負担金、補助 都道府県選挙管理委員会迎合会負担金 240 
及び交付金

都道府県選挙管理委員会辿合会中国主会負担金 14 

在外選挙人名簿葺録事務交付金 94 

公益財団法人明るい選準推進協会負担金 400 

2田県政選挙世

報酬 選帯長 l人

負担金、付補金助
及び交

市町村交付金 107.718 

暁補者公営費 1. 877 

7項統計調査費

1目 統計調査総務費

報酬 非常勤職員(統計制査員) 7人

給料 世職員 22人

負担び金交、補助
及 付金

都道府県統計連結協議会分担金 15 

2目基本統計費

報酬 非常勤職員(統計制究員} 219人

3目労働統計費

|報酬 非常勤職員(統計制査員) 64人

5日経済統計費

報酬 非常勤職員(統計制査員) 3人

3項寵光世

1目観光費

負担金付、補金助 氷ノ山県際交流推進事業補助金 390 
及び交

とっとり因幡グリ ンツ リズム推進協説会負担金 1. 648 

岩畏キッズトライアスロン支m事課補助金 800 

国道29号周辺兵陣・鳥取地域振興協議会負担金 300 

ーク (29)ロ ド推進事業補助金 707 
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当該年度提出に係る分

事 項

平成26年度
県政選挙費

平成26年度
地域パス父通等体系整備支援事業補助

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額文は
支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

限度額
前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額

左 の 財源 内

特 定 財 j原

期 間 金 害買 期 間 金 額 国庫支出金 地方債 その他
千円 千円 予同 千円 千円 千円

374，683 平成27年度 374，683 2 

390，196 平成27年度 390，196 

訳

般財源

千円

374，681 

390，196 



Cコ
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過年度議決済に係る允

項

鳥取県市町村合併支援交付金

平成19年度町村
l鳥取県市 合併支援交付金

取県市町村合併支援交付金

11平鳥成21年度
取県市町村合併支援交付金

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は
支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額
左の財源内訳

限 度 額 特 定 財 i原

期 間 金 額 期 間 金 額 国庫支出金 地方債 その他
子阿 平問 千円 子同 千円 千円

681，120 平成19年度から 328，160 平成26年度から 93，760 
平成25年度まで 平成27年度まで

91，800 平成20年度から 36，108 平成26年度から 18，054 
平成25年度まで 平成28年度まで

207，630 平成21年度から 91，665 平成26年度から 73，332 
平成25年度まで 平成29年度まで

321，417 平成22年度から 85，352 平成26年度から 106，690 
平成25年度まで 平成30年度まで

8，772 平成22年度から 4，387 平成26年度から 4，385 
平成25年度まで 平成初年度まで

9，384 平成23年度から 3，002 平成26年度から 822 
平成25年度まで 平成28年度まで

11，406 平成25年度 602 平成26年度から 3，054 
平成34年度まで

46，554 平成26年度から 46，540 
平成35年度まで

U 

一般財源

午門

93，760 

18，054 

73，332 

106，690 

4，385 

822 

3，054 

46，540 
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過年度議決済に係る分

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

(総務部)中部総合事務所地域振興局→(地域振興部)中部総合事務所地域振興局

前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額
左の財源内訳

事 項 限 度 額 特 定 財 源
期 間 金 額 期 間 金 額 国庫支出金 地方債 その他

一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成24年度
15，120 平成25年度 5，040 

平成26年度から
10，080 10，080 中部総合事務所警備業務委託 平成27年度まで

平成25年度
288 中部総合事務所警備業務委託

平成26年度から
288 28811 平成27年度まで

小言十 15，408 平成25年度 5，040 平成26年度から 10，368 10，368 平成27年度まで

平成24年度
2，079 平成25年度 693 平成26年度から 1，386 中部総合事務所電話交換機等保守点検業務委託 平成27年度まで

平成25年度 平成26年度度かまでら
中部総合事務所電話交換機等保守点検業務委託

4日
平成27年 40 40 

小計 2，119 平成25年度 693 平成26年度から 1，426 1，426 平成27年度まで

平成24年度
平成26年度から中部総合事務所吸収式冷温水発生機保守点検業務 3，686 平成25年度 1，229 
平成27年度まで 2，457 2，457 

委託

平成25年度
平成26年度から中部総合事務所吸収式冷温水発生機保守点検業務 72 
平成27年度まで 72 72 

委託

平成26年度から小計 3，758 平成25年度 1，229 
平成27年度まで 2，529 2，529 

一一一一一一

平成24年度
567 平成25年度中部総合事務所消防設備保守点検業務委託 189 平成26年度度かまでら

平成27年 378 378 

平成25年度
12 平成26年度から

12 12 中部総合事務所消防設備保守点検業務委託 平成27年度まで

Jj、計 579 平成25年度 189 
平成26年度から

390 390 平成27年度まで
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

過年度議決済に係る分
(総務部)中部総合 Z 自

》申部I般骨車蕗Fロ『

前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額
左の財源内訳

事 項 限 度 額 特 定 財ー源

期 間 金 額 期 間 金 額 国庫支出金 地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成25年度 1，560 平成26年度から
1，560 

中部総合事務所機械警備業務委託 平成初年度まで

平成25年度 2，496 
平成26年度から

2，496 
中部総合事務所建築物環境衛生管理業務委託 平成28年度まで

ヨ目

一般財源

千円

1，560 

2，496 
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過年度議決済に係る分

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

(総務部)西部総合事務所地域振興局→(地蟻振興部)西部総合事務所地域振興局

前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額
左の財源肉訳

事 項 限 度 額 特 定 財 源
一般財源

期 間 金 額 期 間 金 額 国庫支出金 地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成24年度 2，136 平成25年度 712 
平成26年度から

1.424 1，424 l西部総合事務所エレベー聖一保守点検業務委託 平成27年度まで

平成25年度 平成26年度から
西部総合事務所エレベーヲ一保守点検業務委託

42 
平成27年度まで

42 42 

IJ、計 2，178 平成25年度 712 
平成26年度から

1.466 1，466 平成27年度まで

平成24年度
18，144 平成25年度 6，048 

平成26年度から
12，096 12，096 西部総合事務所警備業務委託 平成27年度まで

平成25年度
346 

平成26年度から
346 346 西部総合事務所警備業務委託 平成27年度まで

小計 18.490 平成25年度 6，Q48 
平成26年度から

12.442 12.442 平成27年度まで

平成24年度 • 2，722 平成25年度 907 
平成26年度から

1，815 1，815 西部総合事務所電話交換機等保守点検業務委託 平成27年度まで

平成25年度
52 平成26年度度から 52 52 西部総合事務所電話交換機等保守点検業務委託 平成27年まで

小計 2，774 平成25年度 907 
平成26年度から

1，867 1，867 平成27年度まで

平成24年度
平成成226年度から西部総合事務所冷暖房監視・制御設備保守点検業 3，780 平成25年度 1，260 
平 7年度まで

2，520 2，520 
務委託

平成25年度
平成26年度から

西部総合事務所冷暖房監視・制御設備保守点検業 72 
平成27年度まで

72 721 
務委託

IJ、計 3，852 平成25年度 1，260 
平成26年度から

2，592 2，592 
平成27年度まで
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過年度議決済に係る分

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

、咽司"'.""....，.，‘ー....，......晶・4・~.U." ， '''''.τ，切 "ι"可~'_.J 、"'1J"oI骨.. ~，，::n:"...，.~ ="".~.....I-I τ壱ヨ"l ;JJ II ，"'1J 回

目IJ年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額
左の財源内訳

事 項 限 度 額 特 定 財 府、

期 間 金 額 期 間 金 額 国庫支出金 地方債 その他
一般財源

手円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成24年度 756 平成25年度 252 
平成26年度から

504 
西部総合事務所消防設備保守点検業務委託 平成27年度まで 504 

平成25年合事度務 16 
平成26年度から

1'6 
西部総 所消防設備保守点検業務委託 平成27年度まで 16 

IJ、言十 772 平成25年度 252 
平成26年度から

520 520 平成27年度まで

平成25年度 741 
平成26年度から

741 741 
西部総合事務所機械警備業務委託 平成28年度まで

平成25年度 1，449 
平成26年度から

1，449 1，449 
西部総合事務所電気工作物保安業務委託 平成28年度まで

平成25年度
平成26年度度から

西部総合事務所冷暖房熱源機器設備保守点検業務 11，988 11，988 11，988 

杢;託
平成28年まで



Cコ
C回

過年度議決済に係る分

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

(総務部)西部総合事務所日野振興セン聖 日野振興局→(地域振興部)西部総合事務所日野綾輿センヲ一日野振興局

前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額
左の財源内訳

事 項 眼 度 額 特 定 財 調

期 間 金 額 期 間 金 額 国庫支出金 地方債 その他
一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成24年度 1，323 平成25年度 441 
平成26年度から

882 882 
日野総合事務所電話交換機等保守点検業務委託 平成27年度まで

平成25年度 26 
平成26年度から

26 
日野振興セン告ー電話交換機等保守点検業務委託 平成27年度まで 26 

小計 1，349 平成25年度 441 
平成26年度から

908 908 平成27年度まで

平成24年度 1，355 平成25年度 452 
平成26年度から

903 903 
日野総合事務所建築物環境衛生管理業務委託 平成27年度まで

平成25年度 26 
平成26年度から

26 26 
日野振興セン合一建築物環境衛生管理業務委託 平成27年度まで

小計 1，381 平成25年度 452 
平成26年度から

929 
平成27年度まで 929 



議案第2号

平成26年度鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計当初予算説明資料総括表

地域振興部→事業実施:総務部 (単位千円)

財 源 内 訳
課 名 本年度 前年度 上じ 較 備考

国庫支出金 繰入金 その他 事業収入

(鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計)

情報政策課 191，368 182，880 8，488 191，368 更新庁内LANパソコン
→総務部 端末の調達を行う経費
情報政策課 及びクラウドサーハ利用

料。

(総務課) (213，519) (208，570) (4，949) (213，519) 

(政策法務課) (98，293) (108，436) (ム 10，143) (30) (98，263) 、3

(集中業務課) (3，943，972) (4，500，711) (ム 556，739) (7，318) (3，936，654) 

(物品契約課) (538，167) (540，960) (ム 2，793) (538，167) 

合 言十 191，368 182，880 8，488 。 。 。 191，368 
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平成26年度鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計歳入歳出予算事項別明細書

歳入

節

款 項 目 本年度 前年度 比 車主
区 分 金 額

説 明

千円 千円 平円 千円

(4，977，971) (5，137，490) (L> 159，519) 

1事業収入 191，368 182，880 8.488 

(4，197，027) (4，360，231 ) (L> 163，204) 

3 集中管理
191，368 182，880 8，488 

事業収入

(4，197，027) (4，360，231) (ム 163，204)

1集中管理
191，368 182，880 8.488 

1集中管理 (3，693，877) 

事業収入 事業収入 191，368 

o (4，985，319) (5，541，557) (L> 556，238) 

どイーイ~ 歳 入 ι ロ 計 191，368 182，880 8.488 

※上段()書は、鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計の合計、下段は地域振興部の合計。



歳出
本年度の財源内訳 節

款 I頁 目 本年度 前年度 比 較
国庫支出金 諸収入 繰越金 事業収入 区 分 金 額

説 明

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
1事業費 (4，978，001 ) (5，137，521) (Ll. 159，520) (30) (4，977，971) 

191，368 182，880 8，488 191，368 

3集中管理 (4，197，057) (4，360，262) (Ll. 163，205) (30) (4，197，027) 

事業費 191，368 182，880 8，488 191，368 

1集中管理 (4，197，057) (4，360，262) (Ll. 163，205) (30) (4，197，027) 

事業費 191，368 182，880 8.488 191，368 

14使用料及び賃借料 191，368 

歳 出 合 計 (4，985，319) (5，541，557) (Ll. 556，238) (30) (7，318) (4，977，971) 

---------ど/~ 191，368 182，880 8，488 191，368 

※二と段()害は、鳥取県用品調達等集中管理事業特苅蚕許而奇計、下段は地域振興部の合計。



平成26年度鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計当初予算説明資料

l款事業費

3項集中管理事業費
1目 集中管理事業費

情報政策課(内線 :7615)→事業実施:総務部情報政策課
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 事業収入

庁内LANパソコン
(147， 531) (140， 832) (6， 699) (147， 531) 

集中管理事業

トータルコスト 147，531千円 (前年度 140，832千円) [正職員 O. 0人]
主な業務内容 庁内LANパソコン調達、会計間予算振替え手続き
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

県の行政機関を結ぶ「庁内LANシステム」に接続するパソコンについて、調達事務の効率化及び
調達コストの削減を図るため、一括して調達事務を実施する。

職員用のパソコンリース料 147， 531千円 (4， 165台)

クラウドサーバ管理
(43， 837) (42， 048) (1. 789) (43， 837) 

事業

ト タJレコスト 45， 385千円 (前年度 43，637千円) [正職員:O. 2人]
主な業ー務内容 クラウドサーバ調達、会計間予算振替え手続き

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

¥ 

これまで各所属で整備していたサーバを集約化し、コストの削減を図るため、鳥取県クラウドサー

バを利用し一括管理する。

鳥取県クラウドサーバの利用料 43， 837千円 (210台)
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平成26年度鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計当初予算歳入歳出事項目j明細書
(地域復興部→総務部)

(単位平門}

用品間違等集中 1軟事章費

紋項目 管理事車特別会計 うち地域振興部

1紋事車置

3~頁
集中管理事嘩費

節
集1中目管理事車費

1 鶴 酬 2.665. B町 2.665.897 

2 給 料

3 ..・ 5正当篠
4 共演費 444. 45~ 444.453 

、 5 :!1! W 櫨伺. .. 

6 

?雷 合 98，721 98.721 

8 報償費

9 熊 普 ~~4J6 3，416 

費用#償

董週陸軍 3.416 3.416 

特別熔・
10受際費

L1周 • 9_4J，_722 947.722 

12役持費 32自722 329.722 

13番評魁 5.330 6.330 

14使用料及び賃借料 481，335 481.335 191. 368 191，368 191.3田 191. 368 

1 5工事館色.

16原材料費

17公 a・
18情。Il.1---'費

1 9負担金 110 110 

20扶助署

2 1貸付金

22繍惜 1.000 1. 000 

23俗世罰金

24位資及び出資金

25楕立金

26容 付令

27公 限費 295 295 

28繰 州令 7.318 

予備費

電+ 4.985.319 4.978，001 191.368 '91. 368 191. 368 191. 368 

財|国庫支出会

菰|錨丸 合

肉|そ の 他 7.348 30 

駅事 S食 JIJ< 入 4，977.971 4.977，971 191.368 191.3回 191.368 191.368 
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名

等

とっとり暮らし支援課(内線 :7961)

1 提出理由
従来各地域ごとに設けていた中山間地域振興協議会に代わり、民間の意見を取り入れつつ
中山間地域やまちなかの振興に関して移住定住促進の視点を加えながら全県対象で審議する

提 1 r中山間地域等活性化・移住定住促進協議会」を設置する。

出12 概要
中山間地域振興条例制定(平成20年)後の人口減少・高齢化の更なる進行や、移住者によ

理| る地域活性化の実例を踏まえ、地域め課題を施策に反映する議論の場として、以下のように
新しい附属機関を設置する。

由I(1)附属機関の名称
中山間地域等活性化・移住定住促進協議会

及 1(2)調査審議事項
中山間地域等の振興及び移住定住の促進に関する事項

び1 (具体例)
-地域おこし協力隊の定着に向けた対応策などの課題

概| ・まちなか過疎対策の振興のための空き家活用策
-移住者の生活を支える仕事の掘り起こしについて 等

要 I (3) 附属機関の構成
地域の活性化活動団体、移住者、商工・農業関係団体、高等教育機関などから10名程度
で構成

3 施行期日
平成26年4月1日

く新しい仕組み(イメージ)> --一一一一一一 一
/各地域の市町村(住民、浴¥
¥動団体、事業者等) ノ
¥ 、/

-

各総会事務所中山間地域 lL-，.J 各地域の設なテーマに H 鰍倒糊博がそれそれテ-~-? : 
鯛チーム等 [..----:1沿った、開闘も交えた liを臨仏関問の方々による鰍会!
(東・中・茜・日野) 1': ''1懇談会 |十を酬均1=11慨しれれた脚tj

」ι 抽出Jら j中山間li!JJ出品説興チームが制盟した!7鱗績や解決策を報告"7 
/ 一 、/ i軍制置などを中IJ市m地臨時す，Wtit，移 i

: i主定制時総機会で総括ける。

政策呼+た醐

|人口・活力対策チーム・中山間地域振鰐雄会議

く現状の仕組み〉

各地域の市町村、住民、

活動団体、事業者等

一一一政策縫苦言 一一--'一一一一一一一_.，

• 
|人口・活力対策チーム・中山部地域振興推進会議
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鳥取県附属機関条例の一部を改正する条例

鳥取県附属機関条例(平成25年鳥取県条例第53号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の楠に掲げる規定に、太枠で示すように改正する。

改正後

別表第1(第2条関係)

名称

略

鳥取県新鳥取県史

編さん委員会

鳥取県中山間地域

等活性化・移住定

住促進協議会

略

鳥取県男女共同参

画推進企業認定委

員会

略

附則

(施行期日)

調査審議する事項

新鳥取県史編さん事業の基本

方針及び新鳥取県史の刊行計

画等に関する事項

中山間地域等の振興及び移住

定住の促進に関する事項

鳥取県男女共同参画推進企業

の認定に関する事項

l この条例は、平成26年4月1日から施行する。

改正前

別表第1(第2条関係)

名称 調査審議する事項

目高

鳥取県新鳥取県史 新鳥取県史編さん事業の基本

編さん委員会 方針及び新鳥取県史の刊行計

画等に関する事項

略、

鳥取県男女共同参 鳥取県男女共同参画推進企業

画推進企業認定委 の認定に関する事項

員会

鳥取県東部地区中 中山間地域の振興のための施

山間地域振興協議 策に関する事項

会

鳥取県八頭地区中

山間地域振興協議

会

鳥取県中部地区中

山間地域振興協議

会

鳥取県西部地区中

山間地域振興協議

JコhコZ

鳥取県日野地区中

山間地域振興協議

~ 

略
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議案42号(条例関係) 教育・学術振興課(内線:7815) 

条

伊j 鳥取県私立高等学校等改築事業助成条例及び鳥取県私立高等学校等大規模修繕等

名| 促進事業助成条例の一部改正について

等

1 提出理由

私立高等学校等の耐震改築等の事業を促進するために、当該事業に対する補助率を

引き上げる。

2 概要

( 1)鳥取県私立高等学校等改築事業助成条例の一部改正

平成26年度から平成30年度までの聞に実施される私立高等学校等の改築事業に対

する補助率を3分の 2 (現行 2分の 1)に引き上げる。

(2)鳥取県私立高等学校等大規模修繕等促進事業助成条例の一部改正

提| 私立高等学校等の耐震改修事業のうち国庫補助率が3分の 1であるものに対する

補助率を 3分の 1 (現行 6分の 1)に引き上げるとともに、補助を行う期間を平

出| 成30年度末(現行 平成26年度末)まで延長する。

理 I3 施行期日
平成26年4月 1日

由
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-、

鳥取県私立高等学校等改築事業助成条例及び鳥取県私立高等学校等大規模修繕等促進事業助成条例の一部

を改正する条例

(鳥取県私立高等学校等改築事業助成条例の一部改正)

第l条 鳥取県私立高等学校等改築事業助成条例(平成14年鳥取県条例第2号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改正後 改正前

附則 附則

この条例は、平成14年4月1日から施行する。

(施行期日)

1 この条例は、平成14年4月1日から施行する。

(補助金の額の特例)

2 平成26年4月l日から平成31年3月31日までの閑

に交付の決定を受ける撞助金の額は、第4条の規定

にかかわらず、同条に翠定する経費の額に3盆の2

(知事が別に定める補助金にあっては、 3分の 1) 

を乗じて得た額以下とする。

(鳥取県私立高等学校等大規模修繕等促進事業助成条例の一部改正)

第2条 鳥取県私立高等学校等大規模修繕等促進事業助成条例(平成17年鳥取県条例第7号)の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改正後

(補助金の額)

第4条 補助金の額は、大規模修繕等に要する経費の

額(知事が別に定める額を限度とする。)に3分の

1 (知事が別に定める補助金にあっては、 6分の

ょLを乗じて得た額以下とする。

附則

(施行期日)

l 路

(この条例の失効)

2 この条例は、平成31年3月31日限り、その効力を

失う。

3 略

附則

切断子期日)

l この条例は、平成26年4月1日から施行するo

f経過措置)

改正前

(補助金の額)

第4条 補助金の額は、大規模修繕等に要する経費の

額(知事が別に定める額を限度とする。)にさ翠主主

な修繕にあっては3分の1を、耐震改修にあっては

6分のlを乗じて得た額以下とする。

附則

(施行期日)

l 略

(乙の条例の失効)

2 この条例は、平成27年3月31日限り、その効力を

失う。

3 略

2 第2条の規定による改正後の鳥取県私立高等学校等大規模修繕寺割足進事業助成条例第4条の規定は、この条却の施行の

日以後に交付の決定を受ける私立高等学校等大規模修繕等促進事業補助金(以下「補助金」という。)について適用し、

同日前に交付の決定を受けた補助金については、なお従前の例による。
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議案第56号(その他) 交通政策課(内線:7098) 

条

例| 財産を減額して貸し付けること(鳥取パスターミナル用地)について
名

等

1 提出理由

次のとおり財産を減額して貸し付けることについて、地方自治法(昭和 22年法律

提| 第67号)第96条第1項の規定により、本議会の議決を求めるものである。

容
一
一
一

内
一
類
一
地
一

要
の
一
一
一

産
一
種
一
土
一

財
一
一
一

概
)
一
一
一

呼よ

2
r
t
 

出

理

， 

所在地 | 
鳥取市東品治町107番2ほか5筆 l 

数量 | 
2，013.20平方メートル J

由

I I (2)相手方
及| 鳥取市東品治町106番地

鳥取パスターミナル株式会社

び

( 3)貸付期間

概| 平成26年4月1日から平成28年3月31日まで

要 I(4)貸付金額
パスターミナノレの使用料収入の 1割に相当する額と当該貸付けに係る土地の国有

資産等所在市町村交付金法(昭和 31年法律第82号)第2条により交付すべき市

町村交付金の額のいずれか高い額

( 5)理由

パス利用者及びパス交通の利便を促進するとともに、鳥取駅周辺の交通の安全確

保と円滑化を図るため、当該土地を利用してパスタ}ミナル事業を行う鳥取パスタ

ーミナル株式会社に対して、引き続き当該土地を減額して貸し付けようとするもの

である。
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議案第65号(その他) 教育・学術振興課(内線 :7814)

条

例|新生公立鳥取環境大学運営協議会規約の変更に関する協議について

名

等

1 提出理由

地方独立行政法人法の一部改正(平成25年6月14日公布、平成26年4月1日施行)に
提| 伴い、新生公立鳥取環境大学運営協議会規約の関係条文に所要の改正を行うもの。

出

I I 2 概要
理

新生公立鳥取環境大学運営協議会規約では、第4条で協議会が担任する事務を定めて
由| いる。地方独立行政法人法の一部改正にあわせ、関係する法の条文を追加または修正す

る。

及

く法の主な改正内容〉

び| ・地方公共団体からの出資等に係る財産の返納に関すること

・地方独立行政法人の合併に関すること

概

0権限の行使に関する事務
要| ・第42条の2第 1項、第2項及び第3項ただし書を追加(出資等に係る不要財産の返納

関係)

・第88条第1項を121条第1項に、第89条第1項を第122条第1項に修正(条文番号の変

更)

0条例又は規則で定めるものとされている事項を定めることに関する事務
-第6条第4項を追加(出資等に係る不要財産の返納関係)

0届出、報告等の受理に関する事務
-第89条第2項を第122条第2項(条文番号の変更)

O評価委員会への意見聴取に関する事務
-第42条の 2第5項及び第6項を追加(出資等に係る不要財産の返納関係)
・第108条第2項、 112条第2項を追加(合併関係)
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新生公立鳥取環境大学運営協議会規約の一部を改正する規約

新生公立鳥取環境大学運営協議会規約(平成23年鳥取県告示第752号)の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すよう

に改正する。

改正後 改正前

(担任する事務) (担任する事務)

第4条 協議会は、次に掲げる事務を管理 第4条 協議会は、次に掲げる事務を管理

し、及び執行する。 し、及び執行する。

( 1 ) 地方独立行政法人法(平成15年法 ( 1 ) 地方独立行政法人法(平成15年法

律第118号。以下「法」という。)に 律第118号。以下「法」という。)に

規定する事務のうち、次に掲げるも 規定する事務のうち、次に掲げるも

の の

ア 法第14条第 l項及び第2項、第 1 ア 法第14条第 l項及び第2項、第 1

7条第 l項から第3項まで、第22条 7条第 l項から第3項まで、第22条

第 l項、第23条第 1項、第25条第 1 第 l項、第23条第 1項、第25条第 1

項及び第2項第 1号、第26条第 1項 項及び第2項第 1号、第26条第 l項

及び第4項、第31条第 1項、第34条 及び第4項、第31条第 1項、第34条

第 1項、第36条、第39条、第40条第 第 l項、第36条、第39条、第40条第

3項及び第4項、第41条第 l項ただ 3項及び第4項、第41条第 1項ただ

し書及び第2項ただし書、第42条の 〉し書及び第2項ただし書、第44条第

2第 1項、第2項及び第3項ただし l項、第55条、第71条第2項及び第

章、第44条第 1項、第55条、第71条 8項、第72条第 l項、第88条第 1項

第2項及び第8項、第72条第 l項、 並びに第89条第 1項に規定する権限

第121条第 l項並びに第122条第 1項 の行使に関する事務

に規定する権限の行使に関する事務

イ 法第6条第4項、第22条第2項、 イ 法第22条第2項、第26条第 1項及

第26条第 l項及び第2項第7号、第 び第2項第 7号、第27条第 1項、第

27条第 1項、第28条第 1項、第29条 28条第 1項、第29条第 l項、第30条

第 1項、第30条第 l項、第34条第 1 第 l項、第34条第 l項及び第4項、

項及び第4項、第40条第7項、第44 第40条第7項、第44条第 1項並びに

条第 1項並びに第46条に規定する条 第46条に規定する条例又は規則で定

例又は規則で定めるものとされてい めるものとされている事項を定める

る事項を定めることに関する事務 ことに関する事務

ウ 法第13条第5項、第14条第4項、 ウ 法第13条第 5項、第14条第4項、

第17条第4項、第27条第 l項、第29 第17条第4項、第27条第 1項、第29

条第 l項、第34条第 1項、第45条、 条第 1項、第34条第 1項、第45条、
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第56条第 1項において準用する法第 第56条第 1項において準用する法第

48条第2項、第57条第2項、第78条 48条第2項、第57条第2項、第78条

第 3項及び第122条第 2項に規定す 第3項及び第89条第2項に規定する

る届出、報告等の受理に関する事務 届出、報告等の受理に関する事務

エ 法第22条第3項、第25条第3項、 エ 法第22条第3項、第25条第3項、

第26条第3項、第31条第2項、第34 第26条第3項、第31条第2項、第341

条第3項、第40条第5項、第41条第 条第3項、第40条第5項、第41条第

4項、第42条の 2第5項及び第6項、 4項亙立第44条第2項に規定する評

第44条第2項、第108条第2項並びに 価委員会への意見聴取に関する事務|

第112条第 2項に規定する評価委員
、

会への意見聴取に関する事務

オ~カ 略 オ~カ 略

(2) -(4) 略 (2) -(4) 略

2 略 2 略

附則

この規約は、平成 26年4月1日から施行する。
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議案第66号(その他) 教育・学術振興課(内線:7814) 

条

例|公立大学法人鳥取環境大学の設立団体が協議して定める事項の変更に関する協議について

名

等

1 提出理由

公立大学法人鳥取環境大学の設立団体が協議して定める事項の一部を変更することに

提| 関し協議することについて、地方独立行政法人法(平成15年法律第118号)第123条第3
演の規定により、本議会の議決を求めるのである。

出

理I2 概要

由I(1)出資等に係る重要な財産

及| 公立大学法人鳥取環境大学に係る地方独立行政法人法(平成15年法律第118号)第123
条第2項の規定により設立団体が協議して定める同法第6条第4項に規定する重要な財

び| 産は、帳簿価額が50万円以上の固定資産(適正な見積価額が50万円に満たないものを除
く。)とする。

概

く参考>

要I0地方独立行政法人法の一部改正(平成25年6月14日公布、平成26年4月1日施行)で、新
たに出資等に係る不要財産の返納に関する規定が設けられ(第6条第4項)、重要な財
産であって条例で定めるものを処分するときは、設立団体の長の認可が必要という規定

が追加された。

0設立団体は、第6条第4項により認可の対象となる重要な財産を、原則として条例で定
める必要がある。ただし、鳥取環境大学は県と鳥取市が共同で設立しているものである
ことから、法第123条(設立団体が二以上である場合の特例)の規定により、あらかじめ
各議会の議決を経た上で、県・市が協議しで対象となる重要な財産を定める。

(2)処分等の制限に係る重要な財産

地方独立行政法人法第44条第1項に規定する重要な財産を、 「予定価格(適正な対価
を得てする売払い以外の方法により譲渡し、又は担保に供しようとする場合にあって

は、その適正な見積価額)Jと定めていた(平成23年10月12日議決)。
しかし、予定価格は契約条件により異なるものであり、重要な財産の基準としては時
価によるのがより適切であることから、これを「適正な見積価額」に変更する。

く参考>

O大規模な財産の処分等によって法人の業務運営の健全性が損なわれることのないよう、

• 

条例で定める重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、設立団体の許可 I Q 

を受けなければならないと地方独立行政法人法で規定されている。
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‘ー

公立大学法人鳥取環境大学の設立団体が協議して定める事項の変更に関する

協議について

次の表の変更前の欄に掲げる規定を同表の変更後の欄に掲げる規定に、下線で示すよう

に改め、平成26年4月 1日から施行する。

変更後 変更前

1 出資等に係る重要な財産

公立大学法人鳥取環境大学に係る地方

独立行政法人法(平成 15年法律第 118
s 

号)第6条第4項に規定する重要な財産

は、帳簿価額が 50万円以上の固定資産

(適正な見積価額が 50万円に満たない

も、のを除く。)とする。

2 処分等の制限に係る重要な財産 重要な財産

公立大学法人鳥取環境大学に係る地方独 公立大学法人鳥取環境大学に係る地方独

立行政法人法第44条第1項に規定する重 立行政法人法{平成 15年法律第 11 8号}

要な財産は、適正な見積価額が7. 0 0 0 第90条第2項の規定により設立団体が協

万円以上の不動産(土地については、その 議して定める同法第44条第l項に規定す

面積がl件2万平方メートル以上のものに る重要な財産は、予定価格(適正な対価を

限る。)、動産又は不動産の信託の受益権と 得てする売払い以外の方法により譲渡し、

する。 又は担保に供しようとする場合にあって

は、その適正な見積価額)が7. 000万

円以上の不動産(土地については、その面

積がl件2万平方メートル以上のものに限

る。)若しくは動産又は不動産の信託の受益

権とする。
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